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　この特集は、三つの座談会で構成する。いずれ
も、法政大学サステイナビリティ研究所（2013

年 7月設立）の研究成果をもとに、サステイナビ
リティをめぐる三つのテーマについて議論したも
ので、出席者は研究に参加した方々である。議論
の内容をほぼそのまま収録した。

　最初の座談会は、「エネルギー構造の転換―具
体的実践を考える―」（壽福眞美・白井信雄・谷
口信雄・長谷部俊治（進行））である。このテー
マのねらいは、持続可能な社会の実現のためにエ
ネルギー構造の転換が不可避となっているなか、
それをどのように進めるかについて考えることで
ある。
　この座談会を企画した背景には、エネルギー政
策のいびつさがある。政府のエネルギー政策は、
2030年を目途に、3E＋ S（Energy Security

安定供給、Economic Efficiencyコスト低減、
Environment環境負荷低減、Safety安全性）と
いう目標をエネルギー源のベストミックスによっ
て実現するというもので、指標として、ゼロエミッ
ション電源比率、最終エネルギー消費量（省エネ
指標）、CO2排出量、電力コスト、エネルギー自
給率が設定されている。実現手法としては、技術
開発のほか、競争促進や低炭素化のための規制が
示されている。
　だが、この政策によってエネルギー構造が転換
し、持続可能な社会が実現するのであろうか。大
きく三つの疑問がある。第一に、目標が経済的な

視点に偏っていて、社会の持続に結びついていな
いことである。環境負荷などの外部経済に依存し
た社会構造、大規模で集中的に制御されるエネル
ギー供給システム、コスト競争が卓越するエネル
ギー産業体制などは経済合理性を追求した結果で
あるが、これらはいずれも社会の持続可能性と親
和的でないことが明らかとなっている（注 1）。3E

＋ Sは経済的な視点が優越する目標設定であっ
て、社会の持続を最優先するものとなっていない。
再生可能エネルギーシェアの拡大や省エネ・脱原
発の推進だけでは不十分なのである。
　第二は、目標達成の手段として技術開発が偏重
されていることである。政策の重点は、技術的な
手法によって、資源効率性を高め、CO2排出量を
削減し、電力の安定供給を図ることに置かれてい
る。しかし、このような技術に頼る問題解決には
限界がある。巨大な技術や複雑な技術は予測不可
能性を抱えているし、リスク等に関する社会的な
合意や、環境・社会に対する影響の評価が不十分
なままで技術の導入が独走する恐れもある。現に
核技術の利用はその様相を呈しているほか、CCS

やエネルギーシステムの統合ネットワーク化など
についても慎重な吟味が必要である。
　第三に、エネルギー政策に関する議論不足と閉
鎖的な意思決定である。特に、議論の「場」に厚
みがない。たとえばエネルギー構造の将来ビジョ
ンは、政府だけでなく複数の機関が作成している
が、それらを相互につきあわせ議論する機会は稀
である。議論があっても、その焦点は、原発の是

解題
三つの座談会：サステイナビリティへのアプローチ
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非などエネルギー供給手法、特に電源構成に集中
しがちで、エネルギー構造を生活や社会の持続と
関係づける視点は重視されない。
　この座談会において、これらの問題にどこまで
迫ることができたかは読者の判断に委ねたいが、
少なくとも次のような成果を得ることができたと
考える。まず、経済的な視点に偏った政策目標に
ついて、将来の社会像を描かなければならならな
いとし、そのプロセスをいかに組み立てるかなど
の議論を通じて批判的な検討が加えられた。次に、
エネルギー構造転換の手法に関して、地域に賦存
する再生可能エネルギーを地域自治に基づいて活
用することが大事で、それによって地域社会の直
面している危機への取り組みに寄与し、地域主体
の自立共生を促すことができるなど、ボトムアッ
プの手法の可能性が具体的に提示された。さらに
は、転換の道筋として、技術開発や制度の整備を
待つのではなく、大学を含めた各主体が、それぞ
れの課題に対応すべく具体的な実践を展開してい
くことで事態が変わるのではないか、との見通し
が示されたのである。

　二つ目の座談会は、「原発事故被災からの回復
―人と地域が持続する条件―」（長谷部俊治・友
澤悠季・早尻正宏）である。この座談会は、福島
第一原発の事故による被災に関して、いま何が課
題か、被災からの回復をどのように考えたら良い
かをめぐる討論として企画した。
　福島第一原発の事故は持続可能性の危機であっ
たと考える。事故発生から約 7年が経過し、損害
賠償、避難指示の解除、被災地の再生、中間貯蔵
施設の建設、事故炉の廃炉などが進められている。
しかし、その進展が被災からの回復に結びつくか
どうか、いくつかの疑問がある。
　まず、被災対策が、被災者や被災地の回復を図
ることを最優先にするものとなっているかどう
か。回復は、当事者がそれぞれの置かれた状況に
応じて内発的に進むのであって、回復の方向や道
筋も予め定まっているものではなく、対策は、被
災者や被災地のイニシアティヴを最大限に尊重し

た支援とならざるを得ない。ところが現在進めら
れている対策は、「早期帰還」「被災地復興」を主
眼としてものであって、被災からの回復との間に
齟齬がある。
　次に、その齟齬を埋めて回復を支援するには、
被災そのものに対する深い理解が必須であるが、
これが十分になされてない。各種の調査が実施さ
れ、あるいはルポジュタール等が報道されている。
しかし、被災者自身の認識は区々で、しかも変容
していくし、支援者の受け止め方も多種多様であ
る。被災を問い続ける意思が欠かせないのだが、
対策は目的・手段図式（注 2）によって押し進めら
れているのである。
　さらに、注意しなければならないのは、被災者
と被災地の区別である。被災地の再生がそのまま
被災者の回復に結びつくとは限らないし、被災地
に帰還するとは限らない被災者に対しても帰還者
と同様に回復のための支援を継続しなければなら
ない。このとき、被災者の福祉（より良く生きる
こと）の確保が最優先の課題となる。また、被災
地の再生に当たっては自然の回復が不可欠であ
る。残念ながら、現在進められている政策には、
そのような視点が欠けているのである。
　この座談会では、このような問題意識の突き合
わせと共有がなされた。しかし、問題にどのよう
に取り組むかについては、それぞれの考え方を述
べるに留まっている。たとえば、「ではどうすべ
きか」に関して、友澤は、起きたことについて「問
い続ける」ことを重視し、政策のオールタナティ
ブを求めることへの危惧や支援の難しさを強調し
ている。早尻は、協同による生業の回復が被災地
のアイデンティティの回復につながるとし、地域
再生をコスト論で割り切ることに強い疑念を表明
している。長谷部は、いまの状態に黙っていては
だめで具体的な政策の提案をしたいとしつつ、現
に働いている強い力に対抗する見通しを示せない
ままである。
　大きな課題を残したまま終わった座談会である
が、原発事故被災からの回復には長い年月を要す
るのであって、起きていることの認識を問い続け、
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解題：原発事故被災からの回復

それぞれがそれぞれの意思で問題に関わり続ける
ことが肝要である。深刻な問題は、そのような取
り組みを継続することによってこそ解決する道筋
が開けていくと考える。

　三つ目の座談会は、「記録の力―年表とアーカ
イブズ―」（堀川三郎・小林直毅・清水善仁・長
谷部俊治（進行））である。この座談会は、サス
テイナビリティ研究所が実施してきた、原子力年
表の編纂（堀川）、放送アーカイブの構築（小林）、
環境アーカイブズの構築（清水）という三つのプ
ロジェクトの成果を確認し、記録の力を活かすこ
との意味や可能性を探る場として設定した。
　なぜ記録を残すことが課題となるのか。もちろ
ん、記録は問題を考えるうえでの出発点であるし、
実証の基盤でもある。蓄積が必要であるし、質が
問わる。しかしもっと大きな理由は、起きたこと
を記録に残さない力が働き、問題解決を妨げるか
らである。
　このことは、公害問題において顕著であった。
宮本憲一は、公害史研究の難しさとして、一つは、
原因者やその関係者が資料を秘匿し、抹消する場
合が多いこと、もうひとつは、総合科学の研究者
が養成されておらず、また、被害者の資料がほと
んど残らないことをあげている（注 3）。その状況は
いまもさほど変わらないのではないか。あるいは、
公害の被害地に資料館が開設され、公害被害の記
録を伝えるべく活動が展開されているのは、記録
に残さない力に対抗することが、問題を真に解決
するうえでの重要なカギとなっているからではな
いか。
　そして、福島第一原発の事故は、まさに起きて
いることを記録しなければならない深刻な事態で
ある。特に、被災が人間・社会・自然にどのよう
な事態をもたらし、人々はその事態をどのように
認識し、行動したのかについて記録することは、
将来に対する責任でもある。たとえば、水俣病
については、石牟礼道子『苦海浄土 わが水俣病』
（1969年）が、チェルノブイリ原発事故について
は、スベトラーナ・アレクシエービッチ『チェル

ノブイリの祈り』（1997年）が、それぞれ汲みつ
くせない源泉のような記録として残されている。
では、福島第一原発の事故に関して、そのような
記録を生む基盤が築かれつつあるのだろうか。少
なくとも、歴史として常に参照できる記録を残さ
なければならない。
　サステイナビリティ研究所は、年表編纂やアー
カイブズ構築のプロジェクトを研究の柱の一つと
したが、その背景には、このような危機意識があっ
たと考える。そして、プロジェクトの実施を通じ
て、記録することの意味やあり方がより明確に
なったのである。
　実際、この座談会では、網羅的な記録を断念す
ることで別の可能性が生まれること、分類せずに
メタデータを保存することが重要であること、被
害者・研究者が収集したオリジナルな資料こそが
将来の展開に当たっての基盤足り得ること、記
録を残すことは将来への責任でありそれを支える
アーカイブ文化を培う必要があることなど、多く
の発見が語られている。

　三つの座談会に共通するのは、次の三つである。
　第一に、危機感に裏打ちされた議論であること。
たとえば、エネルギー構造の転換がビジネス化さ
れ、将来の社会像、特に衰退の危機にある地域社
会の姿につながっていかないこと、原発事故被災
は人間・社会・自然を壊滅的に損うという深刻な
事態であるのに、政策はその事態と噛み合ず、回
復の本質もなおざりにされていること、福島第一
原発の事故によって何が起きたかを記録する力が
極めて弱いことなどである。
　ただし、危機感に溺れることなく、客観的な視
線を保った議論がなされた。問題の取り組みを次
に展開するうえでの足場となり得るはずである。
　第二に、議論が完結せず、開かれていること。
それぞれのテーマに明確な解答が示されているわ
けではなく、むしろ、問いの連続である。問いか
けがあり、考えが突き合わされ、新たな問いが生
まれる。これは、テーマの重さがそれを強いるか
らであろうが、テーマに近づく全うな道筋でもあ
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ると考える。
　異なる立場から冷静に議論するには、このよう
なアプローチを積み重ねなければならない。議論
の「場」を適切に設定することもまた、問題を解
明し、解決に向けて進むうえでの大事な課題であ
る。今回の座談会は問題に取り組むプロセスの一
部なのである。
　第三に、実践性を伴っていること。これは、問
題と取り組む姿勢の現れである。「実践」の意味
は必ずしも明確ではないが、参加者はそれぞれ、
責任を負う意思と覚悟を持っている。

　なお、サステイナビリティ研究所は、2009年
8月に発足した「サステイナビリティ研究教育機
構」の活動を引継いでいる。研究活動の全体像を
示す意味で、機構の時代（2009年 8月～ 2013

年 3月）と研究所の時代（2013年 7月～ 2018

年 3月）に分けて、その歩みを年表形式で掲載し
た。

　さて、座談会のなかでも述べられているが、法
政大学サステイナビリティ研究所は、2018年 3

月末をもって研究活動の区切りを迎える。しかし、
研究は永遠である。三つの座談会が、今後それぞ

れのテーマを展開していくときに、いくらかでも
資することがあれば幸いである。

注
（注 1） たとえば、気候変動や生物多様性の喪失は、

外部経済に依存した社会構造の、公害や原発
事故の発生は、大規模で集中的なシステムに
依存することの、資源収奪や富の偏在は、コ
スト競争が卓越する産業体制の結果である。
そしてこれらは、いずれも社会の持続可能性
を損っている。

（注 2） 目的・手段図式とは、目的を設定して、その
達成のために人々の行動をコントロールする
体系（詳しくは、平井宜雄（1995）『法政策学：
法制度設計の理論と技法』有斐閣を参照）で
ある。この場合、目的の正当性や倫理性は問
われない。なお、平井は、この図式で政策を
実施するときには、効率性基準と正義性基準
を満たさなければならないとしている。

（注 3） 宮本憲一「序にかえて　歴史は未来の道標
である―公害史研究のすすめ―」（飯島伸子
（2007）『新版　公害・労災・職業病年表』す
いれん舎、所収）。さらに宮本は、「公害研究
者の危険なおとし穴は、（中略）運動の目前の
利害にとらわれて、科学性を失うことである」
とも述べている。サステイナビリティ研究者
に対する共通の警句として記しておく。

長谷部　俊治（ハセベ・トシハル）
法政大学社会学部
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エネルギー構造の転換　―具体的実践を考える―

出席者

壽福　眞美（法政大学名誉教授）

白井　信雄（法政大学サステイナビリティ研究所教授）

谷口　信雄（法政大学サステイナビリティ研究所客員研究員）

進行

長谷部俊治（法政大学社会学部教授）

1　エネルギー構造を問う

将来の社会像を描かなければならない：バック
キャストが必要

長谷部　この座談会のテーマは「エネルギー構
造の転換―具体的実践を考える―」です。大きな
テーマですが、まずは、いままでの研究成果をお
話しいただき意見交換したい。特にエネルギー構
造の転換を進めるためにはどうすればいいかとい
うことに焦点を当てたいと思います。
　今年の 4 月 21 日に、イギリスで丸 1 日、石炭
火力がゼロで電力供給できたとの報道がありまし
た（BBC ʻFirst coal-free day in Britain since 

Industrial Revolutionʼ, 22 Apr. 2017）。これ
は、1882 年に石炭火力による公共電力の供給が
始まってから初めてのことだそうです。産業革命
以降、初めてそういうことが起きたということは、
エネルギーの転換がいろいろなところで相当に進
んでいることの現れでしょう。
　そういう大きなトレンドの中で、何が課題に
なっているのか、それが進むときに、どういうこ
とに取り組まなければならないのかを明らかにし
なければならない。
　まずエネルギー構造は将来、どういう形になっ

ていくのか、今年の 7 月 23 日に開催したサス研
シンポジウム「持続可能なエネルギー社会を創る
―『日本エネルギー計画 2050』を構想するため
に―」を企画・運営された壽福さんから、その意
味や成果をお話しいただきたいと思います。
壽福　エネルギーの構造の転換という一つの大
きな課題の前提としては、経済過程も含めた、我々
が求める将来社会像という、もっと大きなものを
明確にしておく必要があると思います。
　今までどおりの経済成長を続けることによって
生活の質が向上するわけではないということは、
研究によって明らかになっているんですね。我々
が求める「生活の質」とはどういうものなのかと
いうことをはっきりさせておく必要がある。
　7 月のシンポジウムでは、価値観の転換、ある
いは人間観や社会観など、いろいろなことに焦点
が当たりましたが、我々が求める「質の高い生
活」とは一体何なのか。また、その指標は何なの
か。それを明確にした上で、その非常に重要な要
素であるエネルギー構造のあり方を考える。そう
いう 2 段階で考えていくことになるのではないか
と思っています。
　それが大きな枠組みの問題ですね。生活の質に
ついて考えるうえで一番大きいテーマは、人々が
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満足する生活、何に満足を見出しているのか、ど
ういう価値に依拠して生きるべきなのかというこ
とです。そのとき、工業化を前提とした経済と、
それに支えられた生活の質は限界に直面するだろ
う。逆に言えば、一次産業のあり方をもう少し考
えたほうがいい。
　それから、この間、都市化を進めてきたわけで
す。しかし大都市化というのは、交通問題や居住
問題をとってみても、もう破綻しているんですね。
人々はもう疲弊して、生きる意欲をなくすような
大都市化の渦の中に巻き込まれてしまっているわ
けです。これをどうするかということを考えなけ
ればいけない。
　また、それと関連して、エネルギーの問題に関
して言えば、脱ウラン、脱化石燃料を明確にして
いき、省エネルギーと再生可能エネルギーを軸に
して考えていく。これは世界のトレンドですし、
地球温暖化や大気汚染など、いろいろな問題を考
えても、もうのっぴきならないところに来ている
わけです。
　特にウランの問題については、リスクを考えな
ければいけない。事故が起こったとき、事業者で
はカバーできないということがわかったわけで
す。つまり、国民にリスクを転嫁することになる、
そのことがはっきりした。それから、リスクにつ
いては、科学の立場からは、限りなくゼロにする
というところまでしか言えないのですが、事故の
リスクは絶対に回避しなければいけないと思いま
す。
　化石燃料に関してはいずれにせよ無くなってし
まうわけです。そのときに人類が生き延びるため
には、ある意味では脱化石燃料もそれと同じよう
な比重で追求していかなければいけないだろうと
思うんですね。
　差し当たり、大ざっぱな枠組みといいますか、
考え方としてはそういうところかなと思います。
長谷部　随分大きな枠組みだなという感じがす
るのですが、一次産業をどう考えるか、あるいは
都市化、特にメガロポリスのような居住形態、社
会形態などについても、エネルギー構造と密接に

関係するということでしょうか。
壽福　そうですね。
長谷部　しかし、エネルギー構造の転換らしき
ことが始まっているのですが、関連する一次産業
やメガロポリスに関する議論はほとんどされてい
ないのでしょうか。
壽福　それについては、例えばエネルギー・資源
学会の人たちとも話したのですが、彼らはそうい
う問題をほとんど考えていないです。むしろ、フォ
アキャスティングの考え方なんですね。
　つまり、現在あるものを、特に技術的に、どう
積み上げていけば、実現、実行可能なエネルギー
構造をつくることができるか、という発想なんで
す。それこそフィージビリティが最優先なんです
ね。逆に言えば、価値観の問題が欠落していると
いうことです。それを考えていないからこそ、シ
ミュレーションやモデリングができるのだろうと
思います。
　私はそのこと自体の重要性は否定しませんが、
バックキャスティングのエネルギー構造の転換と
いうことを考えれば、あるべき社会像、我々の求
める生活の質のレベルという大きなところを考え
る必要がある。合意を得るのは大変なのですが、
少なくとも、例えばサス研としては、そういう問
題への認識を明確にしておいた上でエネルギー問
題にアプローチする、あるいは地域のあり方の問
題にアプローチするという視点は欠かすことがで
きないのではないかと思います。

エネルギー構造を評価する基準：生活の質と持続
可能な社会

白井　電源構成のベストミックスやエネルギー
需給の計画等の基準は、三つの E（安定供給、経
済効率性の向上、環境への適合）プラス S（安全性）
になっています。先日参加したある学会の研究発
表会でも、3E+S の基準で見たベストミックスに
なるのかに対する国民意識を分析したという研究
発表がありました。しかし、3E+S という基準で
いいのかという議論はありませんでした。そのう
ちのどれを重視するかという検討はしているので
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すが、もっとほかにも評価基準があるのではない
かという議論が抜けていました。
　ベストミックスを考える際の評価基準として、
人の幸福や地域の再生などの観点を入れると、答
えが違ってくるわけです。やはり基準の持ち方が
問われるのではないかと思います。さらに、基準
の設定やウエイトづけは、どういう社会をつくり
たいのかという社会目標とリンクします。
　エネルギー構造、電源構成を考える際、その評
価基準をどうするのか、どういう社会をつくりた
いのかということとあわせて考えていくことにな
りますので、その議論をきちんとしていかなけれ
ばいけない。3E+S でみて、その総合評価から、
これがいいという単純な議論をしていると、おか
しなことになってしまうと思います。
壽福　そのときには両面があって、一つは先ほど
言いましたように、我々一人一人が考えるべき、
追求すべき生活の質とは何かということです。も
う一つは、持続可能な地球社会というものをつ
くっていかなければいけないわけで、そのために
は何を考えなければいけないのか。その両面があ
るわけです。
　持続可能な地球社会という後者の観点から見れ
ば、まずは自然生態系の保全という問題を考えな
ければいけない。これが壊れてしまったり、汚染
されてしまったりすると、我々人間だけでなく、
地球上の生物は生きていけないわけですから、一
番基本に来るのは自然生態系の保全ということだ
と思います。
　もう一つは、エネルギー問題とも関係するので
すが、貧しい国をどうするかということです。工
業先進国は浪費社会であり、大量生産、大量廃棄
を行っているわけですが、それも持続可能ではな
い。しかし、貧しい人々も貧しいままで持続可能
な生活を送れるかといいますと、そうではないわ
けです。ですから、南と北の問題の持続可能性を
どう考えるかという問題があると思うんですね。
　私たちは欧米と日本ということを頭に置いて考
えますから、ついつい浪費社会をどう克服してい
くかという発想になるのですが、貧しい人々の生

活の質をどう向上させていくのかという視点を持
つ必要があると思います。そういう議論をしてお
かないとエネルギーミックスのことに問題が矮小
化されてくる可能性がある。
　工業系の専門家と普通の国民は、政府の言うエ
ネルギーミックスの枠内で考えるのではないで
しょうか。ですから、そこをどうしていくかとい
うことを考えなければいけないと思います。
長谷部　そもそも「サステイナビリティ」とい
う言葉が強いインパクトを与えたのは 1987 年の
Brundtland Report で、そこでは貧困の克服と
環境の保全を両立し、将来世代の必要に応えるべ
く成長・開発を管理することが必要であるとして
いる。まさにおっしゃるところが問題のスタート
だったわけですよね。エネルギー問題を議論する
ときに、そういうところに焦点が当たっていない
ということですかね。
　サステイナビリティという概念そのものは、そ
の後様々に展開されていて、たとえば国連でサス
テイナビリティ・ディベロップメント・ゴールズ

（Sustainable Development Goals「持続可能な
開発目標」、略称 SDGs）が採択されていますが、
あれはあまりにも包括的過ぎて意味がよくわから
なくなっているように思います。ただ、それはそ
れで一つの流れとしてあるわけです。しかし、そ
のような流れと、今おっしゃったような、自然生
態系を壊さない中で、リスクを評価しながら、エ
ネルギー構造をどう転換するかという議論とが、
別々に行われているということでしょうか。
壽福　例えば自然生態系の保全という問題に関
しては、大気汚染などの問題ももちろんあるので
すが、生物多様性がどんどん劣化しているという
問題を考えなければいけないわけです。土と水と
生物という 3 要素をどう保全していくかというこ
とを考えなければいけない。
　例えば地球温暖化や大気汚染などは我々も割と
頭の中に置いて考えているわけです。しかし、生
物多様性を保全していくということ、あるいは土
や植物の保全――植物の生態系といっても、森林
の生態系もあれば、海の生態系の問題など、いろ
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いろなものがありますが、そういうところまで深
めて自然生態系の保全問題を考えていかなければ
いけないと思います。
　そうすると、例えば大気汚染という問題に関し
ては、化石燃料はどうなのかという問題も出てく
るでしょうし、海洋汚染という問題では、海だけ
に限らず、核エネルギーというものと関連させて
議論することができると思うんですよね。非常に
不幸なことに、福島の核電事故は時間的、空間的、
ある意味では世界的な広がりが明らかになってい
るわけです。ですから、核エネルギーの問題につ
いてはそういう観点からも見ていかなければいけ
ない。
　そうすると、やはり持続可能性の問題とつな
がってくると思うんですよ。自然生態系を保全す
るということと、核エネルギー、化石燃料という
ものをどう考えるかということは、おのずとつな
がってくるわけです。ただ、正直言って、我々は
そういう議論の場を設定してこなかったといいま
すか、やっぱり弱いんですよね。

持続可能性を満たすための実践

白井　サステイナビリティについて、つけ加えて
申し上げたいです。まず、自然への有限性や環境
容量といったハーマン・デイリー的な観点から、
エネルギーのサステイナブルな利用を考えなけれ
ばなりません。その状況を満たしたうえ、どのよ
うな人間社会をつくるかという議論をすることに
なります。その際、最低限、自然や地球環境との
かかわり方における持続可能性を満たすとして
も、それを満たす持続可能な社会は一つではない
ということを見ていかなければいけないと思うん
ですね。
　サステイナブルな社会のあり様は決して一つで
はないわけです。SDGs の議論でも、全てを満た
そうということではなく、たくさんあるサステイ
ナブルな社会のゴールのうち、どこを重視するか
は選択であるといいます。
　国立環境研究所は踏み込んで、二つの持続可能
な社会を提示しています。かつては「サツキとメ

イ型」と「ドラえもん型」という主に技術利用の
側面で二つの対照を示しました。最近は「噴水型

（豊かな噴水型社会）」と「虹色型（虹色のシャワー
型社会）」の二つを示しています。噴水型は、大
企業を中心に経済成長を果たすと、国の財政もよ
くなり、福祉にお金が回せます。大きな噴水を上
げて、その恩恵、恵みを福祉に充てましょうとい
うものです。それは大企業中心型で、今までやっ
てきた道でもあるし、アベノミクスもそういうこ
とだと思います。
　虹色型は、現在の政策に対してオルタナティブ
な方向になるかもしれません。より分散型の社会
を目指すものです。一つ一つは小さいかもしれな
いけれども、それぞれが虹色、いろいろな色に輝
くことで全体を豊かにしていきましょうというも
のと解釈します。こうした二つの社会（の選択）
によって、目指すべき SDGs のゴールの選択も
違ってくるわけです。
　ですから、サステイナビリティな基準を満たす
にしても、それを満たす社会は一つではない。ど
のような社会を目指すのかということを議論して
いって、そのうえでエネルギー選択もしていかな
ければいけません。
壽福　そのときに注意しなければいけないのは、
持続可能な社会は確かに虹色の世界、多様な世界
があるのかもしれませんが、持続可能な人間社会
をつくるうえで、どういう基準を満たさなければ
いけないのかという条件はきちんと詰めておかな
ければいけない。
　先ほど私はランダムに挙げましたが、例えば自
然生態系が壊れてしまったとき、それは持続可能
な社会と言えるのか。あるいは、生物多様性がど
んどん劣化していったとき、それは持続可能と言
えるのか。また、先ほどの言葉を使えば工業化一
辺倒でよいのか。今は工業化ではなく金融資本主
義ですが、金融資本主義的な生き方で持続可能な
社会というものが考えられるのか。それから、大
都市化ですね。メガロポリスというもののあり方、
あるいはそれを追求することによって、果たして
持続可能な社会がつくれるのか。
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　そのように、持続可能な社会というものを考え
るときには最低限、どういう条件を満たさなけれ
ばいけないのかということは詰めておく必要があ
ると思うんですね。基準というよりも、持続可能
な社会というものを描くときには多様な形態があ
るかもしれませんが、そのいずれもが必ず満たさ
なければならないという意味での、必要不可欠な
条件という意味ですね。そういうものを明確にし
ておく必要があるのではないかと思います。
　私は非常に単純に、そういう観点からしても、
エネルギー問題の基本的な方向はもう決まってい
ると思っています。ただ、7 月のシンポジウムで
荻本和彦さんも言っていましたけれども、ビジョ
ンがなければどういう政策をとっていくのかとい
うことが見えてこない。荻本さんは2030年と言っ
ていましたが、2030 年にどういうエネルギー社
会をつくるのかというビジョンがなければいけな
い。いま、どういう政策をとるのかということの
みを考えるだけではまずいという言い方をしてい
ましたね。
長谷部　そういうバックキャストが難しい理由
はどこにあるのでしょうか。
壽福　同じシンポジウムで藤野純一さんが割と明
確に言っていましたが、それは政策的な意思決定
がないから、それだけの話です。つまり、藤野さ
んの立場からすると、2030 年、2050 年にこうい
うエネルギー社会をつくるというビジョンがあれ
ば、我々はどういうモデルでもつくれるんだとい
う発想なんです。今はそれがなく、政策決定の過
程がゆがめられているからできない。つまり、フォ
アキャスティングしかできないし、ビジネス・ア
ズ・ユージュアル（business as usual）なモデル
しかつくれない。そういう問題の立て方じゃない
ですか。ちょっと単純化し過ぎていますけどね。
谷口　「エネルギー戦略シフトによる地域再生」
というサス研の研究活動の中で、この「エネルギー
構造の転換―具体的実践を考える―」という座談
会のテーマは、本質をついていると思います。と
いうのは、実践なしのエネルギー構造の議論は、
今の時代には合わないと思うからです。なぜなら、

我々人類はずっと昔から今日まで続いて来たわけ
ですが、近年、その人類の存続に気候変動という
フィジカルな制約をつくってしまった。しかもそ
の人類存続の危機が我々の次の世代ぐらいには起
きてしまうという科学的で緊急性をもった事実を
突きつけられたのは、人類史上初めてです。今ま
でそうした状況はなく、時間的制約を持った前提
での学問・研究はなされてこなかったわけです。
そういう社会のニーズに対して、学問・研究自体
が大きく変わらなければならないと考えます。
　文部科学省も最近は社会実装系の研究を強くす
すめています。本日のサブタイトルに「実践」が
付されているように、気候変動対策として期限が
切られた中で、目標を設定しながらやるという政
策に変わってきているわけです。そこを前提とし
た「持続可能性」という概念規定が、今日のニー
ズに応えるものだと思います。
　広義の持続可能性がゴールであることは、直感
的にはわかるのですが、もう一つ、そこに緊急性
をもったフィジカルな制約というものを入れてお
かなければ、スピード感も含め、議論がかみあわ
ないことがあると思います。
　そしてもう一つ、地域再生が再生可能エネル
ギーの加速化につながるという仮説を私自身は捉
えています。そういう意味で、広義のエネルギー
構造という中に学問・研究のあり方も含めて展開
していく必要があるのではないかと思っていま
す。
壽福　その点に関して言えば、これは槌屋治紀
さんが結構強調していましたが、私は、学問・研
究というレベルでは 1980 年頃が一つの転機だと
思っています。日本では槌屋さんの『エネルギー
耕作型文明』（東洋経済新報社）という本が 1980

年に出て、アメリカでは 1977 年にエイモリー・
ロビンスが『ソフト・エネルギー・パス』を出し
ました（邦訳書は、時事通信社より、1979 年刊）。
それからバリー・コモナーが、熱力学に基づいて、
実践例も非常に豊富に含んでいるのですが、The 
Politics of Energy という本を 1979 年に出した
わけです（邦訳書『エネルギー大論争』は、ダイ
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ヤモンド社より、1980 年刊）。
　それ以来、学問・研究のレベルでも、自治体レ
ベルでの実際の運動というか、政策というか、そ
ういうものもずっと積み重なってきているわけで
す。私の感覚からしますと、例えば 2017 年とい
う時点をとれば、その 1980 年時点で既に政治的、
学問的な提言がなされ、実践が始まったというと
ころに、37 年後にようやく世界が追いついてき
たといいますか、ある意味で体系的に議論を展開
するようになった。
　そういう意味では、私はルネサンスだと思って
います。ドイツでも、1980 年にエコ研究所が『エ
ネルギー転換：石油とウランのない成長と繁栄』
というパンフレットを出しているんですね。そう
いうものがあるのですが、なぜそれが進んでこな
かったのかということが逆の側面としてあるわけ
です。いろいろな人たちがいろいろな形で努力し
てきたのに、それがなぜ蓄積され、継続されてこ
なかったのか。そういうことはあまり議論しても
しようがないのかもしれないけれども。
谷口　いや、私はむしろ大事な話だと思います
よ。それがないと解決につながらないのであれば、
それこそが課題かもしれない。

ビジョンのレベル：地球・リージョナル・ナショ
ナル・コミュナル・生活者

長谷部　そういうイシューはある程度見えてい
るのに、なぜビジョンにまで行かないのか、ある
いはビジョンのような形にまとめていくためには
何が必要なのか。そういう議論かもしれませんね。
谷口　ここで言っているビジョンというのは、例
えば国政レベルなのか、世界レベルなのか、ロー
カルレベルなのか。それはどう整理すればいいの
でしょうか。
壽福　図式としては、やはり 4 段階だと思います。
地球レベルの問題、そして例えば EU や東南アジ
ア、あるいは東北アジアでもいいのですが、そう
いうリージョナルなレベル、それからナショナル、
そしてコミュナルなレベル。常識的ですが、この
四つのレベルで同時に考えていかなければビジョ

ンは出てこない、生まれないと思います。
白井　関連して、もう一つのレベルを追加した
いです。地域の調査をする機会をいただいた中で
思ったのは、これまでエネルギーの話が生活者の
目線で語られてこなかったということです。しか
し、生活者が自分たちでエネルギーをつくれるよ
うになり、事業を起こすこともできるようになっ
てきた。あるいは、地域新電力ができ、生活者が
再エネの消費者になれるようになってきた。
　そのように生活者も関わられるようになってき
たので、生活者自身がエネルギーにどうかかわる
か、かかわりたいかという観点でもビジョンをつ
くり得る段階になってきていると思うんですね。
それをつくらなければいけないのではないかと強
く感じています。
壽福　槌屋さんが典型だと思いますが、気候変動
のネットワークがあるじゃないですか。その中で
議論してできたのが、WWF ジャパンの「脱炭素
社会に向けた長期シナリオ 2017」なんですよね。
そのように、NPO レベルでは進んでいるわけで
す。
　そういう意味では、今おっしゃったように、生
活者のレベルでも意識し、議論することができる
ようになったということがありますし、自治体レ
ベルでもそれなりにある。また、国内だけでなく、
いわゆる国際 NGO のレベルでは研究も実践もか
なり進んでいるわけです。
　これは一面的かもしれませんが、エネルギー政
策をつくっていくときのアクターが、大企業や財
界のシンクタンク、官僚、あるいは政治家も入る
かもしれませんが、そういうところにあまりにも
偏り過ぎているといいますか、政策形成の場がそ
こで閉じられているということが大きいのではな
いかと思います。市民、生活者も排除されている
し、NPO や国際 NGO のレベルも、国連などは
少し違いますが、やはり排除されているわけです。
　例えば国際エネルギー機関（IEA）なども
NPO の意見を聞いていますよね。とにかくヒア
リングはやっているわけです。日本ではそこが極
端にいびつで、エネルギー政策に関しても閉鎖集
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団がつくられている。これは藤野さんが言ったこ
とが当たっているのではないでしょうか。
長谷部　今おっしゃった四つのレベルで考えて
いきますと、グローバルの中では NPO や NGO

は現実に発言力を相当持っていますし、世界を動
かしているわけですよね。SDGs をつくるときに
も主導的に参加しています。しかしリージョナル
なレベルでは、EU ではそれなりに動きがあるの
に、東アジアなどはほとんど何もない。ナショナ
ルなレベルでは、日本ではほとんど政府が主流に
なっており、NPO などが発言する場はそれほど
ない。コミュナル、あるいは生活者のレベルでは
どうですか。
白井　東日本大震災以降、あるいはエネルギーで
いえば FIT（固定価格買取制度）以降、地域が本
格的に動き出せている面があると思います。事業
採算面からも市民が再生可能エネルギーをやりや
すくなってきていますし、技術や経緯的にも市民
が経験からノウハウを蓄積し、共有を始めていま
す。ようやく、地域の生活者が、あるいは地域行
政が関われるようになってきたと思います。
谷口　私は東京都の気候変動対策のビジョンづ
くりをやっていました。そのビジョンをつくろう
としたとき、一般的に、国は法令をつくり、自治
体などの役割やビジョンモデル、基本条例みたい
なものを示します。しかし、それが世界の潮流の
中などでも十分でないと自治体が判断したとき、
自分たちの責任で、あるべき姿を求めなければな
らないわけです。それは国のモデルをはるかに超
えて、世界スタンダードの中でベストなモデルを
作ろうと考えるわけです。
　例えば公害問題では、大気汚染などは、局所的
な自治体レベルで問題が発生します。問題が深刻
化し自治体が国に解決を頼んでも、国は一部の地
域に対する政策をとるものではなく、全国に対す
る立場で政策をつくるものだということで取り上
げてもらえない。そうすると自治体は市民に対す
る責任があるわけですから、自分たちで解決策を
探る。前例がないことをやるので必死です。それ
が、全国に大気汚染が広まるような様子が見えて

きたりすると、国はローカルの政策をベースに全
国向けの政策や法令を作る。そういうことでロー
カルから政策が起きてくることもあるわけです。
　ですから、ビジョンもローカルから出て、それ
がスタンダードになっていくということも別に不
自然ではありませんので、しっかりやることが大
切です。
　もっと突っ込んで言うならば、法政大学にビ
ジョンがあってもいいと思います。ビジョンをい
かに構築するかということについては、責任を感
じた人たちがまずやるのが一番いいだろうと思い
ます。

実践をどのようにすすめるか：眼鏡のかけ直し

壽福　2012 年に Deliberative Polling というも
のが行われました。日本語では「討論型世論調査」
という変な訳になっているのですが、私は論文で
は「討議型意見調査」としています。それは慶應
義塾大学で、全国レベルでもやったんですね。ま
た、川崎市でも市民討議という形で行いました。
普通の人たちがランダムに選ばれ、社会の縮図、
ミニパブリックスといいますか、そういうものを
つくって討議するというものです。
　そこでは、安定供給や電力料金の低さなどに関
心を寄せる人が明らかに多いんですよ。リスクの
問題なども多いのですが、我々が想像するほどに
は高くないわけです。ですから、日本ではまだま
だ、先ほど白井先生がおっしゃったプロシュー
マーの問題や、自治体レベル、NPO レベルでの
政策づくりというものが広がり切れない素地があ
るのではないかと思うんです。
　ですから、NPO や研究所、自治体、あるいは
自治体の住民たちなどが政策、実践、研究という
三つのレベルで広がっていけば、大きなビジョン、
持続可能なビジョンというものがつくれるのかと
いいますと、私はちょっと懐疑的なんですね。一
般の市民、生活者のレベルについて議論をしてお
く必要があると思います。そういう議論をしても
それこそしようがないのかもしれませんが。
長谷部　いや、割と大事なことだと思います。



14

＜座談会＞

谷口　私はいつも裏返す話なのですが、「しよう
がない。解決できないですね」と言ったことが、
実は解決の始まりなんですね。
白井　持続可能な社会やエネルギー構成をどう
するかについて、熟議という方法論さえ持ち込め
ばいいとは思いません。熟議をするにしても専門
的な知識がなければいけないから、それなら学習
プロセスを設けたりするのですが、結局、現在世
代、自分が経験してきた範囲、自分なりの従来の
価値規範でしか議論されないという問題があると
思います。
　どこかで眼鏡をかけ直さなければいけない。そ
の眼鏡は、専門家やいろいろと経験されてきた
方々が提供していかなければいけないのではない
かと強く思います。
壽福　種をまけば芽が出るという話になるかど
うか。つまり、種が落ちた、あるいは種を投げか
けられた大地がどうなっているのかということを
考えなければいけないと思うんですね。
谷口　私は、壽福さんの前提が性善説に立って
しまっているのではないかと。まず、議論すれば
正しい答えが出ると思ってはいけないと思うんで
す。
壽福　いや、逆です。
谷口　そうでないにしても、今、例えば世論調
査でも、5 年前と比べて気候変動に対する関心が
10％も減っているんですね。それはなぜなのかと
いう話からスタートしなければいけない。極端に
言えば、どこかのローカルエリアではみんなが気
候変動に対してすごく勉強していて、世界レベル
になっており、ビジョンをつくってしまうかもし
れないわけです。そういうことを大切にしたほう
がいいという気がするんですね。
　できる・できないという議論でできないという
場合、それは恐らく人間の本性から来るものだと
思います。井上陽水の歌に「傘がない」というも
のがあります。「……自殺する若者がふえている
……我が国の将来の問題を誰かが深刻な顔をして
しゃべっている……だけども問題は今日の雨傘が
ない」という歌詞です。君に会いに行かなくちゃ

ならないのだが今日は雨で傘がないということの
ほうが重要なわけです。そういう思考回路を本性
として、そこをどう解決するかが課題だと思いま
す。
　また、制度的なことについて言えば、私が行政
をやっていて思ったのは、議員さんは、それが重
要か、重要でないのかにかかわらず、投票権を持っ
ていない人たちよりも、投票権を持っている人た
ちに向けてメッセージを送ることが必要なわけで
す。したがって、足下の問題といえない、気候変
動は票にならないわけです。それは重要だが票に
ならないから話題にしないという話なんですね。
　したがって、議員さんたちがあまり取り上げな
いから、行政としても放っておいていいというわ
けではなくて、票とは関係ない、地域の市民の生
命、財産、健康に責任を持つ人たちは、時代を超
えたことをやるという責務を負っているというこ
とをしっかり踏まえなければならないし、私は公
務員としてそれをいつも踏まえてやったつもりな
のですが、そういうあり方と仕組みの両方を考え
なければいけないと思います。
白井　どういう基準で議論するかということに
関連するのですが、人がよりよく生きたいと思う
ならば、そのためにはどうすればいいのかを議論
すべきだと思うんですね。その議論にはそれぞれ
の参加のしようがあると思うのですが、気候変動
のために再エネをどうするかという議論をしても
なかなか自分事の話にはならない。よりよく生き
るために再エネがどうかかわれるかという議論が
されていないことが問題なんです。
谷口　そうですね。子供や孫が生きる環境をどう
するかという議論であれば納得してくれるのです
が、気候変動と言ってしまうと、「よくわからない」
ということになってしまう。
白井　そうそう。
壽福　孫・子のことを考えるという投げかけをし
ても、孫・子のことを考えますかね。
谷口　日本はそうかもしれないけれども、欧州で
は世代間責任法のように、そういう議論を既に超
えてきているわけですよ。
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白井　心や意識の持ち方は変えられる部分もあ
ると思います。先祖代々、この地域に住んで、先
祖から受け継いだ土地があって、それをまた受け
継いでいく子孫がいるとか、そういうことに思い
をはせて考えることもできるはずです。そのよう
な思考に持っていかず、「あなたは何が欲しいで
すか」「あなたは何をしたいですか」ということ
だけで済ませてしまうからいけないわけです。こ
の意味での熟議が本当にされていないと思うんで
すね。
長谷部　エネルギーというイシューそのものが
それほど身近でないと思います。電力供給は旧体
制でかまわない、受け身な消費者の立場で、値段
だけを気にしていれば十分で、あとは電力会社の
責任でやってくれるという世界ですね。それをど
うするかということについては、地方公共団体は
全く関与しない。エネルギー政策は、国家、つま
りは経済産業省が排他独占的に進めるかたちと
なっている。そういう中では、そもそもいま議論
しているようなことを意識するような環境さえ、
なかったのではないかという気がします。
壽福　地域社会が崩壊しつつあるという現実が
あるわけです。それは人口問題だけでなく、雇用
の問題もそうですし、社会的なインフラもそうで
す。ただ、地域再生の前に、地域社会が崩壊する
ということは、ある意味ではそこに生きる人に
とっては死活問題であるわけです。ですから多分、
そういう切り口が大事であって、それをどう設定
していくかということは非常に重要な課題だと私
も思います。
白井　生活者が主体的に関心を持つものとして
地域の課題があるということは、おっしゃるとお
りだと思います。
　例えば、私は来週、上田市で再エネ関係者が
集まるワークショップをします。再生可能エネ
ルギーによる地域再生について、8 地域の先進地
域調査から 5 つの目標ごとに（3 つずつ）、15 の
チェック項目をつくりました。それを全てやり
ましょうということではなく、地域の状況を物差
しではかってみて、どこができていて、どこがで

きていないのかというように現状を共有し、今後
はどこを重視して取り組むかを議論するワーク
ショップを行います。
　こうした方法を示したときに、市民共同発電事
業を行っている上田自然エネルギーの理事長であ
る藤川まゆみさんが「再エネによる地域再生の目
標はいろいろとあるが、ネットワークづくりが目
標の 1 つと書かれていたので、ぴんときました。
私たちが本当にやりたいのはそれだったんです」
と言ってくれました。
　市民出資でお金を集め、ネットワークを広げな
がら再エネをやっていく。ソーラーシェアリング
もみんなでわいわい言いながらつくっていく。そ
ういうことをやってきているという自負がある、
やりたかったことはネットワークづくり、コミュ
ニティづくりなんだというわけです。
　眼鏡を外から持ち込まれて初めて気づくことも
あります。既存の行政が再エネ導入を行う場合の
眼鏡は、気候変動防止と地域経済の自立ぐらい
に止まってしまい、エネルギーの自治やコミュニ
ティづくりなどに踏み込まない。せいぜい防災目
的ぐらいです。住民がそれによってよりよく生き
るというところまでには行かない。浅い評価基準
だけで議論してしまっており、一般の人たちもそ
の範囲でしか見ていないというところがあるわけ
です。リフレーミングと言いますが、そのための
眼鏡の提供がやはり大事ではないかと思います。

2　地域の再生と再生可能エネルギー

地域の危機とエネルギー問題をつなげる

壽福　住民一人一人に、違う眼鏡もあって、それ
も検討に値すると考えてもらうためには、私とし
ては、これは間違った予測だと思うのですが、総
務省が消滅する市町村というものを出したじゃな
いですか。それは人口だけでなく、幾つかの指標
をとっているのですが、自分の村や町がどうなる
のかということは、エネルギー問題に限らず、非
常に重要な切り口になると思うんです。
　今、65 歳以上の人が 25％以上を占める市町村
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が相当数あるわけでしょう。そういうところの住
民たちは、かなり危機感を持っているのではない
でしょうか。ですから、そういう切り込み方は、
いま白井さんがおっしゃったコミュニティ、ネッ
トワークにつなげていくために、どこで風穴をあ
けていくかという問題として非常に重要ではない
かと思います。
白井　そうですね。入り口としてはあると思いま
す。
谷口　いま言われたことは、今の日本社会のニー
ズとしては非常にリアリティがあり、大きなこと
だと思います。ところが、実際に現地に行ってみ
ますと、その危機感と実際のアクションとが非常
にちぐはぐになっているわけです。例えば、再生
可能エネルギー事業で事業費が億円レベルとなる
と、そんなに大きな事業これまでやったことがな
いと尻込みしてしまいます。ちょっと大きな自治
体に行きますと、相変わらず企業誘致が大半に
なっているわけです。今、自分たちが地域外に支
払っている何億円ものお金を、再生可能エネル
ギーによって地域内に循環できるという合理的な
考え方があるのですが、そういうことはほとんど
伝わっていません。説明しても、なかなか理解さ
れない。それが現実なんですね。
壽福　そうだと思うんですよ。ですから、その
ギャップがどこに根差しているのかという問題を
考えなければいけないということですよね。
谷口　そうそう、そういうことなんですよ。その
問題を考えることが、解決に非常に有効ですよね。
白井　「再エネ×地域が自分たちで解決したいと
思っている重要な課題」という掛け算で考えれば、
何をすればいいのかが見えてきます。再エネに
よって地域の人口減少が何とかならないか、教育
が何とかならないか、あるいは自然資源の活用が
何とかならないかなど、地域の課題との掛け算に
よって、何を生み出していくかを明確にしなけれ
ばなりません。
谷口　私が実際に担当している自治体の人や活
動している人を見ますと、問題意識は持っている
のですが、はっきり言って主体的に動こうとしな

い。「何とかしてください」というメッセージを
出して、誰かが何とかしてくれるのを待っている
だけの人が多いです。一方、自分たちで考えて解
決しようとしているところは、非常にうまくいっ
ています。しかし、それは 10 分の 1 ぐらいしか
ない。10 分の 1 もないかもしれません。どうし
てそんなに考えなくなってしまったのかというこ
とは、非常に重要かもしれません。本当に考えな
いんですよ。自分で問題解決しようという訓練が
できていないんです。
長谷部　困りましたね。
壽福　危機が我が身に降りかかっていないから
でしょう。
谷口　いやいや、降りかかっていても、極端に言
えば、「俺が生きている間は大丈夫」というよう
な考え方をする人もいるんですよ。
壽福　ですから、問題を問題として捉え切れない
わけでしょう。
白井　そういうところは、地域づくりすら何もで
きずにいるということだと思うんですね。地域づ
くりをやっているところが再エネもやり出してい
るという流れはあると思います。
谷口　もう一つは、地域づくりをしたり、自分た
ちで問題解決しようとしたりしている人たちがい
るところは、一朝一夕にそうなったわけではなく、
伝統的にそういう訓練ができている地域もあるわ
けです。私の見る限りでは、長野県飯田市の「結い」
とか、高知県梼原町の区長制度であるとか。自分
たちが自分たちの問題を解決する訓練ができてい
るところは、そういう政策ビジョンについても意
外といいものをつくり出すわけです。
白井　地域づくりの事例などを見ますと、地域
の中の文脈、地域づくりの流れがあるわけです。
もともと地域でやってきた地域づくりの流れがあ
り、そういうものと再エネとの掛け算でさらにス
テップアップしていくことが大事だと思います。
再エネ事業をもうかるということでいきなり始め
ても、地域づくりの流れとのつながりができてい
ませんので、無理があるなと感じます。
壽福　ただ、日本では、そういう歴史的な土台、
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あるいはコミュニティの政治文化などが希薄なと
ころが圧倒的に多いわけでしょう。それをどうす
るかということを考えなければ、ビジョンがどう
こうと言っていても話は始まらないわけです。
谷口　そうなんです。そこはビジョンそのものを
つくろうという流れになっていかないわけです。

社会転換をどのように生み出すか：ドイツの例

長谷部　今、恐らく二つの問題があるんです。
一つは、地域でビジョンをつくるための土台があ
るところは非常に限られているということ。もう
一つは、今お話を聞いていて確認しておきたいと
思ったのですが、そういう地域でのビジョンが広
がっていけば、それが本当に国の政策として結実
していくのかどうかということなんです。
壽福　それは地域のレベルだけでは解決しない
ですよ。逆に言えば、研究所や NPO、NGO の
存在意義はそこにあるのだと思います。つまり、
私たちも含め、そういうところは社会に政策ビ
ジョンを提起する責任があると思うんですね。そ
ういうところと相まって初めて、地域の問題も出
ていくのだと思います。
　例えば水俣病などを見ればよくわかるじゃない
ですか。問題が起きた初期には漁師と工場労働者、
市民との対立という図式だったのですが、それが
逆転したわけでしょう。そのときに何が媒介に
なったのかといいますと、外の目が一つあるわけ
です。特に私は西日本新聞の役割が非常に大きい
と思っています。もう一つは、お母さんたちだと
思いますが、市民の中で運動体ができたわけです。
　例えば石牟礼道子さんなどがそうですが、漁師
たちと連帯する市民が出てきて、それまでの図式
を打ち破ったわけです。その結果、熊本県も対応
せざるを得なくなり、最終的には、裁判所が仲立
ちになったけれども、国も責任を持たざるを得な
くなったということです。
　ですから、いろいろな媒介が必要だと思います。
その中で専門研究者の果たす役割は大きいと思い
ます。メディアや裁判所の役割も大きいのですが、
我々が果たすべき社会的責任は非常に大きいと思

います。実装化していくことも大事なのですが、
ビジョン形成という意味でも、その役割は非常に
大きいと思うんですね。
長谷部　それは大事なポイントで、おっしゃる
とおり積みあげていくことが大事ですね。経済産
業省のエネルギー計画を見ましても、エネルギー
源の構成をどうするかという議論しかしていなく
て、社会をどういう姿にするかというような議論
は完全に飛んでいるわけです。エネルギーのエ
フィシエンシーとか言われても、ほとんど外の世
界のことであるわけです。そうではなく、自分の
生活にエネルギー構造がどう関係しているかとい
う認識をもとに考えていかなければいけない。
　ただ、それを積み重ねていくことが、国のビジョ
ンを動かすことになるのか、そういうつながりが
あるのかどうかについて危惧の念がある。
谷口　それは危惧ではなく、誰のために動いてい
るのかということだと思います。極端に言えば、
過去、化石エネルギーや原子力エネルギー事業を
進めてきた企業は、少なくとも投資回収が終わる
まで、株主に対する責任があるわけです。しかも
そこに大きな利益が見込まれるとしてきたわけで
すから。しかも会社の利益が国民の利益につなが
ると考えれば、政府は、自治体が何と言おうと、
経済優先は変えないですよ。でも、大きな損失が
出ないと分かった途端、方針を変えると思います。
つまり要因が違うんです。
長谷部　確認ですが、地域から盛り上がっても、
それが国としての政策を変えるかどうかに関して
はもう一段の議論が必要になってくるのでしょう
か。
谷口　いや、議論というか、先ほども言いまし
たように経済原理と政策の関係によるものだと思
います。例えば、1960 年代の都知事の美濃部亮
吉さんが工場は低硫黄重油しか使ってはいけない
と言ったのです。その時、石油会社は、低硫黄重
油は日本にない、そもそも低硫黄重油を精製する
製油所もない。そんなものに誰が投資するのかと
言ったわけです。しかし、健康は経済に優先する
として、3 年以内に売らなくてはならないと条例
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で決めてしまった。そのとたん、議論はストップ
し大気汚染防止の開発競争が始まった。そして技
術を進展させ、条例をクリアした。そして、その
後の日本の世界への公害対策技術輸出などにもつ
ながったわけです。
　ドイツのように再エネへの研究開発投資を積極
的に行い、世界の再エネのパテントの半分を取る
に至った。世界が低炭素社会に向け経済革新が起
きれば再エネのチャンスです。さらに低炭素化の
国際的目標やルールができれば、ドイツはグロー
バル経済的に優位に立てる。そうして世界の潮流
をリードしながら経済原理を政策としているわけ
です。ドイツにも石炭や原発をビジネスにしてい
る大企業はありますが、そういう会社も新しい潮
流に乗ろうとしている。
　そういうものを日本の政策の中でうまく生かし
切れていないのは、化石エネルギーや原発にかか
わる企業は、再エネが大幅に増えると、彼らは損
だけをする。したがって再エネの技術開発は積極
的にせず、むしろ再エネの拡大を抑えるというよ
うな目先の利益の話になっているからです。そう
して石炭や原発にしがみついているうち、世界の
脱炭素経済への転換の流れに取り残され、グロー
バルなビジネスチャンスも逃してしまうのです。
壽福　今のことに関して言えば、日本でも起こり
得ると思いますが、なぜドイツの企業が核エネル
ギーをやめるのかといいますと、もうもうからな
くなっているからです。政府の補助金もなくなっ
てしまうし、市民の下支えもなくなってしまう。
だから輸出に活路を見出そうとするわけですが、
少なくとも国内ではもうできないわけです。
　それは、谷口さんが言われたような要因もある
のですが、もう一つの大きな要因は、議員のレベ
ルで、憲法でアンケート〔専門家調査〕委員会と
いうものをつくることが義務づけられているとい
いますか、4 分の 1 の議員が賛成したらつくらな
ければいけないわけです。
　そこには全党派の議員が入り、党派が推薦した
専門家――エネルギー専門家に限らず、科学者が
同数入ることになっています。ですから、例えば

5 対 5 の 10 人でその委員会をつくるわけです。
また、その人たちだけで議論するのではなく、国
内、国際的な研究機関に全て鑑定書を出させ、ヒ
アリングもします。政策を決めるのは議会ですか
ら、最終的には各党派の妥協や交渉になるので
しょうが、その専門家調査委員会が出した報告書
をベースにしてつくるわけです。
　ドイツの場合は下から運動があったからだとい
う議論もありますが、それはそのとおりだと思い
ます。ただ、国会がそれを決めちゃったんですよ
ね。つまり、全党派の議員と専門家が入った調査
委員会で報告書を出すと、議員はそれを無視でき
ないわけです。
　そういうことは日本ではなかなかできないかも
しれませんが、制度化の要求はしていかなければ
いけないと思います。
谷口　それは、日本政府にはできないかもしれま
せんが、ローカルガバメントであればできますね。
壽福　ドイツの場合は国家の意思として核エネ
ルギーをなくすということにしたわけです。そこ
に行くためには、国会議員のレベルであることが
必要なわけです。
白井　いろいろなアプローチ、いろいろな攻め方
があると思うのですが、今、必要なのは、社会転
換のビジョンを持つことだと思います。一気にそ
ちらに行くかどうかは別として、それを社会にき
ちんと位置づけていくことが求められます。
　そして、地域レベルでもいいから、社会転換を
具体的な形にして示すのです。社会転換はどうあ
るべきかということを机上だけ議論していてもし
ようがないので、地域でやればこういう社会転換
の姿がつくれる。地域で制度を改良すれば、国主
導とは違うこともできる。それはすごくいい生き
方ができる社会である。そんな具体像をつくって
みることが大事であって、先進地はそこに着手し
ているのだと思います。
　社会転換につながるイノベーションが積み上
がっていって、どこかで全体も変わらざるを得な
くなってくる。それがボトムアップによるトラン
ジションです。バックキャスティングによるやる
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べきことを強いていっても、何も積み上がってい
かないと思います。
壽福　それは全て必要なんですよ。アプローチ
は、いろいろなレベルで同時に進めなければいけ
ない。ただ、地域からビジョンをつくっていくと
いう場合、注意しなければいけないのは、地域再
生はある特定の地域だけで可能なのかどうかとい
うことです。特に「持続可能な」という枕言葉を
つけたときには、その問題は非常に重要だと思い
ます。これはあまり議論されておらず、もっと議
論しなければいけない。

エネルギー産業界をどう動かすか

長谷部　わかりました。一つ言わせていただき
たいのは、今の議論の中でアクターとして全く出
てこないのが、エネルギー産業界です。産業は需
要に応えられるかどうかが死命を制するわけで、
将来の需要が今議論しているような方向に行くと
いうことが本当に明確になれば、企業はそういう
ことに向けて投資や技術開発をすると思っている
んですね。
　そういう企業活動を動かすような、産業界のビ
ジョンの議論が必要ではないか。自動車業界では
そういう議論が既にされているのですが、エネル
ギー産業はどうもエネ庁と一体的に動いているよ
うな感じがして、その構造を変えなければまずい
のではないかと思います。
　産業が本当に動き出せば社会の構造転換になっ
てくるとも思うのですが、そういう議論がなぜか
展開していかない。
壽福　それは長期ビジョンのところで、省エネ
云々という議論ももちろんしなければいけないの
ですが、例えば 2050 年に電力需要が今の半分で
済むようになるということになれば、電力会社は
投資をどうするか、回収をどうするかということ
を真剣に考えざるを得なくなると思うんですよ。
　ドイツではそれがうまくいっているわけです。
先ほど言いましたように、悪いところもあるので
すが、例えば E.ON（エーオン）などは風力に切
りかえています。ジーメンスも原子力発電から撤

退しましたし、政府が半分にすると言っているわ
けですから、全て海上・陸上風力に転換しなけれ
ば資本回収ができないわけです。これはエネル
ギー需要ですけどね。
　企業はもうけなければいけないわけで、そのた
めには安全な投資先をどうつくるかということを
考えなければいけないわけです。ドイツの場合は、
全部が全部、うまくいっているわけではありませ
んが、上からそういうインセンティブを与えてい
ます。それは政治的な決定として与えているわけ
です。そうすると、企業はそれに順応していきま
す。そうなると、格付会社というものが非常に重
要になってくるわけです。
　イギリスを中心に、エコな会社、アンチエコな
会社という格付が実際にできており、全世界の企
業の格付をしています。そうすると、一般市民の
投資行動も変わってきます。つまり、エコな会社
で、かつ資本投資に値するという格付に従って投
資する。格付会社が発表しています。私はドイツ
やオランダ、イギリスのことしか知りませんが、
それがすごく浸透しています。
　そうすると、やっぱり企業は考えますよ。だっ
て、お客が減ってきて、株が売りにくくなるわけ
ですからね。これは一つの例ですが、そういうや
り方もあるのではないか。例はたくさんあります
し、企業はお客に支えられているのですから、お
客の意識や行動を変えていく仕組みをつくればい
いわけですし、それを我々が実際に提言していけ
ばいいわけです。そうすれば、かなり変わります
よ。
　E.ON はヨーロッパ規模のエネルギー会社です
から、そこが撤退するとなったら、株主に大変な
影響を及ぼします。逆に言えば、E.ON という会
社は株主の行動を変えたのかもしれないし、新し
い株主を獲得したのかもしれないわけです。そう
いうこともあり得ると思うんですね。
　ですから、長谷部さんがおっしゃったように、
企業の力をある意味で活用しなければいけないわ
けです。そのためには、NPO や研究所が、今言っ
たような仕組みを提案していくことには意味があ
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るのではないでしょうか。ですから私は WWF

ジャパンのエネルギー計画を、そういうところに
まで踏み込んで提案しているということで、非常
に高く評価しているんです。
谷口　産業ということでは、産業全体の流れと、
産業の中でもとんがったアクションをする人たち
とは分けたほうがいいわけです。産業全体という
ことでは、成功している国では、産業は 10 年後
にはこうしてほしいというコミットを必ず出し、
その上でそのための予算に重みをつけたり、課税
でそちらに誘導させたりしています。その一番の
ターゲットは投資家です。
　今、再生可能エネルギーへの投資はものすごく
ふえています。理由はリターンが大きいからです。
リターンが大きい政策をしているわけですから
ね。ですから、産業がビジョンをつくることも大
事かもしれませんが、それはとんがった人たちに
任せておいて……
長谷部　動かすわけですね。
谷口　そうです。全体としては政策誘導をして
いったほうがいいですね。
壽福　それはすごく重要です。おっしゃったよう
に、課税で優遇措置、軽減措置をとることは、企
業にとっては非常にメリットになるんですよ。ス
ウェーデンなどを見ればわかります。
谷口　あと、東京都で気候変動対策をやったとき
も、企業に「実効性のある CO2 削減頑張ってく
ださい」と言ったとき、「頑張りましょう」と言っ
た企業はごく少数なわけです。なぜなら、やれば
やるほどコストがかかるので、株主は「うちは名
誉よりも利益だよな」と言うわけですよ。しかし、
全ての企業にキャップをかけたときには、企業や
業界団体から喜ばれたんです。なぜなら、「本当
は CO2 削減をやりたかった。そういう公平な競
争にさらされるならば株主に説明できるから、全
力でやります。」というわけです。ずるをした企
業が得をするような中途半端な社会ルールでは困
るというわけです。
白井　8 月に韓国の済州島の調査に行ったので
すが、まさにビジョンによって地元の企業が動い

ているという話を聞きました。済州島はカーボ
ンフリーを目指し、100％再生可能エネルギー、
100％電気自動車にすることを、タイムスケ
ジュールを決めて進めています。一方、財団法人
済州テクノパークという地場の企業を支援する財
団にインタビューしたのですが、エネルギー関係
の開発事業が 100 ぐらい動き出しているといい
ます。島を挙げてカーボンフリーを目指し、そこ
に市場ができるとわかるから、自分たちの既技術
で何ができるかという検討をし、地場の企業が動
きだしています。エネルギー関係はインフラか市
場かという卵か鶏かの話になってしまいます。ビ
ジョンが示されることで動きだせます。
　例を挙げますと、バッテリーは 40 年使えるの
ですが、電気自動車の車体寿命は 20 年ぐらいだ
といいます。ですから 20 年後、使える中古のバッ
テリーがたくさん出てきたとき、住宅用に使うな
どのリユースが検討課題となります。それは高度
技術でもありませんから、地場企業もサービス業
的に参入しやすく、そういうビジネスを試験的に
行いたいと今から動き出しているわけです。
壽福　そうですね。企業が投資の意思決定をす
るとき、例えば 3 ～ 4 年で回収できるものと 10

年で回収できるものとでは考え方が相当違います
ね。ですから、超短期ではだめなのですが、短期
的には資本回収できる市場をつくり出せばいいわ
けですよね。
谷口　それに近い例としては、経済産業省が海底
資源開発で行っているものがあるんですね。あま
りにもリスクが高いし、リードタイムも長いので、
普通の企業はやっていけない。しかし、世界企業
に負けてしまっても困ると。そこで失敗しても国
がある程度フォローしてくれる仕組みをつくって
います。
　それと同じことを、地熱でやり出したんですよ。
地熱の熱水脈を見つけ出すボーリングは、コスト
がかかり熱水が出ないリスクも高いわけです。そ
こで自治体が絡んで行うものであれば、失敗して
もお金を返さなくていいという補助金です。補助
金というのは、通常目的を達成できない場合は、
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返金させたりします。血税を無駄にしてはいけな
いからです。長野県も類似の収益還元型補助金を
やっています。
　そういう仕組みはあります。長期的なリスクを
どうとるかということは、できれば民間に任せる。
しかし、民間に任せて進まないのであれば政策的
につくっていくと。
長谷部　そのためにもビジョンが必要ですよね。
壽福　やっぱり必要ですね。それがないと企業は
怖過ぎて動きたがらないですから。
谷口　ただ、最初の話に戻るのですが、政府に「ビ
ジョンをつくれ」と言って待っているだけではそ
ういう時代は来ませんので、地域などでそれぞれ
やったほうがいいわけです。
壽福　そうそう。シンクタンクでつくっていく。
長谷部　わかりました。将来ビジョンはそうい
うものだということですね。

再生可能エネルギーによる地域づくり

長谷部　地域再生と再生可能エネルギーを結び
つけていくことがサス研の研究テーマの一つに
なっています。白井さんがいろいろと研究されて
います。
白井　私が担当させていただいている研究では、
社会転換の目的、つまり再エネによる地域づくり
によりどのような社会をつくるのかという代替案
の共有が必要だという設定を行い、そのうえで目
的を実現するための地域づくりの 5 つの目標を設
定しています。
　一つは「エネルギーの自治」。エネルギーは地
域の自治のテーマになっていなかったわけです
が、自分たちで制御可能、運営可能なものになっ
てきている。それ自体が大きな意味を持つ。それ
から、「対話とネットワーク」、「地域経済の自立」
です。そして「公正、安全と環境共生」は、福祉
や地域課題の解決、防災面、気候変動の防止、生
活環境の改善等の公益的な目標です。そして真ん
中におくべきが「主体の自立共生」。地域の主体
がよりよく生きるということです。プロシュー
マー的な意味を含めますが、自分のことは自分で

行い、できないことを支え合うという悦びや成長
のある生き方のことです。
　そして実際に八つの先進地域を回らせていただ
き、具体的にどういうことをやっているのかを整
理し、五つの目標ごとに三つのアジェンダを整理
しました。次の表を参照してください。
長谷部　五つの目標の中で、「エネルギーの自治」
や「公正、安全と環境共生」は確かに再生可能エ
ネルギーと密接に関係すると思うのですが、一方、

「地域経済の自立」「主体の自立共生」「対話とネッ
トワーク」については、再生可能エネルギーに特
有の効果とは言いがたいようなものもあるわけで
すよね。再生可能エネルギーの事業に取り組むこ
とが、この五つの目標に結びつくという、再生可
能エネルギーが持っている特性とはどういうもの
なのでしょうか。
白井　再生可能エネルギーは、分散型では安定し
ないというデメリットがありますが、地上資源、
地域資源、中間技術という特性を持っています。
　特に、地域資源とは地域にあっていろいろなこ
とがつながっているということです。どんどん大
量に生産できるわけでもなく、地域につながって
いて、動かしにくい。ある意味では安定供給でき
ず、非市場性も高い。しかし逆に、それを生かせ
ば地域固有性を高め、地域のつながりを生かすこ
とになりますので、地域づくり的には有利な側面
だと思います。
　また、中間技術としては、使いやすい。制御可
能で身近で、人が使われることはなく、人が使う
ことができる側面を持ちます。だから、地域の企
業や地域の住民が関わることができる、という意
味で、「地域経済の自立」「主体の自立共生」「対
話とネットワーク」に結びつきます。
長谷部　特性と目標は結びつきやすいというこ
とでしょうか。
白井　そうですね。身近にあって、大規模な投資
ではなく、少額でもつくれるわけです。ある地域
では、太陽光パネル自体をプレスしてつくったり
していますし、自分たちで設置することもできま
す。小水力も、地元の企業がどんどん技術開発し
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ようとするわけです。従来の巨大な火力発電所や
原子力発電所、大型ダムではない技術で、住民や
地元企業がかかわりやすく、自分たちでビジネス、
発電事業としても立ち上げやすい、地域づくりの
道具になるのだと思います。
長谷部　その道具になっているということも、
実態調査の中である程度実証できつつあるという
ことでしょうか。
白井　そうですね。ただ、そういう側面があるが
ゆえに、大きなもうけにはなりませんし、大きく
CO2 を減らすことにもならないわけです。例えば、
全国に約 1000 の市民共同発電があるのですが、
そのうちの約 350 が長野県の飯田市にあって、日
本一の集積度となっています。ただ、それがどれ
だけ CO2 を減らしているのかといいますと、年
間 1500 トンぐらいなんですね。飯田市の行政が
1 万トンぐらいで、それに対しては 10％ぐらいな
のですが、市全体では 70 万トンという数字もあっ
て、それに対しては 0.2％ぐらいです。市民共同

発電だけをカウントした数字ですので、飯田市内
のメガソーラーをカウントすればまた違ってきま
すけれども。
　しかし、市民共同発電がそれだけしか CO2 を
減らしていないのならだめだというでしょうか。
そこでいろいろな人がかかわり、互いにつながる
ことによって意識変化をもたらし、従来の「結い」
の活動が活発化するというような社会的な側面が
あることを見なければいけない。既存の見方で
は、「小さい。まだまだですね」ということになっ
てしまうのではないかと思いますが、地域社会に
とっては大きいといえると思います。もちろん、
既存の市場の中でよりスケールアップするような
改善の余地もまだまだあると思います。
長谷部　先ほども少しお話がありましたが、今、
消滅する可能性があるなど、危機的な状況にある
地域社会が結構あるわけです。そういうところの
地域政策の一つとして、こういう事業に取り組ん
でいくことは十分に有効だと考えてよろしいので

表　再生可能エネルギーによる地域づくりの 5 つの目標と 15 のアジェンダ（チェック項目）

目　標 アジェンダ

① エネルギーの自治

① -1  再生可能エネルギーを入口として目指す社会の姿や理念を共有する

① -2  事業を担う組織を形づくる（企画・調整・支援を行う組織、中核的事業体、地域新電力）

① -3  省エネルギーや熱供給・輸送燃料等も含めて包括的なエネルギー自治に取り組む

② 対話と
　 ネットワーク

② -1  不特定多数が関心をもって参加し、さらに学習を継続する機会をつくる

② -2 （地場企業、市民ネットワーク、地域組織、大学等の）異質な主体をつなぐ・巻込む

② -3 「外の力」の持つ専門性を上手く活かしながら、「内の力」を高める

③ 地域経済の自立

③ -1 地域内でのお金をまわす（資金調達、設備投資、維持管理、移入、移出代替）

③ -2 	再生可能エネルギーを活かすコミュニティ・ビジネスを起こす（意欲を高める）

③ -3 	地域内でのボランタリーな交換・融通を活発化させる

④ 公正、安全と
　 環境共生

④ -1 	恵みを公平にわかちあい・地域の福祉に活かす

④ -2 	非常時に使える電源・燃料とし、災害への抵抗力を高める

④ -3 	地域内の環境問題、地球規模の問題に貢献する（ものとして位置付け、大義とする）

⑤ 主体の自立共生

⑤ -1 	小さな成功を積み重ね、地域に生きる手ごたえを高める

⑤ -2 	関与を通じた歓びを共有し、より良き居場所をつくる

⑤ -3 	活動を通じて、一人ひとりが自分を見つめ、成長する



23

エネルギー構造の転換―具体的実践を考える―

しょうか。
白井　まだ立ち上がったばかりだと思います。飯
田市では条例を立ち上げ、地区ごとに発電事業が
できるようになり、そこにいろいろな専門的な支
援や公民協働のサポートがあるということで動か
しているわけですが、実際には 20 地区のうちの
3 地区が特に熱心で、3 地区の中で 8 カ所が動い
ているという状況で、全区にはなっていないわけ
です。また、地域新電力のような動きはまだこれ
からです。飯田市のように進んでいる地域がほか
にないことは確かなのですが、一番進んでいる飯
田市でもまだそういう状況だと思います。
　また、そういう条例をつくった地域が全国に
幾つあるかといいますと、20 ぐらいでしょうか。
まだまだ立ち上がり段階ですので、これからどう
やっていくか。福島でも風力発電をたくさんつく
りましたが、その売電収入が出て、それを地域還
元していくのはこれからです。これからなんです
が、大きな可能性を持っているので、その意味で
これからなのかなという感じがします。
谷口　地域にとって有効かどうかということに
ついて、理屈と実績の話で言いますと、まず実績
としては、ヨーロッパではもうローカルエネル
ギーが標準化しています。これは元々「地域のエ
ネルギーは地域のもの」という考え方からきてい
るようです。国内でも、地域にそれなりの利益を
もたらす実装が加速度的に進んでいます。
　では、地域にとって何が有効かという理論的な
側面を私なりに補強しますと、これは当たり前の
ことですけれども、再生可能エネルギー資源がな
いという地域はほとんどない。
長谷部　なるほど。そういう資源はある。
谷口　再エネはあるわけです。それから、仮に
つくった場合、売り先もあります。例えば地域で
消費しているエネルギーの半分を、地域のエネル
ギー事業者が供給するとすると、地域内にお金が
落ちます。人口 10 万人未満の自治体であれば、
事業収益では地域の企業のベスト 3 くらいに入り
ますよ。そのくらい大きな地域ビジネスになりま
す。それぐらい地域貢献度が高い。しかも、乗数

効果を入れずにですよ。
　ですから、理屈的には地域にとってべらぼうな
んです。自分たちが補助金を出してまで企業誘致
をするよりは、地域が地域に電気を売り、より高
い金で地域が買い取るぐらいにしたほうが、地域
内でお金が循環し実はいいんですよ。
　ほかにもう一つ、地域再生につながる規模で事
業をするときには、それなりの資金が要るのです
が、実は日本の金融機関の預貸率は、メガバンク
が 4 に対して地域金融は 6 です。ですから、地域
に金はあるわけです。しかし、メガバンクは相当
な率で事業投資をしているのに対して、地域金融
機関は外国の債券を買ったり、国債を買ったりし
て、地域への投資は少ないわけです。地域に有望
な投資先はなかなかないということですが、彼ら
も開拓していないということが問題であって、お
金はあるのですから。
　また、開発予定地域は地域の人の所有になる場
合が多いです。最近は、外から来た企業に唾をつ
けられてしまっているところもあるので微妙なの
ですが、本来的には地域のものだと思います。
　それから、小規模分散のローテクもたくさんあ
るということは、大してもうからないし手間もか
かる。けれども、地域の中で内部収益率を 3％か
ら 6％ぐらいの間でやってもそこそこできる。地
域の中で行いますので、買い手は絶対に逃げない
わけです。
　そういうことを合わせると、実は経済的な面で
は、地方創生、地域再生にとって本当にトップク
ラスの価値があるわけです。ただ、そのことをほ
とんどの自治体がわかっていないわけです。そう
いう関心のなさを示したアンケート調査の数値も
あります。さらに、金融庁は地域金融機関に対し
て「地域内で一生懸命やれ」と言っているにもか
かわらず、彼らは事業実績がないという理由だけ
でほとんど手を出していない。しかも、日本で再
生可能エネルギーの債務保証制度を持っている自
治体はまだ 1 桁であり、支援制度も十分ではない。
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コミュニティパワー

谷口　そういうことをいろいろと考えていきま
すと、ポテンシャルや有効性は非常に高く、それ
に気づいているところはうまくやっている。去年
の 12 月に秋田県の能代市でつくった 17 基の風
車では、なんと 100％、エクイティが地元ですし、
デットも 100％地元なんです。事業費は、160 億
円ぐらいです。そういう事業を地域で回し、その
金の 100％が地域に落ちる。乗数効果にすれば、
べらぼうです。さらに陸上で数十基を計画してい
ます。
　多くの自治体では企業誘致をして、風車が来
て、固定資産税が入るのでうれしいねと喜んでい
る。ある自治体では、誘致企業への、固定資産税
減免条例みたいなものをつくっているところもあ
る。固定資産税が入ったとしても、その約 4 分の
3 は地方交付税から差し引かれますので、例えば
1000 万円の固定資産税が入ったとしても、手元
に残るのは 250 万円程度です。一方、自分たち
のエクイティとデッドで行えば、そういうおこぼ
れの 100 倍ぐらいの利益が出るわけです。
壽福　能代市の場合、複数のアクターがいるので
しょうが、どこがメインなんですか。
谷口　地元の建設会社ですが、さらにその前段階
があるんですよ。秋田の「風の王国プロジェクト」
という NPO です。
白井　調整役をしているんです。
谷口　ええ。世界風力エネルギー協会が作った

「コミュニティパワー原則」というものがありま
す。地域の利益とは何かということで、三つの原
則があります。
　一つは、まず地域に経営権があること、または
地域に政策の意思決定があること……、もう一つ
は所有の過半が地域にあること。最後の一つは、
地域に収益の過半が落ちること。この三つのうち
の二つを満たしていれば、それをコミュニティパ
ワーと呼ぶということで、これが風力以外にも広
まってきています。それと同じようなことをいろ
いろな人が言ったのですが、これを、実際に地域

の事業に落としたのが秋田の「風の王国」です。
　風の王国は SPC を作り、既に風車とメガソー
ラーを潟上市と男鹿市につくりました。それらと
並行してその延長で去年、能代で風車をつくった。
能代の関係者とも勉強会を重ねていたんですね。
　そして、次に検討しているのが洋上風力です。
今年、地域の漁業者が主催して、洋上風力が来た
場合、漁業者はどう対応すればいいのかという勉
強会を開きました。そのように気がついていると
ころ、とんがっているところはあるのですが、そ
れがまだ日本ではほとんど知られていません。
白井　今おっしゃったように、地域再生に結びつ
くかどうかは、誰が、何のために、どうつくるか
ということ次第であって、外から大資本が入って
きて再エネをつくればいいかというと、それでは
地域再生にならないわけです。誰がどうつくるか
が問題です。それはどういう社会を目指すかとい
うことともリンクする話で、目指す社会によって
つくり方も違ってくるはずです。
　再生可能エネルギーも、従来の企業誘致による
地方再生というようなやり方ではおかしな話に
なって、あまり地域再生に役立たないということ
の繰り返しになってしまうわけです。
谷口　地域再生に役立たないと同時に、非常に反
発を買うんですよ。地域社会に役立たないどころ
か、その企業の利益のためだけにやっている事業
も実際に結構あります。一番ひどいのは、分譲型
でメガソーラーをやるというところがあります。
それは完全に脱法行為だったので今は認められな
くなりましたが、投資案件として実態的にメガ
ソーラーをつくり、50kW 未満の小規模案件とし
て分譲するのです。買う人は自分のパネルを何枚
か持って、土地まで買わされてしまいます。後で
そのパネルがダウンしたりするというトラブルも
起きています。しかし、それがメガソーラーの過
半だと言われているわけです。
　確かに安くつくるのですが、地域に配慮のない
まま運営されているものが多く、反感を買って、
そういう事業は嫌だということではなく、再生可
能エネルギー自体が嫌だという風潮も出てきてい
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るんですよ。それは地域にとって不幸なことです。
　私は地域による再生可能エネルギー事業にすご
く関心があって、徹底的に地域の利益のために地
域で事業を起こしたほうが、実は再生可能エネル
ギーの普及は加速するのではないか。ですから、
最初のテーマですが、地域再生のためのエネル
ギーシフトではなく、私としては、地域再生を通
してエネルギーシフトをやりたい。本当は両方で
すよ。ただ、地域再生は時間をかけてもいいので
すが、気候変動は待ったなしです。優先順位を変
えただけで、結果が同じなら一緒でもいいんです
けどね。
　最近、環境省などでは、地域に一生懸命、エネ
ルギーシフトや再生可能エネルギーのことを言っ
ても非常に反応が悪いので、逆に地域再生を一番
に言おうとしている。その結果、CO2 削減につな
がるというものに支援することにすれば、広がる
だろう。私もそれには賛成です。去年の地球温暖
化対策地方公共団体実行計画策定委員会のガイド
ラインづくりでは、完全にそのようにシフトして
いました。
壽福　先ほどの話につながるんですけれども、地
域社会がいかに崩壊しつつあり、それが自分の生
活、あるいは孫・子の世代も含め、どういう影響
を及ぼすのかということをきちんと見る必要があ
ると思います。
　ですから、能代市のことでお聞きしたいのは、
NPO が果たしている役割のことです。行政とい
うか自治体との関係もありますし、NPO である
からには一般市民との関係もあるわけですよね。
特に利益還元のことを考えるときには当然、市民
出資ということも考えるわけでしょう。
谷口　能代市では、地域市民だけから出資を募集
して、2 億円を集めようとしたのですが、応募が
その3倍あったんです。そして、何と利子が4％で、
銀行融資の利率よりはるかに高いわけです。です
から、地域市民のメザニンをふやせばふやすほど、
事業収益は減少していきますがメザニン分借り入
れは減らせます。また、そこに能代市が出資して
いるんですね。マイナーですけどね。そういうこ

とで公共性を持たせればいいのではないか。
　ただ、4％ではなく 2％か 3％にして、1.5 倍と
か 2 倍ぐらい集めても同じですので、そのほうが
市民の参加度を高められてよかったのではないか
と。1 人 100 万円までとか、上限も決めています
しね。
壽福　市が出資するということは、市長はもち
ろん議会も賛成しているということですね。どう
やってそこまで持っていったのでしょうか。そう
なるまでには、どれぐらいかかったんですか。
谷口　それは勉強会をやっています。少なくとも
5 年はかかっていると思います。市長と地域の産
業界との勉強会も繰り返し行いましたからね。
　徳島では、地域金融機関が再生可能エネルギー
に全く見向きもしてくれなかったので、地域金融
機関向けに再生可能エネルギーの勉強会を 5 回連
続で行ったりしたのですが、そういう地味なこと
が意外ときいてくるんですね。それはNPOがやっ
たんです。
壽福　NPO のメンバーはどれぐらいいるんです
か。
谷口　秋田県の場合は、実質的には 1 人かな。
山本久博さんという方です。
　資本出資したのは地域の産業界です。いわゆる
市民何とかというのは、規模感がないし、資金を
集める力もないわけです。だから地域市民はメザ
ニン出資です。山本氏の目標は、地域に産業を起
こして、再生可能エネルギーで持続的繁栄を実現
するんだということをずっと言い続けています。
　それに賛同する地域の人や企業は多くて、
NPO や株式会社もつくっているのですが、雇用
が生まれる、大学もそれ専門の人材育成機関をつ
くるなど、いわゆる市民発電とはスケールが違う
わけです。

従来型の地域開発との違いは何か

長谷部　ただ、ちょっと気になるのは、地域で
内生的に事業を起こし、地域経済を活性化しよう
という取り組みはずっと続いてきていますよね。
大失敗したのですがリゾート開発もそうですし、
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その前から地域資源の活用という発想はずっとあ
るわけです。その系譜の中で、今度は再生可能エ
ネルギー事業があると考えるのか、過去から自立
的な地域経済づくりのために様々な試みがされて
きて、その多くが失敗を積み重ねてきた、そのよ
うな取り組みと同じというか、その延長上にある
のか。そこはどうでしょうか。
谷口　改めて考えたことはないのですが、違うよ
うな気がします。
長谷部　どこか違うんですか。
谷口　例えば観光と比べますと、観光は基本的に
観光客の取り合い、地域同士でパイを奪い合うも
のです。再生可能エネルギー事業は自分が使って
いるエネルギー、外から買っているエネルギーを
どれだけ代替できるかということだけで相当な事
業になってしまうわけですから、質的に違うと思
います。すでに大都市に奪われた大きなパイを取
り戻すようなものです。どの地域にも奪われたパ
イを取り戻す機会があります。
白井　従来のやり方で動いている再生可能エネ
ルギー事業と、地域主導で動いている再生可能エ
ネルギー事業の二つが動いている状況だと思いま
す。地域主導のものが動いている分、かつてのリ
ゾート開発とは違うと思います。あのときにもエ
コツーリズムなどのオルタナティブなものがあっ
たのかもしれませんが、それはリゾート法とは別
の話ですよね。FIT の価格が低下することもあっ
て、地域主導の動きの延長上で、これから何がで
きていくかということが問われる状況だと思いま
す。
谷口　再生可能エネルギーははっきりと二つに
分けたほうがいいと思います。地域が主体となっ
ているものと、東京の会社などが投資家を集めて
行うものとははっきり分けて考えたほうがいい。
先ほども数字を出しましたが、地域に対する経済
効果がまるで違うからです。
白井　リゾート法などと違うのは、地域主導の再
生可能エネルギー事業が次に目指すところは、地
産地消などであるわけです。外から資本を呼んで
こよう、観光客を呼んでこようということではな

く、地域の中で生まれるお金を地域の中で回すな
ど、目指す方向が違っているわけです。そういう
内発的、地域循環型の方向を目指して踏み出す流
れができているという意味では、やはり違うので
はないでしょうか。
長谷部　ちょっとくどいようですけれども、地
域の歴史的・文化的な資源を生かして観光業を振
興していこうという取り組みと、再生可能エネル
ギー事業を中心に地域づくりをしていこうという
動きの違いは何なのか。
谷口　簡単に言えば、売り先が担保されていると
いうことです。お金がどこから入るかというと、
観光業は外から来る人頼みなんですよ。極端に言
えば、そこで鳥インフルエンザがはやってしまっ
たら、もう観光客は来ないわけです。そういうリ
スクがなく、人間が生活している以上、必ず電気
などのエネルギーを使うわけで、その人たちが地
域のエネルギーを買うようなルールになれば、必
ず買ってくれるわけです。ましてや自分たちで出
資している事業であれば、そこから買うわけです。
その意味で地域にとっては観光業より手堅い事業
だと思います。
長谷部　自給の可能性のようなところにつな
がっていくということですか。
谷口　そうです。簡単に言えば、自給ですよ。今
まで高いお金を出して外から買っていたものを、
自分たちがそこでつくって売る。
白井　FIT で売電収入が入るというのは移出効
果の話であって、外に物を売るとか、観光客に外
からどんどんお金を持ち込んでもらうということ
と同じです。その構図は、FIT で高く売ってもう
ける事業をやっている分には変わらないのかもし
れません。ただ、その場合も、売電収入をどう地
域に還元するかという仕組みや、その利益を誰が
得るかということによって違ってきます。
　もう一つは、FIT の価格が低下してくれば、外
にどんどん売りましょうというモデルがなくなっ
ていっていきます。そこで、地域で払っている電
気代が外に漏れているわけですが、地域新電力に
よってエネルギーの地産地消を図り、漏れている
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電気代を内部留保し、地域の中で回すという移出
代替型の事業が出てくると思います。
谷口　そうですね。まずは、出ていくお金を中で
回すという効果が非常に大きい。
壽福　トレンドとしては自家生産・自家消費で
しょう。
谷口　再生可能エネルギーがあり余っていると
ころは、地域の産品として外に売るんですよ。
壽福　余った分を売るのは別に構わないのです
が、まさにおっしゃったようにアウタルキー、自
家生産・自家消費なんですよ。それがメインの柱
で、余った分は外に売ってもいいわけです。
白井　外から電気を買うよりは、自給の電気を
買ったほうが安いという状況に持ち込めればね。
壽福　今は、それが土台としてあって、余剰分を
売るという感じなんですか。
谷口　もう一つ誤解があるのは、「永続地帯」と
いうものがありますが、再生可能エネルギーの生
産額が地域の民生エネルギーの 100％を超えれ
ば、そこは自活できるととれるようなことを言っ
ていますが、実態は、その事業者の大半は地域外
のエネルギー会社です。そういうところほど、地
域に金が落ちていないわけです。逆にそれを地域
でやったならば、べらぼうな金が入ってきて、一
大産業になるんですよ。
　私は以前、それをニセコで提案したことがあり
ます。ニセコの水力発電は大正時代につくったも
のですが、その電気を、出光興産を通して東京の
新丸ビルに提供していた時代があったんですね。
生電力を送ったということで、それはそれでおも
しろかったのですが、それは王子製紙がやってい
るので、結局は東京の会社だけがもうかっている
わけです。それではおもしろくないので、それを
地域で買い戻してはどうかと提案したんですよ。
それだけで毎年、数千万円が地元に入ってくるわ
けです。それぐらいの事業であれば、人口が数千
人しかいないニセコではナンバー 1 の企業になっ
てしまうわけです。

地域社会が変容していく

長谷部　今のは地域の経済的な基盤の議論です
よね。しかし、先ほど白井さんは、それを超えて、
地域の姿みたいなものも事業を通して変わってい
くのではないかということをおっしゃいましたよ
ね。
白井　はい。一つの例として、岐阜県郡上市の石
徹白地区を挙げたいと思います。石徹白は、集落
の 100 世帯が全戸出資して、専門農協による小
水力発電所をつくり、毎年 2000 万円の売電収入
を得るようになっています。全戸出資しています
ので、それを地域のためにどう使うかを集落で話
しあうわけです。もともとはトウモロコシなどの
農業があったのですが、耕作放棄地が増え、地域
の大きな問題となっているので、耕作放棄地の活
用のために売電収入を使おうと考えていると聞き
ます。
　売電収は 2000 万円と見込まれ、地域の課題解
決に使おうということで一致団結し、地域が動き
出しています。また、専門的なコーディネーター
や調整役を担う若い人が入ってきて、通っている
うちにそこに移住されました。奥さんが地域で洋
品店を始めたり、後に続く人たちもでてきていま
す。地域の中に入っていって、若い人たちと一緒
に石徹白のホームページをつくったり、（視察も
来るようになったのですが、食事をするところが
ないわけです。スキー場の食堂ぐらいしかなかっ
たので）婦人層が中心になって、観光客向けにコ
ミュニティ・レストランというものを始めるなど
の波及的な動きがあります。
　また、もともと農産物の加工場があって、一時
はやめていたのですが、小水力発電の電気を使っ
て復活させたんです。農産物の加工場を担う地域
おこし協力隊が入り、その若者も任期が終わった
後も残り、福祉サービスを始めました。高齢者ば
かりなのですが、病院にも通えないでいるので、
その送迎サービスをするという事業です。また、
移住して自然学校のようなものを始めた女性もい
ます。
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　再エネ事業に関連して人が入ってきて別のこと
をやり始め、地域の住民が元気になって、またほ
かの何かを始める。そういう波及のきっかけとし
て再エネが動いているということが大きいと思い
ます。
長谷部　地域社会の姿がどう変わっていくのか
が気になります。今のお話は、大規模なものでは
なく、集落単位ぐらいでそういう波及効果がある
ということですね。
白井　お金だけでなく、情報や人が動くことでの
波及効果がある。再エネが単に普及するだけでな
く、そこから刺激を受けていろいろなことが動い
ていくという波及的な効果が、特に社会面ではあ
ると思います。
長谷部　気にしているのは、「主体の自立共生」
や「対話とネットワーク」などがどういう感じな
のかなということなんですね。
白井　石徹白の例では、100 世帯の地域において
は、小水力発電を入れることによる経済的な効果
が非常に大きいわけですね。社会面でいえば、小
学校が廃校になりそうだったのですが、再エネ事
業をきっかけにして若者が移住し、廃校を免れた
んです。小学校がある・なしというのは、地域に
とって非常に大きい。
長谷部　それは経済的な基盤ができたから、外
から入ってきたということでしょうか。
白井　もちろん、生計がたてられないと移住でき
ないですが、そこに自分がやりたいことがある、
支えてくれる住民や他の移住者がいるから、再エ
ネをきっかけに入ってきて、居着いているという
ことだと思います。
谷口　逆に、地域がこれ以上、負担金を出して
くれないということで、病院が撤退しようとした
とき、風車をつくって、それを引きとめたという
例があります。ちょっと古い例なのですが、北海
道の寿都町というところです。片岡春雄町長がそ
れをすると言ったところ、「誰もやったことがな
いのに」ということで、議員も労働組合も全て反
対したわけです。しかし、「じゃあ、あなたたち
は病院がなくなってもいいのか。それが嫌だった

ら、病院を残すための代替案を出しなさい」と言っ
たら誰も出せなくて、「じゃあ、俺の責任でやる」
ということで始めたところ、大成功したわけです。
今、年間 3 億円以上の利益を上げています。
　それで病院がとどまっただけでなく、さらには、
その町の海辺で磯焼けという現象が起きているの
ですが、磯の回復のためにそのお金を使っていま
す。また、風車からすぐ近くに老人施設があって、
100 メートルあるかないかぐらいなのですが、そ
こに運営費を出すということもしています。
長谷部　ですから、事業収益をどう使うかが、
それぞれの地域の主体で意思決定できるというこ
とが大きいわけですね。
谷口　そこが大きいです。しかも、それを地域内
部への投資に回せば、さらに雇用などの乗数効果
が出てくるわけです。
白井　やはり移住を促す効果というものを見た
いですね。先ほどの石徹白の例でも、伝統的な集
落だけでは起こせないので、外の専門家がサポー
トし、その人たちがこの地域で本気になってやろ
うということで移住してくる。その効果が非常に
大きいわけです。今、若い人たちがどんどん移住
するという流れもあるのではないでしょうか。最
近、地域おこし協力隊も任期後の移住が期待され
ています。
谷口　移住した人がそういうことをするという
例もあります。岡山県の西粟倉村でしたか。そこ
では移住してきた人が中心になって木質バイオマ
ス事業を起こし、やはり立派な事業になっていま
す。
白井　若い人が古いデイサービスの入浴施設に自
らが住むことにして、手を入れてゲストハウスに
したんですね。地域の森林資源の循環の一環で薪
を調達し、薪ボイラーでゲストハウスのお湯を沸
かしています。もともとコンサルをやっていた人
ですが、移住して、そういうことをやっています。
　西粟倉村の場合、再エネには関係ない面もある
のですが、起業型移住が地域づくりの柱になって
います。農業などの仕事があるから移住してくだ
さいということではなく、この地域に住んで仕事
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を起こしてくださいというものです。菜種油の油
絞りの会社を始める人や、B&B、ゲストハウス
を始める人もいます。現在、30 代の人口が非常
にふえています。（人口は）1500 人ほどで、合併
しなかった村ですが、次の展開がつくれてきてい
ます。その中に再生可能エネルギー事業の人も一
部いるという感じです。
谷口　それから、風力や太陽光とは違って、バイ
オマスだけは原料が要るわけです。原料はランニ
ングコストの 6 ～ 7 割かかって、調達リスクは高
いのですが、その調達先を地域に置くだけで、安
定的な燃料ビジネスの売り先ができますので、森
林関係の雇用などに非常にいいということもあり
ます。
長谷部　そうすると、エネルギー構造の転換だ
けではなく、日本が今抱えている地域社会の疲弊
という問題への対応といいますか、再活性化とい
いますか、そういう手段――手段と言っては語弊
があるかもしれませんが、そこに一石を投じる。
しかも、そこからの波及も期待できる。再生可能
エネルギー事業にはそういうこともあるというこ
とですね。
谷口　そういうこともあるといいますか、それは
非常に意義があると思います。日本の中でもまだ
5％未満ぐらいの話ですので、伸び代があるわけ
です。

3	 再生可能エネルギー：可能性を展開す
るために

事業推進の担い手は？

長谷部　それがわかった上で次のテーマは、そ
れを進めるためにはどうすればいいかということ
なんですね。それについてはいかがでしょうか。
谷口　成功しているところは、地域金融機関が入
ると事業性が非常によくなるわけです。素人は「お
金を借りたことなんてない。怖くて借りられない」
と。それでは地域金融機関に行っても、リスクが
読めないということで相手にしてもらえないわけ
です。地域金融機関がノウハウを持つことで成功

したのがドイツです。貸出先の開拓にもなります
からね。
　日本でもドイツと同じように、地域金融機関が、
地域で使うお金をさらに低金利、あるいは利子補
給でもいいですけれども、ビジネスとしてやって
くれるといいですね。
白井　いろいろなパターンがあると思います。一
つは公民協働で、地域の行政がしっかり仕事をす
る飯田市タイプです。公民協働を条例でも位置づ
け、おひさま進歩などの民間主体と連動して、一
緒になってやっています。住民の中に行政の職員
が入り込んでいって、一緒に考えて動かしていく。
そこに専門家も連れてきて、つなげながらやって
いく。そういうタイプの動かし方は、間違いなく
必要だと思います。
　ただ、市町村の行政の職員がそんなに熱心に動
く場合はあまりないということもあります。です
から、石徹白のようには、行政ではない専門家が
外から支援し、住民の受容性さらには主体性を高
めていってもらうというような積み重ねの動きも
必要です。
壽福　ある種の市民主導ということですね。
谷口　逆に、地域を食い物にして、金太郎あめを
売り歩いているようなひどいコンサルもいるんで
すよね。そこは見きわめなければいけない。ただ、
おっしゃるとおり、いいコンサル、いいアドバイ
ザーを見つけて紹介するということはいいと思い
ます。
白井　それぞれの仕事の仕方があるというのが
私の提案です。上田市では NPO を立ち上げると
き、それは県の呼びかけもあったのですが、藤川
さんなどが「六ヶ所村ラプソディー」という映画
を見たり、3.11 の地震があって気づいて、市民
活動をやっていったわけです。上田市の行政は後
からついていっている感じです。移住者のネット
ワークとして、もともと地域通貨などがあって、

「六ヶ所村ラプソディー」を一緒に見るというよ
うな勉強会なども行っていました。
谷口　私も JST（科学技術振興機構）の「地域
に根差した脱温暖化・環境共生社会プログラム」
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（2008 年から 2013 年にかけて実施された）の中
の再エネタスクフォースにかかわっていました。
先程話が出た石徹白も駒宮プロジェクトの中でピ
コ水力発電技術開発などをやっていました。その
中で堀尾正靱領域統括の下、故舩橋晴俊さんと私
とで再エネモデル条例の原案作りの作業をしたの
です。それを JST の 2012 年 6 月に開催された
シンポジウムで「地域自然エネルギー振興基本条
例の必要性とひな型案」として発表し自治体に提
案しました。湖南市長や飯田市長などもそこに来
ていました。
壽福　私は、東京電力から新電力である「みんな
電力」に切りかえました。「みんな電力」は世田
谷区にあるのですが、その電力をどこから買って
いるかというと、いろいろなところに発電所があ
るわけです。それは個人でやっているものもあれ
ば、協同組合でやっているものもあれば、市民発
電もあれば、自治体がやっているものもあって、
たくさんあるんです。そして、それがその発電所
のある地域をすごく変えているんですよ。その地
域が非常に活性化すると言うんです。そういう新
電力をつくることによっても、大もとの発電所が
存在する地域の姿を変えることもできるわけで
す。
谷口　正直言って、新電力はそれだけではもう
からないです。この間、上田市に行ってびっくり
したのは、屋根借り太陽光発電事業をやっている
NPO の人達に新電力をやらないのですかと尋ね
たところ、「まだそんな気はない」と言っていた
のですが、そうこうしているうちに、地域外の会
社から「新電力をやりたい」という売り込みが来
たそうです。新電力をやってもたいしてもうから
ないのに、上田市で新電力をやりたがっているわ
けです。新電力をつくるから、応援してあげるし、
金も用意してあげるという話をしているわけです
よ。
　大してもうからないのになぜやるのかという
と、その新電力のために、上田市で再生可能エネ
ルギーを自分たちが開発してあげますよと。そこ
でもうかっちゃうんですよ。

壽福　ああ、自分たちで発電をやりたいと。
谷口　そうです。発電もやってあげますと。です
から、新電力が地域にあっても、全部外注みたい
なものです。
壽福　それは外部資本の変形ですね。
谷口　そうです。そういう危険性も出てきてい
る。ですから、どこかの人がシュタットベルケみ
たいなことを言っているけれども、地域新電力と
いう名前であっても、内実は全くシュタットベル
ケではない。
壽福　「みんな電力」の母体は東都生協なんです
よ。東都生協は、生活クラブ生協よりは小さいけ
れども、かなり大きな生活協同組合です。私が一
番お聞きしたいのは、協同組合はどういう働きを
しているのかということです。
谷口　私は生協で新電力つくりにかかわりまし
たから。パルシステム東京です。パルシステムで、
私は、買い取り先の地域に絶対にお金を落とさな
ければだめだと話しています。そのためには、地
域の事業者が金に困っていても安易に貸してはだ
めです。利益がこちらに来てしまい、その分地域
から減ってしまうからです。お金を貸さずに、地
域の事業者に、与信を与え、彼らが資金を借りら
れるようにしなければ意味がない。
　一方で都市住民からお金を集めて、もしくはメ
ガバンクからお金を集めて、地域の再エネ事業に
お金を貸し、それで「地域で再エネができました」
と言っている市民団体や生協がありますが、その
リターンは地域に落ちないわけです。ちょっと話
が違いますが。
　生協がおもしろいのは、利益の配当ができない
ことです。だから結構内部留保があるんです。そ
の資金を使いいろいろな新しいチャレンジをして
いて、今もまた次のチャレンジを仕掛けています。
　とにかく生協も低炭素の事業になってもらいた
いんです。パルシステム東京の CO2 排出の 8 割
が自動車で、今、電気自動車の相談に行っている
のですが、大手からは「そんなことは全体のシェ
アからすればわずかなものなので、我々のメイン
テーマにならない」ということでみんな断られて
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いるわけです。
　また、配送車の EV 化ができれば、自前の電
気の FIT 率や CO2 排出係数がそのままどんと行
くわけです。ただ、排出係数はグリーン電力証書
がなければだめなので、とりあえずは再エネ電気
でいいのですが、それは FIT が終わった段階で、
いきなり全てグリーンになりますからね。FIT は
必ず終わりますから。
白井　生協の消費者は環境意識も高いし、社会意
識も高いとすれば、それはいい消費者であって、
生協が再エネの電気を売ることは理にかなってい
るわけですけれども。電気を売るだけでなく、何
かプラスアルファのことがもう少しできないんで
すか。いろいろな商品を売っているわけですから、
例えば再エネ電気でつくった農産物など、ほかの
商品の付加価値にもするとか。
谷口　それはアクションとしての優先順位は低
いんです。まずはお客様、買い手をふやす。それ
から、安定的な電気をもっと……。あの十文字の
ものはボリュームが大き過ぎて、去年も日本全国
で 10 数カ所、鳥インフルエンザが起きているの
ですが、それが起きた段階でいきなり落ちるとい
うリスクがあります。ですから、もっと分散型で
電気を集めようということで、小型分散をやりた
いという政策でやっています。
白井　都市の生協が地域の電力とかかわって
やっていくというやり方があるんですよね。
谷口　そういう大消費地とエネルギー生産地の
連携が最後のテーマなんです。

大学が果たすべき役割

長谷部　もう一つ残っているのが、大学は何を
するのかという課題です。もちろん今のような議
論を含め、研究を進めていくということはあるわ
けですが、実装化については、大学はどういう役
割を果たすことができそうか、あるいは果たさな
ければいけないのか。ちょっと大きなテーマかも
しれませんが、どのようにお考えでしょうか。
谷口　私が都庁にいたとき、日本私立大学団体連
合会は温暖化対策に全く協力してくれず、経団連

と一緒になって都庁の政策に反対したわけです。
ふだんは建前を言っている専門的な人たちが、な
ぜ自分たちのことになるといきなり拒否するの
か。私はその後、東京都内で最も CO2 を出して
いる T 大学と W 大学に行って、低炭素をやりま
しょうと言ったのですが、彼らの関心は低いわ
けです。でも、東京都が CO2 排出にキャップを
かけてしまったのでけっこう頑張ってやっていま
す。
　法政大学の中では、温暖化対策には残念ながら
関心が高いとは言えず、排出権を買ってくればい
いじゃないかという意見もありました。そういう
話ではなく、大学としてはエネルギーに対してど
ういうスタンスを持とうとしているのか。それを
やらない限り、「グリーン・ユニバーシティ」と
いうのが泣くわけですよ。
長谷部　大学が実装化のためにパイロット的な
役割を果たすことは必要ということですね。
壽福　そうですね。首都圏の大規模大学が行うと
いうところに意味があるわけです。
谷口　大規模大学でも、たとえば九州大学で始ま
りました。しかも、大学の範囲を超えて、隣接す
る公共施設とあわせてやっています。大学と春日
市と県庁でやっています。とりあえずは事業費で
2 桁億円です。普通の市町村でも 2 桁億円に行く
んです。そのうちの 3 分の 2、補助が出る制度が
あります。
白井　大学の提案ということもあるのですが、大
学だけが何かやればいいということではなく、そ
れぞれの主体が率先して踏み出すことが大事だと
思います。
　まず「地域の活動主」としては、NPO や市民
共同発電事業者などの主体がいるわけですが、今
の状況においては、再生可能エネルギーでどうい
う社会をつくるのか、どういう地域再生の仕方を
していくのかというビジョンを、関係者で一度立
ちどまって共有しなければいけないし、5 つの目
標などを具体化しなければいけない。また、再エ
ネ事業で終わるのではなく、そこからいかに波及
させていくかという広がりの部分をきちんとデザ
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インすることが大事です。今言うべきなのは、そ
ういうことではないかと思っています。
　次に、「地域活動の支援者としての行政」です。
情報を共有し、共創を立ち上げていく協議会（ア
リーナ）とその専門的支援組織（チーム）をつく
ること、条例等により柔軟に対応できるようなも
のに変えていくこと、とんがった “ フロントラン
ナー ” が動けるようにすること、そんな施策が必
要だと思っています。地域の大学が頑張っている
とき、それを応援するなど、公平性などとは関係
なく、先取りする、社会転換するという事業をど
んどん支援していただく。「住宅にあまねく太陽
光発電を普及させる」というような施策も重要で
すが、社会転換にはならないわけです。ですから、
社会転換につながるようなイノベーション実験を
支援してほしいと思います。行政はそういうとこ
ろが苦手だと思うのですが、地域行政は政策の革
新者になろうと思えばなれるのです。
　「地域住民、生活者一般」には、それぞれの生
き方の見直を提案したい。「地域の企業」もまた
新規事業や社会貢献として、再エネに取り組む
チャンスである。
　そして、「地域の大学」は、アクティブ・ラー
ニングの教材として、エネルギー自治のキャンパ
スということを率先して行う。それは研究開発に
もなりますし、地域の主体と連携し、地域新電力
のようなつながりを持てば、より地域貢献もでき
る。より地域というフィールドの中での教育・研
究もできる。
　そして、「コンサルタント」も仕事の仕方をもっ
と積極的に変えてほしい。行政の発注があるから
仕方なしにやるということではなく、仕様書を変
えるというぐらいのつもりで提案しようというよ
うなことです。
　また、再エネ関係の計画、エネルギービジョン
や新エネビジョンなどの中身がよくないと思うん
ですね。CO2 削減や経済効果のことだけを言って
いて、社会面の効果などのデザインが（足りない）。
地域課題の解決ということぐらいは言うように
なってきているのでしょうが、そのデザインがき

ちんとできなければいけないし、実践も志向する
ぐらいのつもりで計画づくりをしなければいけな
いということをコンサルに言いたいです。
　それぞれの主体にそれぞれやることがあって、
大学もその中の一つである。大学さえ頑張ればい
いという話ではないと思います。このようにまと
めてみましたので、ご意見をいただければと思い
ます。
長谷部　図らずも、これからどういうことをやっ
ていくべきかというお話をしていただいたと思い
ます。研究を担う大学として、どういう課題が残
されており、これからどういう方向に行くべきか
ということについてはいかがでしょうか。
谷口　まず、サス研はこれからどう向き合おうと
しているかを明確にする。法政大学はこれから気
候変動に対して、どう向き合ったらいいのかを提
案することだと思います。
壽福　一つの課題は、法政大学としては何をする
のかということですよ。
谷口　そうです。それをサス研でどうするかを考
える。もしこれを実行に移せないのであれば、ど
うしたら実行に移せるのかを最大の課題にしたほ
うがいいと思います。
長谷部　その課題は共有されています。サス研
の活動が築いた基盤をもとに、法政大学がパイ
ロット的な役割を果たすべく次に展開していく必
要がある。それから、白井さんは地域の研究の中
で、いろいろな主体に対して、それぞれの主体に
即した取り組みの提言をしていくというお話をさ
れているわけです。
　これから自分としてはこういうことに取り組み
たいということはいかがでしょうか。
壽福　私は、来年の「日本エネルギー計画 2050」
を出版することですよ。2018 年度に関しては、
ドイツにおいて 1973 年から 2017 年までのエネ
ルギー政策がどう形成されてきたのかということ
をサス研としてまとめることですね。これは非常
に重要な課題で、類書がないわけです。
谷口　今、全国で RE100 を標榜する大学が出て
きていますが、それはやはりトップダウンなんで
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すね。今、小さいんですけれども、千葉商科大
学では原科幸彦学長が頑張って仕掛けていますよ
ね。それから、先ほど言いましたように九州大学
では、おもしろいグリッドで、地域と一体になっ
てやろうという事業も始まっています。そういう
ものは、それなりの資金と意志が必要です。
　そして資金に関しては、そろそろ回るように
なってきています。シードマネーがなければでき
ないということではなく、少なくともエクイティ
で 200 ～ 300 万円あればできます。そういう感
じで思っています。
長谷部　わかりました。サス研が残す大きな課
題の一つのようですね。
　サス研の使命は、「エネルギー戦略シフトによ
る地域再生」という切り口の中で、基本は学問的
な貢献をすることだと思います。ただ、このテー
マで学問的貢献をしようとすれば、具体的な実践
を伴う必要がある。そういうテーマであることが
見えてきて、今おっしゃったようなことに動ける
かどうかが問われているということですかね。
谷口　足元と学問の両方が要ります。そして、足
元で学問をすることが多いですよ。
白井　「エネルギー自治実践論」という講義で、
去年は壽福先生、今年は長谷部先生が担当で、谷
口先生には去年来ていただきました。千葉大学の
学生にもゲスト講師として来ていただきました。
学生のプランがそれなりにできてきて、最後に仕
上げて、社会学部の研究発表会などで発表しても
らいました。
　教員が張りついて丁寧にやれば、学生主導でも、
ワークショップを 5 ～ 6 回積み重ねて、すごくお
もしろがって、いい提案するんですね。例えば、
多摩キャンパスは交通関係の CO2 負荷が大きい
ですが、それに対して学生は、近所に住めばいい
んじゃないかと提案してくれました。近隣の賃貸
住宅が今、あいていますので、そういうところを
学生寮にして、学生がもっと近くから通えるよう
にすればいいという提案です。
　そのように学生主導で提案してきたユニークな
ものを、実践まで支援するというシステムを大学

にもって欲しいと思っています。

原発事故とエネルギー転換

長谷部　ところで、エネルギー構造の転換と大
きくかかわっているのが原発事故だと思います。
原発事故の持っている意味が、まだまだ十分には
受けとめられていないような気がします。原発事
故というところからエネルギー構造の転換、つま
りどういう社会構造のビジョンを描くかというと
ころにつなげるような研究が必要ではないか。原
発事故からの再生の研究とエネルギー構造の転換
に向けた研究とを何かの形で結べないのか。
谷口　私は今、その最前線にいまして、生協で今
年の 6 月まで理事をやっていたのですが、その中
で脱原発運動は活発に行っています。それに比べ、
気候変動問題及び再生可能エネルギーへの関心の
落差はすごいんですよ。逆に言えば、そこは非常
に重要で、原子力から再生可能エネルギーに結び
つくかといいますと、結構厳しいんですよね。
長谷部　なるほど。でも、社会転換といいますか、
持っている意味を深めるという意味では、そちら
のほうがアプローチとして有効かなと思っている
のですが。
谷口　アプローチとしてはありますよね。有効か
どうかはわからないけど。
白井　WEB モニターを使ったアンケート調査を
させていただいて、脱原発あるいは再エネ推進の
支持に関する現在の意識と、原発事故の前の意識
を聞きました。その差を見ますと、意識を低めた
人もいるのですが、基本的には脱原発、再エネ支
持の方向にシフトしています。
　ただ、その人たちに対して、そのために自分は
何をやりたいかということも聞いて、関係性を見
ているのですが、意識を高めたからといって、太
陽光発電をつけよう、出資しよう、計画に参加し
よう、再エネ電気をやろうという話にはなってい
ないんですね。
　その要因を分析し、先日、学会で発表したので
すが、意識を高めた人は、もともとはかなり意識
が低くて、事故があった、大変だ、何とかしな
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ければいけないというような意識の高め方であっ
て、自分は何をすればいいかということまでは考
えていないわけです。行政がやることは支持する
という感じです。そういう人たちには女性が多い
んですね。意識を高めた人たちを実際の行動につ
なげるための、より取りかかりやすい選択肢の提
供が必要ではないかと思います。そういう意味で
は、地域新電力は大きいと思います。新電力がよ
り選択できる状況になれば、意識が変わった人の
受け皿になるのではないかと思います。
　また、福島の原発事故の後、福島での再エネ事
業が動き出しています。地域主導の形のほか、大
きなものも動いています。何カ所か回って見てい
ますと、地域主導の動き方は、いわき市、白河市、
南相馬市、会津地域、それぞれ違うわけです。また、
南相馬市では大きな風力発電事業が動き出し、そ
の売電収入の地域還元はこれからになります。自
分の生活の立て直しに精いっぱいだった地域住民
が、再エネのことも考えるかもしれない。本当に
これからだと思うんですね。市民共同発電の数は

今、長野県が一番多いですが、実はその次が福島
県なんですね。
　今年はそういう実態を調査し、レポートにまと
めるぐらいしかできないのですが、脱中央集権、
脱原発を明確に掲げている福島の再エネへの取組
みもまだまだ注目すべきと思っています。
谷口　最後によろしいでしょうか。先ほど私は、
脱原発の人たちは再エネに結びつかないと言いま
したが、逆に再エネの人たちは、これをすること
が原発を脱することになると思っていますよ。だ
からやるんだと。むしろ、脱原発を目的とした人
たちを巻き込んでやるほうが難しいと。
長谷部　なるほど。ただ私は、両者は深く関連
しているし、問題を正確に捉える上では両方を結
びつけることが必要だと思います。そして、大学
だからこそそれができるのではないかと思ってい
ます。

（2017 年 10 月 26 日実施）
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原発事故被災からの回復　―人と地域が持続する条件―

出席者

長谷部俊治（法政大学社会学部教授）
友澤　悠季（長崎大学環境科学部准教授）
早尻　正宏（北海学園大学経済学部准教授）

１　原発事故被災をどう見るか

長谷部　サス研の原発事故被災地再生研究会は、
原発事故被災という問題について 3年間研究を続
けてきました。2016年と 17年には公開研究会を
開催し、討論の機会も持ったところです。その活
動も踏まえながら、現時点でどういうことが言え
るのだろうか、今後どういう展開が必要になるの
だろうかということを、まとめというよりは、少
し探求型でお話をしていただければありがたいと
思っております。

「回復」と「イニシアティブ」：ギャップ解消のカギ

長谷部　そもそも原発事故被災問題とは何か、
そこのところが十分クリアになってない、まずは
そういう視点でお考えをお話ししていただきたい
と思います。
　最初に私のほうから、原発事故被災地再生研究
会で 3年間活動した中で、どういう捉え方が必要
か、あるいはどう捉えるべきなのかということに
ついて、現段階での考えを簡単に話します。
　事故からもうじき 7年になろうとしているわけ
で、広い地域で避難が解除され、事態そのものは
どんどん進んでいる、ところがよく見ますと、そ
れが問題を解決する方向での進展なのかと考える
と、何か齟齬があるのではないか。
　一つが、被災者に対する支援の仕組み、あるい

は支援の考え方です。その基本は損害賠償と早期
の帰還で、帰還しない選択も想定されてはいます
が、もとへ戻ることを前提とした仕組みで対応が
なされているわけです。だけど、避難先で生活の
実態は 6年以上続いているわけです。また、損害
賠償ですが、その中身は基本的には金銭的な補填
──経済的損失に対する賠償と慰謝料──だけで
すね。だけど、被災者に対して必要なのはそうい
う賠償だけなのだろうか。
　避難をしたあと、もとの日常性を取り戻すこと
に焦点を当てた賠償の形になっていない。その
ギャップが、賠償責任をめぐって広範な訴訟が提
起されていることや、自主避難者と強制避難者と
の間の分断とかにもつながってくる。つまり、齟
齬はいまだに解消していないし、これからの進展
でそれが自然に治癒していくとはなかなか考えら
れないのではないかということが一つです。
　それから、被災地への国の対応ですが、緊急事
態ということで避難を強制し、そこを安全な状態
に戻そうとする。これは緊急事態への対応として
はそれなりに理解できるわけですが、そういう緊
急事態が静まり、次に被災地をどうするかという
ときにも、緊急事態の連続の中でしか政策が展開
されていない。つまり、被災地をどのような形に
するのかに関して、被災者の意思はほとんど反映
されていないと思います。
　国は、原状回復と復興を目標にするとしている
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ようですが、原状回復は無理ですね。だって、廃
炉事業は長年にわたって続き、中間貯蔵施設がで
き、汚染状態はまだら模様で、山林は自然に放射
線が減衰するのを待つだけというそういう中で、
元の状態に回復するとしても、それはずっと先で
しょう。一方で、復興と言っていますけれども、
復興ということそのものが被災者にとってどうい
う意味を持つのだろうかという議論は、ほとんど
されていないのではないか。いま進められている
復興は、過去の地域振興の考え方に基づき、その
流れの上に組み立てられているのであって、起き
たことに対応するような地域の復興にはなってな
いのではないだろうか。そんなギャップがある。
　そういうギャップを突き詰めていくと、そもそ
も原発事故被災に対する中心的な課題は「回復」
のはずだと気がつきます。被災者が日常性を回復
する、被災地で日常生活が送れる状態に回復する。
「回復」とは何なのかというのはもっともっと掘
り下げなければいけないですが、そういう「回復」
という大きな課題に向けての対策あるいは取り組
み、そういうことが意識されていない、組み立て
られていない、そんなように感じる、あるいはそ
ういうふうに言えるのではないか。
　では、そういう状態を転換していく、回復につ
ながるようにするときに何が一番重要になるかと
いうと、「イニシアティブ」ではないかというこ
とが研究会の議論として浮上しているわけです。
つまり、さっき申し上げた現状は、いずれも被災
者や被災地が、自分たちで意思決定をしていく、
方向を組み立てていく、あるいはプロセスを担っ
ていく、そういう形で仕組みができ上がっていな
い。その「イニシアティブ」が確保されていない
というところが「回復」につながらない大きな原
因ではないかということです。「回復」が何なの
かということをきっちり吟味していくということ
もあるのですけれども。
　そういう状況を踏まえて、被災地再生研究会で
は、ではどうすればよいかという政策をなるべく
具体的に提案したいと検討中です。
　なぜギャップが生じたか。これはこれで大きな

研究テーマです。私は、そこには政策の失敗が根
底にあるはず、あるいは、緊急事態への対応がな
し崩し的にそのまま継続している、状況が変わっ
たのに対応の枠組みが変わらないままずっと引き
ずっているとか、幾つか原因があると思っていま
す。ただ、そういう議論をしてももう詮方なくて、
これからどうするかというところを、現在の状況
に至っている原因に振り返りながら、もう一度組
み直すことが現段階での大きな課題になっている
のではないかと考えているところです。
　被災地再生研究会は今年度で終了します。今の
ような議論をこれ以降どういうふうに引き続いて
展開できるかはなかなか見通せないわけですけれ
ども、あまりきっちり議論されてないような気が
していますので、問題提起というよりは、現実に
回復に取り組んでおられる方々が自分たちで取り
組んでいく上で参考になる、力になる、何かそう
いうものをまとめることで研究会としての役割は
一応区切りにしたいと思っているわけです。
　これが現段階での研究会の活動状況です。
早尻　この研究会にお招きいただいてからちょ
うど 1年が経ちました。私は、福島に実際に足を
運び、林業に関わる方々の生の声を集めることに
力を入れてきました。その中で知り合う研究者に
はフィールドワークの手法を採る方が多かったの
で、現地からやや距離を置いて復興問題を議論す
る場の存在は新鮮でした。また、「回復」や「イ
ニシアティブ」という言葉を耳にしたのは、この
研究会が初めてではなかったかと思います。
　「回復」についていえば、回復すべき事柄は何か、
ということが問題となります。現地に出入りする
研究者は、表現はともかく、被災者の日常性をど
う回復するか、という問題意識を持って調査研究
に当たっていると思います。しかし、先ほどのご
指摘のように、国がはたしてこうした問題意識を
持っているのかといえば、そうではないでしょう。
避難指示区域の解除とか、損害賠償の打ち切りな
どの動きをみればそれは明らかです。
　政府は、回復の対象となる「地域」をどこか抽
象的な空間として捉えている節があります。土地
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に実際に人が住み、生業（なりわい）を営む。そ
うした人たちの暮らしを回復するという視点を欠
いていると言わざるを得ません。住民の帰還がな
かなか進まないという現実に触れるたびにそう思
います。暮らしの回復や日常性の取り戻しが復興
施策の原点として据えられるべきですが、国や東
京電力は、損害賠償を一刻も早く打ち切りたい、
次の復興ステージに移りたいという思惑ばかりで
動いているのかなという気がします。
　もう一つ、「イニシアティブ」についてです。
究極的にはイニシアティブを取るべきは地域住民
だと思います。ただ、現実の生活に追われている
住民一人一人が公共的な課題の解決に向けて実際
にアクションできるかといえば、それは難しいの
ではないでしょうか。その中で、生業の再建を図
るべくイニシアティブを発揮してきたのが、農協、
漁協、森林組合などの協同組合です。私は、原子
力災害に向き合う福島の協同組合の実践から、農
山漁村の再生に果たす協同セクターの役割を学ぶ
ことができました。
　少しは変わったかもしれませんが、あらゆる場
面で行政が顔を出すことに対して、私たちの国は
あまり疑問を感じていないように思います。実際、
地域振興の現場、特に農村部がそうですが、そこ
には必ずといってよいほど市町村職員の姿があり
ます。私は、市町村の役割を否定するわけではあ
りません。何といっても住民自治の拠点ですから。
ただ、原発被災地をみていると、次々に舞い込む
復興業務に人手不足も相まって、市町村職員は余
裕をなくしています。こうした現実を目の当たり
にして、私は、「イニシアティブ」という概念を
通し、行政に一方的に頼らない地域づくりのあり
方を描く必要性を感じるようになりました。

原発事故被災とは：根本的な喪失

友澤　私個人は、2011年 3月 11日 14時 46分
の瞬間、埼玉県にいました。福島第一原発の冷却
機能が停止したというニュースを聞いて愕然と
し、起きているあいだじゅう、ラジオやインター
ネット配信ニュースを追いかけ、避難するかどう

かも考えました。結局、家族、仕事の事情を優先
して移動しなかった。でも、それ以来拡大し続け
ている原発事故被災による被害について、調査研
究までは実践できていませんが、新聞やテレビな
ど間接的な情報を手がかりに考えてはきました。
昨日からずっと、今日のお話の前提にある、原発
事故被災とはそもそも人びとにとって根本的にな
んであったのか、ということを考えていました。
私は、この研究会にかかわりながらも、先ほど長
谷部先生からご提示のあった、「現実に回復に取
り組んでおられる方々にとって参考になる」よう
なことは何一つ言えないという立場です。ですが、
理解の内容について共有したいとは思っていま
す。
　いま早尻さんが仰られたように、都会とは異な
る地域の暮らしというものが、どういうものだっ
たのかということを、国の中枢や、都会の大企業
で働いている人間が、そもそも知らないという状
態が、震災前から生まれてきていました。2015

年のこの研究会で、佐藤彰彦さんが提示された視
点です。もし震災がなければ、東電の社員は、例
えば川内村などには一生足を運ばなかったかもし
れませんし、そこでどのように人が暮らしている
のかということを知ることもなかったかもしれま
せん。それぐらい乖離が進んでいるような社会で
あることが、そもそもの下地にあったのではない
かと思っています。
　事故によって、地域の日常が突然崩壊していく。
そこでものすごく根本的な喪失というものが起き
ました。以前、この研究会の中で、その喪失の感
覚は、何かを「奪われた」「失った」というよりもっ
と深く、人びと自体が地域から「根こそぎになっ
てしまった」、そういう性質のものではないかと
お話ししたことがありますが、その考えは今も変
わりません。
　考える材料として、NHK制作のドキュメンタ
リー「飯舘村～人間と放射能の記録～」という
2011年 7月 23日に放映された番組があります。
震災後 4ヶ月でおそらく慌ただしく作られた番組
だと思いますが、私はこの番組に、今の問題の根
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本が含まれているような気がしていて、何度も見
ています。
　たとえば、その番組の中でこういう場面があり
ます。
　鴫原良友さんという、飯舘村長泥地区の区長さ
んをしていた方です。この方は、基本的には村の
自宅に戻りたいと考えていて、とても長泥が好き
だとおっしゃっている方ですけれども、個人とし
てだけでなく、区長さんとしての判断も求められ
る。離れろと言われているけれども一体どれぐら
い離れていればいいのか、戻れるのか戻れないの
か、そういう悩みを、自分一人だけではなくて区
長として考えなければいけなくなるわけですね。
それで、除染を行うとどれくらい放射線量が下が
るのかを実験するため、自分の家の周りを提供さ
れました。そして家の周りの木を切ったり落ち葉
を集めたりして除染をするのですけれども、放射
線量は半分にしかならなかった。いっぽうで、か
き集めた落ち葉や伐木が、放射性物質の付着した
ゴミとしてフレコンバッグ何袋分も出るわけで
す。
　それで、その除染の実験が終わったところで、
現場に来ていた（当時の）原子力規制委員会委員
長の田中俊一さんが、鴫原さんに提案します。「除
染した結果、廃棄物がたくさん出ました。これか
ら除染をするとすれば、飯舘だけで考えても、何
百万トンて出る、そうすると谷一つぐらいは埋
まっちゃうんだよね」と笑います。そして続けて、
「でも、これだけ広いんだから、どこかの谷を、
村で確保してもらえないか。全部こういうのを集
めてどこかにまとめて処分できるようにしないと
いけない」という趣旨のことを鴫原さんに話すん
ですね。
　そのとき田中さんは、広いんだからどこかの谷
を一つ埋めてもいいだろう、というふうに言った
わけです。でもこの発言が、いかに、その地域に
生きる人たちが大事にしてきた価値を無視してい
るかということです。谷には一つ一つ、名前も意
味もあるはずです。そのことを理解していたら、
「いっぱいあるうちのひとつ」などという考え方

にはならないはずなのです。鴫原さんは、「やっ
ぱしいま、言われても、ハイってこう…理屈では
わかっても体が許さねえもんな…拒否するもん
な」と応じます。田中さんは畳みかけるように、
「いまのまま何もしなければ帰ってこれないんで
すよ」と鴫原さんに決断を迫ります。なぜ田中さ
んが鴫原さんを脅しているのか、本当はこれじゃ
立場が逆で、おかしいわけです。
　これは一例にすぎませんが、いわば科学技術の
粋を集めた原子力というものを担っている、高度
な知識を持ったエリートの田中さんは、原子力発
電所の影響をこうむった飯舘に育った鴫原さんの
ことを、まったく理解できない、理解できていな
いことにも気づかない。そういう現実が映されて
いました。現在は、蕨平に除染廃棄物の減容化施
設が作られ、長泥地区は飯舘村の中で唯一帰還困
難区域の指定を受け続けている。撮影をされたと
きはこうなることはわからないわけですけれど
も。
　鴫原さんの震災前の暮らしぶりは、牛を飼った
り米をつくったりということをしながら生きてお
られるわけですが、そもそもその地域の人たちが
どうやって暮らしを立てているか。もちろん一様
には言えませんが、映像や本などから、その暮ら
しは、1年という季節の循環を大切にしながら営
まれていたことが想像されます。
　この映像自体が、1年の循環を意識させるよう
に、田（たのかみ）神社という場所での 100年以
上続く豊作祈願の祭りの場面から始まるんです。
1年間の農の営みが始まるその一番はじめに、寒
い雪の中でやるのですが、数少ない住民がそこに
集まってくる。そのときは 4月中旬ですから、事
故から 1ヶ月ぐらい経っています。祭りのとき、
神主さんが祝詞を上げますよね。神主の多田宏さ
ん（草野綿津見神社宮司）があげた祝詞にはこん
な祈りが込められていました。「弥生の十一日、
科学技術の粋を集めたる東京電力株式会社福島第
一原子力発電所の事故によりて、山うるわしく水
きよらかなこの村は、いかなる禍津神（まがつか
み）の禍事（まがごと）にや、放射能にゆれ穢（け
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が）され、農作物の作付けもままならぬ年とはな
りぬ。村人が萎（な）えたる心を奮い起こさしめ、
もとのごとくよき村に立ちかえらしめたまえ」と。
その場にいた村民も、マイクを向けられて、私た
ちはとにかく神に頼むしかないと思っていますと
仰る。それまでの生活サイクルが途方もない、得
体の知れない何かによって大きく崩されてしまっ
たこと、そしてその破壊はもう自分たちの力で回
復できる質のものではないと感じておられること
がわかります。
　あるいは菅野宗夫さん、千恵子さんご夫妻が出
てきます。千恵子さんはカメラに向かい、家の周
りをめぐって、その時期いつも食べていたものを
一生懸命説明されます。山菜──タラの芽、シイ
タケ、フキノトウと、「畑も山も青くなってくん
のになんにも食べられない」という嘆きの深さ
があります。それは誰に伝えているかというと、
もちろん視聴者もあるけれど、まずは目の前の
NHKのカメラマンの方にですよね。原発事故さ
えなければ、菅野さん夫妻はテレビになんて出な
かったかもしれない。NHKの人は飯舘に来るこ
とはなかったかもしれない。
　この 4月という時期に、何人もの人がカメラの
前で、思わず涙ぐんでおられます。多分、同じ方
たちにいまカメラを向けても、涙を流されないと
思います。千恵子さんは、震災前に出来上がって
いた凍み大根などの農産物が、まったく売れなく
なって自宅に保管してあるのを見ながら、悔しい、
悔しいと涙される。私の勝手な推察でしかありま
せんが、ご夫妻がこれまで真面目に暮らしてきて、
今まで息抜きに「見る対象」でしかなかったテレ
ビに、とつぜん自分が映される側になって、目に
も見えない放射能ゆえに、外から来た人たちに、
“ ここにいて大丈夫ですか ” と心配される立場に
なったということの悔しさがそこにあるのではな
いか。
　とにかく根本的な断絶が現れた瞬間だったと思
うのです。出てくる方がおのおのの言い方で、自
分たちがつきあってきた自然の性質について伝え
ています。畑や田んぼは、たった 1年作付けしな

いだけで、雑草にどんどん覆われてしまう。する
とその雑草の種がいっぱい落ちて、翌年もう一度
耕しても、雑草が生えやすくて厄介になること。
牛のお産は鳴き声でわかるから、なるべく近くで
暮らしていること。田んぼに水を入れたらカエル
が喜んでけっこうけっこうと鳴いた、とか。そう
いう一つ一つ、映像に登場する方々が生活の中か
ら体得してこられた自然の摂理を、東京電力福島
第一原発・第二原発から電気を送ってもらって、
電気で便利に生活してきた首都圏の人間は、知ら
ないし、わからなくなってきていたということで
す。原発事故で誰が何をどのように失ったのか、
ということを、社会がきちんと理解するためには、
農業技術や、畜産技術や、自然生態系の仕組み、
そういったレベルから学ばないと共有できないの
ではないでしょうか。だから、これは放射線だけ
をうんぬんしていればよい話ではないということ
ですね。
　戦後の政策を見ていますと、日本は開発志向を
戦後直後から非常に大事にして、国土計画を立て、
地域開発を行うということをずっとやってきた。
その中でもっとも強力に推進されたのが、重化学
工業をふくむ製造業でした。石油などの原料は輸
入せざるを得ないけれども、それを加工して販売
して利潤を生む、そういう形態を基本にしてきた。
何か地域レベルで発展計画を立てると言えば、そ
ういう業種を誘致するというのが典型でした。そ
のいっぽうで、農林水産業という、人間の暮らし
の一番根元を支える産業を大事にする発想がまっ
たく共有されずにきました。その結果、1970年
にいわゆる第一次産業従事者が全体の割合の半分
を切って、またたくまに担い手不足に陥り、食料
自給率も 40％を切るような状態がずっと続いて
いますよね。第一次産業というのは、人間社会に
とって、自然生態系との接点、窓口のような役割
があると思いますが、日本では東京や大阪など大
都市に人口の大部分が集中してしまい、第一次産
業に接することなく生きていく層が多くいる。同
時にその人たち（私たち）は、毎日朝から晩まで
電気漬けで生きている。こんな社会がいかに脆弱
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かということも、便利さに浴していると考えなく
なる。震災直後の計画停電の際に、私たちは多少、
この危うさを意識したはずでしたが、すぐに忘れ
て、また表面だけ便利な生活をしています。
　逆に、鴫原さんのような立ち位置から見ると、
大都会やその便利な生活がいかに脆弱さをはらむ
ものかは、よく見えていたと思います。よく見え
ていたから、震災後にここを離れろと言われても、
ここを離れてしまったらものすごく根本的な喪失
になるということを直感的にも具体的にも理解さ
れて、だから離れたくないという抵抗をされたの
だろうと思います（長泥記録誌編集委員会『もど
れない故郷　ながどろ―飯舘村帰還困難区域の記
憶』芙蓉書房出版、2016年）。

被災直後のイニシアティブ

友澤　もう一つ、「イニシアティブ」という問題
提起がありました。私の考えでは、被災直後には、
あちこちで住民がイニシアティブを発揮した瞬間
が無数にあったと思います。
　鴫原さんの話ばかりで恐縮ですが、例えば、長
泥には十字路があります。私も 1回だけ通らせて
もらいました。そこに原発事故から 5日目に防
護服姿の人が来て、放射線測定をしています。し
かしその数値は、地元、その気になればその場で
すぐ伝えられるはずの住民に告げられることはな
かったそうです。数値は十字路の掲示版に、3月
24日から掲示されました。どうして公開された
かといえば、鴫原さんたちが再三、かれらに、測
定値をここで伝えてくれ、テレビを通じて見るの
ではなくて、ここの掲示板で見たいんだと求めた
からだそうです。結果として、映像の中では、マ
ジックで手書きされた「何月何日何μ Sv/h」と
いう情報だけが書いてある紙が映し出されます。
その数字が何の意味を示すのか、という解説が何
にもありません。それでも、テレビで見るのでは
なくて、自分たちがいつも通っていたその道の、
その掲示板で、自分の目で見たいんだということ
を住民が求めて初めて公開されたといいます。
　これは小さな例ですが、鴫原さんだけでなく、

福島県内だけでなく全国各地で、何人もの方々が、
自分たちで自分たちの状況を何とかしたいという
意志を持ち、おかしいと思うことを東電に言った
り、国・市町村行政に言ったり、ということをやっ
てこられていると思います。やっているのだけれ
ども、それに対する進捗、手応えというものが得
られない状況が続いて、やるせない思いだけがた
まっていって、だんだん諦めざるを得なくなって
いく、ということが起こりつづけてきたのではな
いかと思っています。そういうフラストレーショ
ンを、うまくエネルギーに変えて形にする機能が、
早尻さんにおっしゃっていただいたような協同組
合や、その他多様な団体にあるのかもしれないで
すね。住民が能動的に動いている瞬間は、本当は
いくつもあるはずです。しかしそれは見ようとし
なければ見えないのだろうと思っています。
　同時に、たいへん気になることは、さっきの田
中俊一氏の話ですが、専門家の間には、放射線の
理解には高度な知識が要るので、一般人に下手な
情報を言ってもわからない、あるいは言ったらパ
ニックになるから教えないほうがいいというよう
な、民衆を見下した思想があるように感じます。
民衆のことを基本的に信用していなくて、自主性、
能動性があるということをそもそも政策の中で認
めていないような感じがすごくあります。その底
には差別意識があるように思いますけれど、それ
はものすごく根深くあるような気がしています。
長谷部　いま友澤さんがおっしゃった二つのこ
とと、先ほど早尻さんがおっしゃったこと、イニ
シアティブのもう一つ前のところで、被災した人
の立場の中でどういうことが起きているかという
認識が十分なされないまま対策がどーっと進めら
れてきているのは事実だと思います。
　ただ、それがもう 6年以上続いているんです。
では、今の対策は友澤さんがおっしゃったような
被災者の被災認識に応えるようになっているかと
いうと、違うと思います。しかし、そこを放って
はおけない、だけど認識は変わらない。これはど
ういうふうに考えていったらいいですかね。
早尻　友澤さんのお話で興味深いのは、原発事故
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は、現代日本が抱えるさまざまな問題が象徴的に
表れたものだということです。私の問題関心から
いえば、それは国土利用をめぐる現実や課題が原
発事故で露わになったということになると思いま
す。
　残念ながら、都市で生まれ育った者が多い私た
ちの世代は、農村に「へその緒」がつながってい
ません。そこが年配の世代とは違うところです。
彼／彼女らは都市に住んでいても農村との距離を
そう遠く感じていない、つまり、生まれ故郷ある
いは身近な風景としての農村に「へその緒」がつ
ながっているわけです。もちろん物理的ではなく
心理的な距離という意味ですが。
　私は、農村で暮らす人々と都市で暮らす人々の
間で、具体的な農村像が共有されにくくなったの
が現代だと思います。だとすれば、被害を受けた
当事者以外が、原発事故で何が失われたのかを了
解するのはそう簡単ではありません。復興施策を
組み立てる霞が関からみれば、どこか遠い場所の
出来事というのが正直なところでしょう。施策と
現地のニーズのずれが生まれるのは必然です。だ
からといって地域に全面的に任せる気もない。
　そこを埋める努力を福島の市町村や協同組合は
重ねてきたわけですが、国や東電がそれに応えて
きたようには思えません。私は、「イニシアティブ」
は「ボトムアップ」と対で成り立つ概念だと思い
ますが、国と東電に「ボトムアップ」という視点
は今もないと思います。心の底では地域の力を信
じていないのかもしれませんね。
　原発事故から 6年半が経過しましたが、農林
水産業の損害賠償の仕組みはほとんど変わってい
ません。事業体の存続が優先的な課題であった緊
急対応の枠組みのままです。しかし、地域の産業
や暮らしを再構築することが重要な課題となる中
で、この枠組みはそろそろ見直す必要があると思
います。森林組合からは「賠償金は一銭も要らな
い」、「生業を継続できるような仕組みをつくって
くれ」という声も上がっています。損害の賠償か
ら生業の支援にお金の流れをシフトしてほしいと
いうことです。ただ、国や東電はそれに対応でき

ていません。
　もう一つ、被災地にはもちろん都市も含まれま
すが、今回の議論では農村に焦点を当てる場面が
多くなるかと思います。確かに農村と都市に共通
する復興課題もあります。ただ、帰還の行方を左
右する、暮らしの糧をどう得るのかという課題に
応える上で、生業の取り戻しは重要な論点となり
ます。ここで具体的な話ができるのが農村です。
都市の帰還問題を論じるには、生業とは異なる何
か別の切り口が必要なのではないか、と感じてい
ます。
長谷部　被災地の回復ということを考える上で
は、生業がむしろベースでしょうね。
早尻　基本的にはそうだと思います。

被災者の多様性とそれぞれの「回復」

友澤　先ほどは、ひとまず農山村を前提として
話しましたけれども、確認しなければいけないの
は、「被災地」と「被災者」は同一視してはなら
ないということ、「被災地」も本来は、市町村の
境界線で区切れるものではないということ、そし
て、「被災者」というくくりも、特定の属性（〇〇
町民など）を持った人に限られるものではないと
いうことがとても大事ですよね。
　事故直後に人がたくさん動いています。2012

年のピーク時、県外・県内避難合計 16万人ぐら
い動いていて、家が全壊してしまって住めないと
いう方はもちろん、家は無事だったけど放射能汚
染のため事故直後にバスで避難されている方、後
から汚染がわかってきて避難された方、そして放
射能の数値をご自身なりに判断されて危険かもし
れないと思って移動した方がいる。浜通りだけで
なく中通りからも、県外でも、そういう方たちが
たくさんおられる。同時に、怖い、嫌だなと思い
ながらも、家族の介護や子どもの学校や仕事の都
合上、家を離れない選択をした方々がいる。放射
能なんかに負けないぞと踏ん張っておられる方々
もいる。その選択は一人一人多様で、どれもが尊
重されなくてはならない。被害の軽重は、何か一
つの軸では全然はかれないもので、どっちが重い
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とかどっちが軽いとかそういう話では本来ないは
ずです。
　しかし、これまでも指摘があるように、被害者
同士の分断が生じていて、何か語り始める際に、
「自分は浜通りじゃないから被災者とは言えない
んですけど」とか、「自分は避難区域外だから原
発事故で被災したとは言えないんですけど」とい
うように、他者と一緒の場に立つというよりは他
者から自分のことを区別してしまう、あるいは他
者を区別してしまうような意識を、多くの方が
持っているのが現状だと思います。
　とくに潜在化しがちな、避難区域外からの避難
者の方たちについて、立教大学の関礼子先生と大
学院生の廣本由香さんが、佐賀県鳥栖市に避難し
た方たちの聞き書きをしていらっしゃいます（関
礼子・廣本由香編『鳥栖のつむぎ―もうひとつの
震災ユートピア』新泉社、2014年）。浪江町のよ
うな浜通りの方もいれば、福島市、郡山市、いわ
き市や千葉から自分で判断してすみかを離れた方
もいます。
　その時々で判断して、主に子どものいる方たち
がすみかを離れていくのですけれども、2年 3年
で戻る方も多いんですね。戻った方は、避難する
ときも、そこに住み続ける近所の方に「自分の住
まいが危険だと思うから避難する」とは言えなく
て、単に「夫の転勤で引っ越す」と言って自分
を隠しながら引っ越してきた。また引っ越し先か
ら戻るときにも、申し訳なさから、「ここはとて
も気に入ったけれどもまた戻らなきゃいけないか
ら戻る」と伝えたりしています。ご自身の正直
な気持ちをそのまま外に出せない生活を、事故以
来ずっと余儀なくされている状況が伝わってきま
す。そして、私たちは、こうした方たちの出身の
違いに注目するのではなく、それぞれに痛みを背
負わされてきたという共通性を確認しないといけ
ない、と思わされます。
　こういう本が生まれた背景には、鳥栖に実家が
あって鳥栖に避難した方が、避難してきた人のつ
ながりをつくろうという活動があります。これは
一つのイニシアティブだと私は思います。何かを

声高に訴えるわけではなくて、困っている人同士
のつながりをつくる、助け合いをする、声をかけ
るだけでもいいという、そういう場をつくりたい
という思いから活動されて、1年ほどで終わるの
ですけれども、でも、そのプロセスがあったこと
によって、同じアパートに入ってきた人の生活の
苦しさというのは幾らかでも軽減されている面は
あった。それは政策には全く反映されないわけで
すけれども、そうした互いにケアする場づくりみ
たいな活動が、あちこちで生まれているというこ
とも確認したいと思います。
　では、「回復」ということを農山村以外のとこ
ろでどういうふうに考えるかというのは、これこ
そまったく一概には言えないことです。避難を
きっかけに移住した先で定住する方もいれば、戻
る方もいる。ただ、どちらにしても、「あのとき
被曝したかもしれない」という不安は同じく持
たれていることは忘れてはならないのではないで
しょうか。「回復」といったときに、若い世代で
移動した方たちは、移住先で、仕事と子どもの通
学という二つの要素が確保されれば、当面の日常
を忙しく送られるのではと思います。ですけれど
も、長期的に考えたとき、根本的に欠落している
支援は、「あのとき被曝したかもしれない」「これ
から何か起きるかもしれない」という健康不安に
対する対処の窓口が一つもないに等しいというこ
とです。
　農山村の生業の「回復」と同時に、別次元の問
題として、将来起き得る健康障害に対して国が何
らかの責任を持っている状態をつくることは、一
人一人の精神的な「回復」を支える条件ではない
でしょうか。新しい場所で生活を立てられた場
合、ふだんは被曝可能性を意識しないで生活でき
るほうが気持ちは落ち着くと思いますけれども、
何か健康上の懸念が生じたときに、自分はもとも
と〇〇町に住んでいて、どこそこで被曝した可能
性があって、その後移動して…というプロセスを
証明しろと求められる可能性は大きいと思うので
すが、それはたいへんな困難です。「水俣病被害
者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置
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法」（2009年）と同じ困難で、認定患者がこれま
で出ていない地域からの申請は、不知火海で獲れ
た魚をどれくらい食べたかの証明を出さなければ
ならない、というかぎりなく不可能に近い条件が
ついています。でも今、まさにこうした事態が将
来起き得る条件がどんどん整っていってしまって
いると思うんですね。
　ですから、直接「回復」につながる質のもので
はないのですけれども、将来何かあったときに、
確かに被曝していた可能性があることを示せる証
拠のようなものを、被曝したかもしれない人に対
して、国なり東電なりが何も渡していない状態は、
改善されなければいけないように思います。これ
はもちろん地域を離れていない方々に対してもそ
うです。浪江町では、独自に健康管理手帳を配布
しておられますよね。そういう取り組みは大切な
視点だと思います。

無力感が生まれるのはなぜか？

長谷部　なぜそういうことになっているかとい
うと、最初に申し上げたとおり、損害賠償という
支援の仕組みそのものが「回復」という視点に立っ
ていないからです。日常性の回復を図る責任を負
う、その責任を全うするために何かをする、それ
が賠償という、そういう視点で組み立てられてい
ない。しかも、損害賠償の仕組みや方針は、被害
の実態がわからないうちにばたばたっと決まって
いますよね。それで既成事実ができ上がって、そ
れがもう変わらないままずっと来ている。それで、
今おっしゃっているような現実のニーズとの齟齬
を埋めるような機会ももうないという中で、今に
至っているということだろうと思うんですね。
　友澤さんがおっしゃったように、いろいろな声
は上がっていることは事実だけれども、声が上
がっているだけですよね。起きていることの認識
そのものは、こう話をしていくと「そうだよね」
となるけれども、それが具体的な動きにつながっ
ていかないまま既成事実が積み上がっていく中
で、どういうふうにこれから考えていかなければ
いけないかという、そういう問題ではないでしょ

うか。
　いま友澤さんがおっしゃったものに少し近い話
として、高橋美加子さんという、南相馬から避難
して戻った人が、今の状況についてこういうこと
をおっしゃっています。
　「6年たったときに私が一番気にしているのは
人の心なんです。復興、ハードが進んでいくにつ
れ、頑張っていた人の心がだんだん廃れて、そし
て下向きになっている。その下向きと復興。いろ
いろな町のハードの部分が進んでいって、どんど
ん心が沈んでいって、このギャップが、逆に言っ
たら町の活性ができなくなっている。6年たって
そういうふうに私は見ているんです」（日本チェ
ルノブイリ連帯基金『グランド　ゼロ』112号 

p.28、2017年 6月発行）。
　ギャップを埋められないまま、むしろ今の政策
が進んでいけばいくほどギャップが確定をしてい
くみたいな状態。つまり、今やっていることが日
常性の回復につながっていくかというと、つなが
るように感じられないというところまでギャップ
が深刻化しているのかなと思います。
早尻　ご指摘の通り無力感もあります。これまで
訴えてきたことが制度化されない、全然前に進ま
ないという無力感があって、誇りを失うというか、
やる気を失うというか、そういう状況はあると思
います。
　被害構造の話題に戻ると、農業経済学者の小山
良太さん（福島大学）は、原発事故の被害を三つ
に整理しています。一つ目が「フロー」、経済的
な実害ですね。二つ目がインフラ、機械、土地と
いった「ストック」。これらはお金で償うことが
できますので、分かりやすい。
　三つ目が「社会関係資本」、人々のつながりで
すね。農林漁業は一人で成り立つ営みではありま
せん。共同作業を必要とします。それが、原発事
故で住民がばらばらとなり、事実上できなくなり
ました。都市というか中央で制度を設計する国や
東電が見落とすのがこの被害です。そこには金銭
での評価が難しいという事情もあるかとは思いま
すが。
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　同じく農業経済学者の守友裕一さん（福島大
学）は、この三つの被害に加え、「循環」と「自給」
の破壊を挙げています。例えば、落ち葉や腐葉土
を農地に投入する行為は、農業生産力を高めるだ
けでなく、日常的な森林の手入れにもつながりま
す。森林と農地は一体的に管理されているという
ことです。これが「循環」に当たります。もう一
つの「自給」とは、山菜採りやキノコ狩りといっ
た自然の恵みを享受することを指します。これら
はいずれも損害賠償の対象から外れます。
　「循環」も「自給」も農村の暮らしを支えてき
た根本的なものですが、国や東電にはみえない性
質の被害のようです。みえない、あるいはみよう
としない理由には、数値化できないという事情だ
けでなく、農村で暮らすということの意味を理解
できていないということがあると思います。自然
豊かな地域で他者と協力して生業を営むことが、
農村住民のアイデンティティに結び付いているこ
とを、国や東電は気付いていません。「社会関係
資本」とか「循環」、「自給」といったものが原発
事故で失われてしまったのだという話をしても、
もはや彼らには全然通じない。無力感が出てきて
当然です。
　そうではありますが、私は、農村住民の思いと
復興施策のギャップを埋めることは、その一部に
過ぎないかもしれませんが、可能だと考えていま
す。協同組合の出番はここにあります。例えば、
森林組合は地域事情を粘り強く国と東電に説明す
ることで、森林賠償に関する制度やその運用の改
善を成し遂げています。
長谷部　しかし、国が策定した福島復興再生基
本方針、避難解除等区域復興再生計画、早期帰還・
定住プランなどは、日常性の回復という視点はゼ
ロのように思います。復興計画の中には、健康の
状態をモニタリングする仕組みを取り入れようと
かそういうのは入っていますけれども、日常性回
復というような視点は入ってない。それがない中
で、では本当におっしゃっているような協同組合
の役割が広がっていくことになるのでしょうか。
早尻　そこはやはり限定して考えないといけな

い。協同組合も縦割りで、森林組合が扱うのは基
本的には林業のことだけです。協同的な営みの成
果がコミュニティ全体に波及すればいいとは思っ
ていますけれども、やはり一つは、林業というも
のを再建して、その中で人々の生活の糧をちゃん
ともう一回つくり出して、戻ってきた人たちが食
べていけるような環境をつくろうという視点で
す。
　総合的に人々の暮らしを回復するとなると、日
本の現状では恐らく市町村の仕事になるかと思い
ます。ただ、市町村も原発事故から時間が経って
何か変わったかというと、私が見る限り、そうい
うわけでもなさそうです。具体的な案を伴ったビ
ジョンを欠く中で、従来の緊急対応の延長線上の
仕事に追われているというのが正直なところでは
ないでしょうか。そもそも圧倒的に人が足りてい
ません。職員の方々は、自らの仕事がどういう成
果を生み出すのかを明確に描くことができない中
で、復興業務を手探りで進めているというのが現
状だと思います。

「福祉」の視点が欠けている

長谷部　友澤さんが最初におっしゃったところ
をさらに私の感覚で申し上げますと、行政を含め
て、福祉ということについての理解、福祉はどう
いうものかということに対しての認識が日常性に
根差していないから、その部分が発揮しようもな
いというところがあるように思いますね。
　公害対策を見ても、その政策体系そのものは、
原発事故の被災者への対応よりは生活再建を支え
ようという考え方はもう少しはあるように思い
ます。だけど、それがウェルビーイング（Well-

Being：良好な生活を送ることのできる状態＝福祉）
というものを目指した政策であるかどうか、そこ
のところが認識されていない。回復といっても身
体的健康の回復までですよね。そこはどういうふ
うに見えておられますか。
友澤　公害対策でも、実態として福祉の視点はゼ
ロに近いように感じます。もちろん環境省は「環
境保健福祉」という概念で事業をされていますし、
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医療補助やリハビリなどの支援はあります。でも
たとえば、水俣病をどうやって治すか、イタイイ
タイ病をどうやって治すかという研究を、国が本
腰を入れてやったことがあったかというと、ない
ですよね。起きたことに対して、その被害を受け
た方々のその後の人生を良いものにするために、
最善の措置をとる、というふうな信念が、国の側
から示されたことは歴史上まだ一度もないのでは
ないかと思います。
　古い話になりますけれども、さかのぼれば、明
治維新になって大久保利通ら官僚が、ヨーロッパ
を見に行き、日本は今まで封建的な社会であった
ので、人民には力がない、だから政府が主導して
産業を興して、富国強兵、殖産興業していくしか
ないんだという考えで、内務省を作った。生糸や
銅を輸出して外貨を稼ぎ、鉄を買って武装の財源
にする貿易が始まり、足尾銅山はじめ国内の鉱山
では、銅をどんどん生産し、契約した量を必ず輸
出できるような体制を確保する。
　それで問題が起きるわけですね。足尾では、32

日間かかって製錬していた銅を 2日でできるよう
に技術を導入する、その分、32日で出ていた廃
棄物も 2日で出るようになるわけで、山元は激し
い煙害にさらされ、周辺の村々では農業生産がで
きなくなって廃村になってしまいます。また渡良
瀬川下流域に住んでいる人たちは田畑が鉱毒に覆
われた状態になって農業生産も漁業もできない。
民衆が切羽詰まって、決起して東京へ押出し（デ
モ）に来る事態になっても、政府が取る対応とい
うのは本当に一貫してその場しのぎなんですね。
当時の企業主の古河市兵衛に対しては鉱毒予防工
事をしなさいという指導はするけれども、本当に
何が起きてきたかということを、視察には行って
いたようですが、例えば農作物の被害データを総
合的に取ったことがあったかといえば、ないわけ
です。被害の把握がそもそもない。そうこうして
いるうちに古河は悪名高い永久示談を進めていく
わけですね。民衆の多くは、お金を握らされてそ
れで終わりというふうに、黙らされてしまったと。
　その状態はいつ終わったかといったら、戦後ま

で終わらなかったわけです。足尾町民の方にうか
がった話では、戦後も、雨が降ればそれに乗じて、
鉱滓を渡良瀬川に流してしまうような行為が複数
あったように聞いています。しかし、群馬県太田
市の農民が団体を作って、まさに組合的なもので
すね、971名で政府の公害等調整委員会に調停を
申し立て、結果、1974年に初めて古河鉱業側（現・
古河機械金属株式会社）に加害事実を認めさせて、
補償金を支払わせ、土壌の回復事業も約束させて、
90年代までかかって初めて土地を回復させたと
いうことがありました。当事者の言葉で「百年鉱
害」といわれるゆえんです。
　渡良瀬遊水池というハート型の池が栃木・群
馬・茨城・埼玉の県境にありますが、これは被害
が激甚だった谷中村を強制的に廃村にしてつくら
れたもので、谷中村民は離村を余儀なくされてお
り、一部の方々は北海道までも移動しているわけ
です。サロマベツ原野という、栃木とは気候も土
も全く異なる厳寒の地を与えられて、開拓すれば
自分のものになるからと言われて、辛酸をなめた
方々がたくさんいる。定住した方もいますが、栃
木に戻りたいと帰郷運動をした方もいた。けれど、
元の村はなくなっているわけなので、戻りたいと
いう気持ちを持ち続けた人のうち栃木県が受け入
れを許した方たちは 1970年代になって 6戸戻っ
てこられたそうです。しかし、これは本当に行政
的だと思いますけれども、その受入れの基準は、
収入が無くて税金が払えない人は受け入れたくな
いと。佐呂間（町）から行きたいと言った方の中
でも、高齢の方、つまり社会保障費をもらう側の
人は受け入れられないということで、戻りたいと
思いながら佐呂間で亡くなった人も大勢いるので
はと思います。
　これは一例に過ぎませんが、こういう事件の経
過を見ていると、福祉という概念は程遠いという
感じがしてしまいます。かつてマルクス主義の術
語で「国家独占資本主義」という言い方がありま
したが、国家が率先して産業を育成するんだと。
国民のために産業を育てているはずなのに、国民
を足蹴にするというのはおかしい話ですけれど
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も、国家と企業が限りなく近い立場を共有してい
て、資本育成という目標に邪魔になる民衆に対し
ては、多少の金銭は仕方がないから払うけれども、
それ以上のケアは、被害者側が粘り強く交渉しな
い限り、提供されてこなかったのではないでしょ
うか。
長谷部　その構造は今の福島のこの事故も全く
同じように見えるということなんですね。
友澤　全く同じだと私は思っています。日本社会
が、システムとして被害者にとても冷たい態度を
取り続けていて、原発事故被害への対応もまた、
同じかそれ以上にひどいということは、残念です。
どうにかならないのかということは思い続けてい
ますけれども。
　一つご紹介したいと思ったのは、新潟県のご出
身で、公害史研究とともに、柏崎刈羽原発反対運
動をされてきて、事故直後から飯舘村にも通って
おられる、菅井益郎さん（國學院大學名誉教授）
の指摘です。菅井さんが足尾銅山鉱煙毒事件から
の教訓として指摘されるのは、今後被害に遭った
土地（放射能汚染地域）を国が買い上げたり強制
収用したりということが進むだろうけれども、た
とえば谷中村から佐呂間に移住した人が「帰りた
い」と思ったときに帰れなかった史実を考えると、
所有権を手放してしまうのはやめたほうがいい
と。定期借地権を設定して国に借り上げさせ、そ
の借地料を使って別の地域で当面暮らすような形
をとるなどしてつながりを保つ。戻ってこられる
のは 100年後かもしれないし 300年後かもしれ
ないけれども、「戻って来られる可能性は励みに
なります」とおっしゃいます。もしこうしたこと
が実現されれば、一定の層の方々には、回復や再
生の手がかりになるかもしれません。もちろん、
逆に重荷になる人もいると思うので、そこは選択
できたほうがいいと思いますけれども。少なくと
も、地図上からたとえば大熊町という町を消さな
いという選択をするのであれば、そこに住んでい
た人が、土地との関係は維持しながら、当面の生
活を立て、そしていずれは帰るのか帰らないのか
を、自分で決められるような制度が必要ではない

かという考えで、私も賛同します（菅井益郎「足尾・
柏崎・福島―反原発運動と反公害運動の重なりか
ら」『現代思想』39（14）、2011年、72-79頁）。
長谷部　中間貯蔵施設の用地買収がどうなって
いるかで地権者会の人と話したことがあります。
30年間の定期借地で絶対頑張るとおっしゃって
いて、環境省もそれは受け入れることになったそ
うです。買収と定期借地の併用ですね。また、30

年間の定期借地方式を基本とする方針は、町有地
を貯蔵施設用地として使う場合の扱いにも適用す
る旨意思決定されているようです。だから戻れる
機会をちゃんと残すというところに関しては、強
い意思があるように思います。
　ただ、将来の帰還可能性は確保したとしても、
生活再建を図る仕組みがあって、そのもとで被災
者が支えられていくことになっていない。それが
ないと「戻れる機会」は建前だけに終わるかも知
れません。
　くどいようですけれども、被災地の復興方針が
日常性の回復というところに焦点を当てた政策に
なっていないというところは、いずれにせよ問題
はずっと残っていくわけですね。早尻さんがおっ
しゃる協同組合でというのも、そういう可能性の
あるところはそんなにあるわけではない。ではど
うするんだというのを考えなければいけなくて。
友澤さんの言葉を借りますと、明治維新以来延々
続いてきた政治社会構造をここで変えていくとい
うのも大変なことです。
　多分、それに匹敵することが起きていると私も
思っています。住めない土地が突然生まれるわけ
ですよ。しかも住んでいる人は、突然、とにかく
避難しろと言われて、戻れない。例えばダムで集
落が消える、土地が消えるということは日本で何
度もあります。でも彼らは、ではいつ移転できる
とか、心の準備ができるわけですし、こういう補
償もしなければだめよとかの交渉もできるわけで
すよね。
　そういうことも一切ないまま、突然この区域に
住んでいる者は避難せよと言われて、補償金を払
うから損害は補填したとする。もともと住んでき
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た土地をどうするかというと、自分たちのイニシ
アティブがほとんどないまま、ここは除染して住
むことのできる場所にした、帰還可能だとか、そ
ういうことが起きているでしょう。
　それは友澤さんがおっしゃっている明治維新以
来の政策の延長に近い構造かなと思います。だけ
ど、それをどういうふうに変えるか、変える力
をどこに求めるのかが見えていないのではないで
しょうか。
　ただ、それで黙っていてはだめという思いも
あって、具体的にどういうことをやっていかな
きゃいけないのかなというところで、とりあえず
政策を提案しようと考えているところです。

国土利用と定住権

早尻　国土利用という観点で発言したいと思い
ます。これまでの地域開発で採られてきた政策手
法は大きく二つに分かれます。産業を移動させる
か、人を移動させるか、です。戦後日本の国土開
発の指針で、「国土の均衡ある発展」を掲げた全
国総合開発計画は、そのうち前者、すなわち産業
を移動させることで、地方でも生きていける、暮
らしていける条件を整えようとしてきました。そ
の試みは総じて失敗に終わりましたが、地方で暮
らす人々の定住条件を確保しようとした政策姿勢
には、評価すべき点も含まれていると思います。
現在、こうした政策姿勢すらみえなくなりつつあ
るわけですから。
　例えば、最近、全国総合開発計画の後継である
国土形成計画の策定過程において、「住み慣れた
場所に住み続けることをあきらめる覚悟が必要」
という趣旨の発言がありました。私は、産業の移
動も、人の移動もどちらも望ましい政策ではなく、
それぞれの土地に根差した産業の育成こそ大切だ
というスタンスです。ただ、前述したように、「国
土の均衡ある発展」というコンセプトを全面的に
否定する気にはなれません。全国津々浦々で暮ら
す人々の定住権を保障しようとする姿勢をそこに
見出すからです。しかし、人の移動を簡単に肯定
する先ほどの発言には、そうした問題意識はひと

かけらもありません。
　農業経済学者の小田切徳美さん（明治大学）が
問題視する「農村たたみ」を肯定する意識がじわ
じわと広がりつつある状況、そうした文脈に避難
住民の帰還問題を位置付ける必要があるように思
います。あたかも定住権を否定するような風潮の
中で出てきているのが、帰還をめぐる自己責任論
です。帰還できる条件を整えたにもかかわらず戻
らないのは当人の選択の結果であり、賠償なき後
の暮らしは自己責任で対処すべきである、という
ことです。自己責任論で帰還問題を片付けてしま
い、そこで思考が停止する。避難した人々が故郷
に戻れないのはなぜか、こういう問いももはや浮
かばないわけです。
　先ほども少し触れましたが、住み慣れた場所に
暮らし続ける権利を私は定住権と呼んでいます。
それは基本的人権の一つです。こうした定住権の
保障というコンセプトが開発政策の中で後景に退
き始めたのが、自己責任論に日本社会がはまって
いく 2000年代だと思います。帰還問題もこの延
長線上で理解すべきでしょう。相当根が深い問題
なのです。
　それでも国は、帰還できる準備を十分にしてき
たと主張するでしょう。これだけお金を投入しイ
ンフラ整備をしてきたのだから、それでも戻らな
いのは自己責任ですよね、という主張に対抗する
には、友澤さんのお話にもありましたが、それこ
そ明治維新以来の政策のあり方を反転させるぐら
いの力が必要なのかもしれませんね。長谷部先生
のお話にもありましたが、東日本大震災にはそれ
くらいのインパクトがあったように思います。大
震災後の日本社会を、戦後社会になぞらえ災後社
会と呼ぼうとした人々もいました。ここから日本
は変わるんだ、と。でもほとんど変わらなかった。
　もう一つ、定住権の保障は政府だけで成し遂げ
られるものではないことに触れておきたいと思い
ます。近代以降、農村の暮らしを支えてきたのは、
農協や漁協、森林組合などの協同組合です。協同
組合は、暮らしの糧となる生業を一緒に創り出し、
その持続的な営みを通し環境を保全してきまし



48

＜座談会＞

た。こうみると、協同セクターが定住権を実質的
に保障してきたという捉え方もあながち間違って
はいないと思います。実際、福島では、地域に根
差した協同組合が復旧・復興の場面でフル稼働し
てきました。
　避難区域となった農村で深刻なのは、地域社会
の担い手が足りないことです。これが都市とは決
定的に違う点だと思います。山積する地域課題に
向き合えるのは市町村か協同組合のどちらかとい
う状況なのです。ただ、ご承知の通り、行政は身
軽ではありません。それに対し、ボトムアップを
重視する協同組合は機動的です。もちろん行政の
役割は依然重要です。定住権の保障という観点で
いえば、行政はそれを制度的に保障する役割を課
されています。他方で、協同セクターのイニシア
ティブもまた重要です。
長谷部　それは強みですよね、自然資源に根差
した産業であるという、それこそ本当にどうしよ
うもない部分が逆に強みになっている。
早尻　まさにその通りで、土地に根差した産業
は、土地が何とかならない限り再スタートできな
い。切迫感がものすごくある。それに対し、こう
した土地を基盤とした産業に依拠していない地域
はどうだろうか。私にはいま一つ分からない。
友澤　調査も想像もなかなか及ばないところで
す。
早尻　そうですね。
友澤　さっきご紹介いただいた、「住み慣れた場
所に住むことはあきらめる覚悟が必要」との発言
があったのは、いつごろですか。
早尻　2014年 12月の第 6回国土審議会計画部
会です。第 2次国土形成計画（全国計画）の策定
に当たって、論点や考え方を整理するために設置
されたものです。
友澤　「集中と選択」につながるお話ですね。
早尻　その通りです。こうした発言をする方が委
員となる時代になったということですよね。帰還
問題を論じる上でも、見逃すことのできない発言
だと思います。
長谷部　福島の帰還問題も全く同じだと思いま

す。拠点のハードをこういう形で整備した、あと
はそこへ戻るか戻らないかはあなたの選択よと。
だから、こんな拠点は自分にそぐわないと言うな
ら、そこに戻らなくていいじゃないかとする、多
分そういう考え方ですね。
早尻　これは除染の問題にもつながるお話です。
森林全体の除染が技術的に難しいことは、福島側
も理解しています。ただ、生活空間に近接した里
山のような身近な森林にも一切手を付けないとい
うことが納得できないのです。国は、農村の暮ら
しを都会のマンション暮らしと同じイメージで捉
え、道路や農地、住宅などの「点」を除染すれば
事足りると考えています。でも、農村空間におけ
る宅地と農地、裏山は一体的です。そこに境目な
どない。生活の場のポイント、ポイントを除染す
る方針に、福島側が違和感を覚えるのは当然だと
いう気がします。
　日常性を回復するというのは、土地、生業、コ
ミュニティを一体的に再生することであるという
当たり前のことが、なかなか国に理解されず、施
策にも反映されないというもどかしさを福島の、
とりわけ農村に住む人は感じているようです。
長谷部　やはり議論は戻ってきますね。何を回
復させるかという認識そのものの問題に。
早尻　そうですね。

コスト論が見失うもの

友澤　今みたいに話題が戻ってくるということ
は、やはり大事だから戻ってきてしまうのだろう
と思います。
　個人的な話で恐縮ですが、昨年父を亡くして、
お墓をどうするかという問題に直面しました。父
方の墓は西日本で、母方は北陸、墓参りに通うに
はいずれも遠い。結局、母は現住所のそばに一代
限りの墓をつくることを選択しました。そこで驚
いたのは、お墓ビジネスの存在です。地方出身者
が首都圏に墓を建てるケースはとても多いのだろ
うと推察しますが、要は、マイホームを建てると
きと一緒で、お金を出せば出すほど「素敵な」お
墓、たとえば、駅近、手入れの行き届いた庭園、
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法要も可能な施設ありといった好条件の墓地が手
に入りますよ、と。つまり、墓地に必要な機能と
安心感を、全部お金で買わないとならない。かつ、
他に選択肢はない。でも、大都市集中が起きる前
の時代であれば、長年自分の家系が暮らした故郷
の地に、代々続く墓があって、たとえ少しそこを
離れる期間があったとしても、最後はその土地に
戻るんだという考え方があったはずですね。そこ
では、墓という物理的なものだけでなく、親族や
その土地の祭祀の風習など、すべてがある。何よ
り、自分の先祖がここにいる、自分もそこへ入る
と、子や孫もいずれここで一緒になるんだという
安心感もあったと思います。
　もちろん、そういう古い慣習から抜け出ること
が近代化だとされてきましたし、慣習の廃止で救
われた方たちも多くいるとは思うのです。ただ他
方で、古くからあったつながりと切れたところで、
今度は孤独死ということも起きてきましたよね。
どんどん、土地から切り離されて生活する人がふ
えればふえるほど、実は、お金で解決しなければ
いけない社会になる。社会保障の面に実はダイレ
クトにかかわってくるわけですよね。
　ですから、長い目と広い視野で、過疎過密と社
会保障の問題を全体として何とかしようと考えた
ら、住みなれた土地を離れることになってもしよ
うがないという発想にはならないと思うのです。
でもいま物事を非常に短期的に捉える、例えば
10年などでしか考えないというのが当たり前に
なってきている気がします。でも、政策には、も
う少し長く考える役割があってもいいはずですよ
ね、100年なり 200年なり。
　話が戻りますけれども、冒頭で紹介した飯舘村・
多田宏宮司によれば、長泥の集落は、天明の飢饉
（1783～ 1786年）のときに一度絶えている可能
性があり、それが 100年かけて回復してきた歴史
であったそうです。「今回の人災では何百年かか
るかわからない」とおっしゃいます。どこの家に
も、仏壇があって、先祖の位牌があって、毎日ご
飯をあげてということをごく自然にずっと繰り返
してきた。秋に稔った稲を刈れば、その稔りを一

束とって、かまどの上の神様に捧げて、去年と比
べて出来具合はどうだったかを見る。そういった
命のつながり、繰り返しが断たれたことの喪失感
を思います。実はそうした一つ一つの慣習が、社
会を維持するミクロな仕組みでもあったのかもし
れないですよね。先祖代々、子々孫々の存在を一
人一人が思いやる発想が自然と受け継がれてきた
ことが、地域を存続させていくための、ものすご
く大きな要素だったと思います。それがなくても
いいやという現代の考え方は変えなければいけな
いのではないでしょうか。
長谷部　今お話を聞いていて思い浮かんだので
すが、復興政策はむしろ、地域の神社で恒例の行
事をし、1年間の自然の恵みを思い浮かべ、過去
と未来を考えることができる、そういう生活が成
り立つようにすることが目標だろう、本来そうあ
るべきなんでしょうね。言い方は悪いけれども、
工業基地なんて幾らでもつくれるんですよ、港は
掘ればいいわけだし、鉄道は敷けばいいわけだし。
だけど、今おっしゃっているような生活は人工的
にはつくれないですよね。そういう生活が戻って
くることが復興だと認識しなければならない。復
興方針の大転換みたいなものがやはり要るんです
かね。
早尻　お墓の話は興味深いですね。北海道でお墓
ができるのは開拓からかなり経ってからです。開
拓の初期は、一旗揚げて故郷に戻ろうという考え
が強かったようです。だから、この地域で生きて
いくという覚悟が生まれるまで、開拓民は墓を造
らなかった。墓をもつというのは、人々がコミュ
ニティに根付いているのかどうかを示す一つの指
標といえるかもしれませんね。
長谷部　なるほど。お寺の危機というのはまさ
にそういう議論ともつながりますね。ああそうだ、
確かに、議論は全部つながっているんだ。
早尻　何でもお金に換算してしまう風潮も問題
です。あらゆる場面で数値目標が掲げられる時代
ですが、こうした考え方が国土計画に持ち込まれ
ると「撤退の農村計画」という主張につながりま
す。「撤退の農村計画」、ずいぶん威勢がいいです
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が、つまりは「農村たたみ」です。集落が自然に
消滅するのを待つのではなく、消滅する前に自ら
身を引きましょう、そのほうが行政コストの削減
にもつながります、というものです。主張自体は
但し書きが多かったり、技術論に終始したりして、
まとまりのある理論とはいえません。ただ共感す
る人が少なくないのも事実です。
　なぜ私が、基本的人権の一つとしての定住権、
という回りくどい表現を使うのか。それは、それ
が基本的人権であることを強調しないと、人々の
暮らしや生き方に関わる事柄がコスト論に回収さ
れてしまうからです。コストを全く無視するわけ
ではありません。しかし、それを適用する領域は
限定すべきです。少なくとも、生まれ育った場所
に住み続けたいという人々の意思が、コストの観
点から否定されることがあってはなりません。そ
もそも私はコスト論に興味もないし、与すること
もありませんが、技術的にも、「社会関係資本」
とか「自給」、「循環」といった農村の暮らしを支
えてきた有形無形の資産を、コスト論は正当に評
価できない点も指摘しておきたいと思います。コ
スト論が幅を利かせる時代の復興方針がストンと
心に落ちてこない理由の一つはこの点にあると思
うからです。
友澤　お金の話でいうと、精神的被害の原因をお
金が作っている面がありますね。避難区域では、
世帯の人数によって補償金額も異なりますが、一
時に大金が振り込まれてしまうわけです。それで、
暮らしが楽になるのでほっとする面はあるけれど
も、鴫原さんの表現では、「魔法にかけられてん
だか、馬鹿夢を見せられる」そして金に「飼い馴
らされてる、飼育されてるのとおんなじ」になっ
たと。自分でも感覚がおかしくなっていると感じ
ながら、価格に頓着せず着るものや食べ物を買う
ことに馴れてしまって、そのことを「俺は狂っ
てる」と感じている。狂ってると感じながらそ
れを止められない状態はつらいはずです。こんな
んじゃなかったのに、と、引き裂かれる思いが伝
わるんです。今までの自分というのも厳然として
あるわけですから（長泥記録誌編集委員会『もど

れない故郷　ながどろ―飯舘村帰還困難区域の記
憶』芙蓉書房出版、2016年、266-267頁）。
　たとえばパチンコやタバコに賠償金がつぎ込ま
れていくという状況は、原因をたどれば、「なん
なんだこの金は」と、根本的なところで自分が狂
わされていると、どこかで感じながら、それまで
暮らしてきた家から引き剥がされて、何をしてい
いかわからずに毎日毎日、過ごさなければならな
い時間の辛さから生まれている状況であって、表
面に出てきている現象だけを外側から非難したり
軽蔑するようなことはできないはずです。もちろ
ん賠償は支払われて当然ではありますが、そのや
り方はもう少し考えられなかったのでしょうか。
大金を与えることによって、素朴に生きてきた方
たちの精神構造をがらっと変えてしまうという、
そのことによってさらに深く人々を傷つけるとい
う、本当にやってはいけないことをやってきた面
があると私は受けとめています。
　2012年のテレビ番組で、石牟礼道子さんが、
日本は明治期に国家をつくって「近代化」を果た
したというけれども、徳義というものを民衆と一
緒に高めることは全然してこなかった、と話して
おられます。「ふつうの娑婆では、人に迷惑をか
けて、けがをさせたり、まして殺したりした場合
は、加害者になったほうは身も世もなく、被害者
よりももっと苦しんで」謝罪をするはずだけれど、
会社という近代の象徴たる主体は、そういうふつ
うのことをできない。海を殺し、人を殺している
のに、無感覚で、気づきもしない。だからもう日
本の近代は壊れている、活字でだけ考えるような
「文明人というのは、合理的ですが、倫理におい
て非常に欠落している」、つまり無感覚な人間と
いうのをたくさん生み出してきたと仰います。
　一方で、テレビなんかに映らない地味で普通の
生活を営んでいる人たちの中には、自分たちだけ
の世界じゃないことを知っている徳義みたいなも
のを受け継いできた。ごく普通に暮らすというこ
とは、実に尊いことなんだと、石牟礼さんは仰る
わけですけれども、それは一つの真実ではないで
しょうか。先祖代々の努力で、自分が生かされて
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きた、自分もまた、子や孫を育てて死んでいくと
いう、何も特別なことはないごく普通の庶民の連
綿とした営みが、土地を維持してきたということ
が、今ほど無視されている時代はないと思います
（NHKクローズアップ現代「水俣病 “ 真の救済 ”
はあるのか―石牟礼道子が語る」2012年 7月 25

日放映、朝日新聞西部本社編『対話集　原田正純
の遺言』岩波書店、2013年）。

アイデンティティの回復：「自己統御感」

早尻　今年、イングランド北部の旧産炭地を訪れ
たのですが、興味深かったのは、衰退地域だけれ
ども過疎地域ではない、という地域社会のあり方
でした。日本では、旧産炭地のように基盤産業を
失った地域は過疎化が急激に進みます。しかし、
イギリスでは必ずしもそうはならないようです。
失業の問題はもちろん深刻ですが。
　衰退地域の再生活動を推進する市民団体の担当
者に、地域振興で一番大事なことは何かと尋ねる
と、「アイデンティティの回復だ」という答えが
返ってきました。所得を獲得することも大事だけ
れども、コミュニティとつながっているという感
覚、それを回復しないと何も前に進まないという
ことでした。福島にも共通する指摘ではないで
しょうか。
　例えば、私が出入りしている田村市都路地区の
帰還率はかなり高いです。では、それで万々歳か
といえばそうではありません。地域活動を支援す
る職に就く市外出身の若者に聞いたところ、総じ
て住民の熱意が乏しい、という感じだそうです。
確かに人は戻ってきました。ただ、住民同士で何
かしようという動きがなかなか湧き起こらない。
座談会などを開催していろいろ働き掛けてみるも
のの、住民が自ら動いて何かするという状況には
ない、というのです。その背景には、地域で暮ら
す意味、アイデンティティを見出すことの難しさ
があるように思います。
　こうみると、故郷に戻ってからの回復こそが大
切なのかもしれません。ただ、復興施策からそれ
は完全に抜け落ちています。もし政府が「回復」

という言葉を使うとしたら、戻ることをもって「回
復」とみなすでしょう。けれども、地域社会の持
続性の確保を考えるのであれば、アイデンティ
ティの「回復」にも目を向ける必要があります。
それこそがあらゆる地域活動の基盤となるのです
から。このことをどう政策に織り込むか、難しい
課題です。
　「回復」にはいろいろな局面があります。その
一つに、やや抽象的ではありますが、アイデンティ
ティを含めてよいのではないでしょうか。それは
心の問題にとどまらない、社会的な広がりをもつ
概念です。例えば、他者と触れ合う場を設けるこ
とは、コミュニティに関わっている感覚を取り戻
すことにつながるかもしれません。共同作業を伴
う生業はその重要なツールとなり得ます。こうし
た支援を意識的に行わないと、地域住民が「イニ
シアティブ」を発揮するところまで行き着かない
のではないでしょうか。
長谷部　だから、基盤にアイデンティティがあっ
てのイニシアティブということですね。
早尻　そうですね。それがないとイニシアティブ
も絵に描いた餅に終わります。
長谷部　アイデンティティそのものがどんどん
摩滅しているように思いますよね。
早尻　長谷部先生も最初のほうに南相馬の話題
でお話しされていましたね。
長谷部　時間がたてばたつほど、なえてくると。
早尻　そこにお金の問題も絡んでくるというこ
とでしょうか。
友澤　2016年 2月の研究会で、山本信次さん（岩
手大学）が、原発事故による被害の特徴として「自
己統御感の喪失」があるという指摘をされていて、
とてもぴったりくる表現だと思いました。
　この表現は、農林水産業に携わる人に限らず、
万人に当てはまる概念だと思うんですね。どこで
どのように暮らすにしても、自分自身の尊厳を保
つためには、自分で自分のことができるという感
覚が取り戻せるということは必須条件だろうと思
います。
　いまの田村市のお話からも感じられるのです
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が、おそらく誰もが、かつてあったものが二度と
戻らないということを、もうわかっているわけで
すよね。二度と同じ生活はできない。同じ家に戻っ
ても、周りの人はいないし、畑もインフラも買い
物の便も以前とは違う、放射能汚染もあちこち
残っている。だから、元に戻ることは根本的にで
きないということをみなさんわかっておられて、
それでも戻ってきた人たちがもう一度何かを始め
るというときに、何かを自分で決めていける、自
分でハンドルを握っている感覚みたいなものを、
どういうふうに支援していくのかという視点が大
切なのかなと思いました。こうしたことはすでに
何度も、現場からも研究者からも指摘されてきた
ことでしょう。それが国の復興政策と全然結びつ
かないことのやるせなさに多くの方が悩まされて
いて、そうこうしているうちに、だんだん震災の
報道も減ってきて、という時期に入っていますね。

2　今後をいかに展望するか

「オルタナティブ」の可能性

長谷部　そういう状況になぜなっているかとい
うと、少し厳しい言い方だけれども、こういうふ
うに政策を変えるべしというオルタナティブの提
案がされているように私は思えないんです。オル
タナティブは今何かありますかね。
早尻　林業の現場からオルタナティブな政策が
出てきています。少し前まではある一つの森林組
合が孤軍奮闘して、最近ではこの組合を含む避難
指示区域のある五つの森林組合が協定を結び、国
に政策提言を行っています。
　ご承知の通り、放射性物質で森林が汚染された
ことで、震災以前と同じ内容の森林管理はできな
くなりました。特に阿武隈高地の特産品であるし
いたけ原木の生産は、セシウム 137の放射能が
10分の 1になるのには 200年かかるという状況
では、いつ再開できるか全くめどが立ちません。
ただ、森林には水源かん養や土砂災害防止など国
土保全に関わる公益的機能があります。それは汚
染されたから失われるというものではありませ

ん。
　森林管理を続ける必要はここにあります。五つ
の森林組合はこの問題に対処するための施策を具
体的に国に提示しています。注目したいのは、こ
こで国や東電に求めていることが損害賠償ではな
いということです。そこでは、国土保全という観
点から森林管理を再開し、それを継続できる体制
のあり方について、森林組合がその担い手となる
ことも含め、具体的な政策提言が行われています。
長谷部　回復支援なり回復責任なり、そういう
こと。
早尻　そうですね。震災直後は組合経営をいか
に存続させるかが切実な課題だったのですが、最
近では地域林業をどう立て直すかという組合経営
を超えた課題にも向き合い始めています。県や市
町村は、こうした森林組合によるボトムアップ型
の政策提言を好意的に受け止めているようです。
国がどう受けとめているのかはよく分かりません
が。
長谷部　友澤さんは、今の状況を変えるのにど
こから切り込んでいくのが力になっていくとお考
えですか。
友澤　オルタナティブという言葉は本当に魔法
の言葉だと思います。黙らせる力もありますね。
「オルタナティブはありますか」と言われたら、「え
えっと…」となるというか。
長谷部　なるほど。そういう効果もあるわけね。
友澤　そして、「じゃあ、それが出ないならもっ
と考えてください」というふうに突き放すのにも
使えてしまう言葉ですよね。
長谷部　もちろん時間はかかるし、人さまざま
だというのはあるけれども、黙っているわけには
いかないんじゃないですか。
早尻　友澤さんのご指摘はもっともだと思いま
す。「では、あなたは他に何か案を持っているの
ですか」と問い返されると、つい黙り込んでしま
いますよね。それにはまってしまうと、私たちは
途端に身動きがとれなくなります。農林漁業に従
事する人々は自然に対峙する中で得てきた経験に
自信があるし、それを踏まえリアルな主張ができ
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ます。また、それを代弁してくれる協同組合もあ
るので、ある程度はこうした問いにも対抗できま
すが。そういう境遇に恵まれない人々にとっては
かなり厳しい問いですよね。
友澤　まずは、一つ一つの要求を続けられるか、
それを周囲も支援できるかどうかですよね。公害
でも、最初の動きというのはごくわずかな人たち
が直接、市役所や会社に出かけて行って訴えるこ
とから始まっています。
長谷部　さっきおっしゃったイニシアティブね。
最初の時期にたくさん発揮されたイニシアティブ
というのはそういうことね。
友澤　オルタナティブをとりわけ渦中にいない
者がポンと出すことは非常に難しいです。たとえ
ば、コンビナート由来の大気汚染と海洋汚染に悩
まされた三重県四日市市では、大気汚染公害を国
が認定する前から、市のレベルで公害認定と医療
補助を始めています。それはやはり当事者ならで
はの要求というものを、現地の状況の中で受け止
めて始まったものだと思います。
　ただ、だとすれば、何か要求が出てきたときに、
それを理解しうまく活かすことのできる周囲の認
識の深化、刷新というものが絶対的に必要だとは
思います。私は、特定の地域に通ってまとまった
調査をすることはできていませんが、せめて、報
道やテレビ番組などなんでもいいので情報は取り
入れて、認識を絶えず作り替えていくことを続け
るしかないかなと思っています。
　いかに人が人のことを理解できないか。これは
教育システム上の課題なのかもしれませんが、つ
まり、一種の同質性の中でしか教育が行われず、
出自や暮らし方が違う人のことを想像する機会に
乏しい社会が問題の根元にあるように感じます。
飯舘の方たちが映像を通じて吐露された気持ち
は、日本の社会というのは何なのかということを
教えてくれますし、いまここにいる私たちは、そ
の内容をおおまかに共有はできますけれども、た
とえばこういう話を官僚や企業の方に伝えたとし
ても、返ってくるものが少ないということが一方
にあるので、どうしたらいいのかと、ほんとうに

私もわかりません。
早尻　国は「寄り添う」とずっと言ってきたけど、
実際はそうなっていませんね。
長谷部　というか、何に寄り添うのかという、
そこのところですよね。
早尻　寄り添うとか取り戻すとかいろいろな言
葉を使うけれども、例えば、東電の損害賠償をみ
ても、その窓口の担当者はコロコロ変わるわけで
す。賠償請求を代行する森林組合の職員は、その
たびに林業のイロハを担当者に説明しないといけ
ない。息の長い支援を必要とする土地、生業、コ
ミュニティの回復に本当に伴走していく覚悟はあ
るのか。地域の人々が疑問を感じても仕方がない
と思います。細かい点でいえば、そういうところ
も改善していく必要はありますね。

五つの回復：権利・生活・安全・コミュニティ・
生態系

長谷部　最初に少し紹介しましたが、原発事故
被災地再生研究会の研究のまとめとして、アク
ションとして今行うべきというものを幾つか提案
しようと考えているのですが、「回復」という目
標と「イニシアティブ」という大きな課題をベー
スに考えています。
　最初の一つが、被災者の権利・人権を回復しよ
うという視点です。先ほど言いましたように、あ
る日突然避難しろとか言われて、それぞればらば
らに出て行って、そこで生活を営んで、除染も終
わったしハードもできたから戻れ、戻らないなら
ここでおしまいよという仕組み、そういうのは市
民としての人権がほとんど確保されていない。そ
こを確保するような政策を考えよう、例えば二重
の住民登録を実現する。
　それから、バーチャルな議会。つまり、私はも
と住んでいた土地とつながっているよと言いなが
ら、距離があってそこでの行政的な意思決定に参
加できない。住んでいる場所での行政的な意思決
定に参加しつつ、つながっている先での行政的な
意思決定にも参加できる。バーチャル議会と言う
と難しそうな感じがあるかもしれませんが、何か
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そんな仕組みをつくるとか。それが市民としての
権利を回復するための仕組みとして必要ではない
か。これからもう少しちゃんと詰めますけれども、
それが一つの柱になっています。
　もう一つの柱が、生活の回復です。日常性の回
復のための政策。これは若干アクロバティックで
すけれども、損害賠償ではなくて、むしろ福祉
政策として被災している人を支援するというふう
に、枠組みを大幅に組みかえたらどうか。つまり、
福祉政策というのは困っている状況に応じて、そ
のニーズに応えるように対応するわけですよね。
誰がお金を負担するかについては、税金なのか賠
償金なのか、それはいろいろあるかもしれないけ
れども、対応そのものは福祉ではないかと考えま
す。
　逆に言うと、被災者に対しての生活再建の支援
ができないのは、福祉政策一般が十分に充実して
いないからではないかということです。困難に遭
遇している人の回復プロセスを支えるという福祉
の原点のもとで、福祉政策を格段に充実し、その
なかに被災者の回復というニーズに応えるような
仕組みを埋め込んだらどうかというのが 2番目で
す。
　3番目に、安全性の判断を誰がするかというこ
とについてイニシアティブが回復されていない。
つまり、避難解除、安全ですと誰かが言うこと
と、被災者がもう帰ることのできる状況になって
いるというのとは違うのではないか。どういう状
態が安全かというのは人によって違うと思うんで
す。乳児を抱えているお母さんの立場と、ちょっ
と言葉は過ぎるかもしれませんけれども高齢者と
では、安全という感覚自体も随分違うはずです。
その判断もイニシアティブを持って決める。それ
をどういうふうにするかというのはもう少し詰め
なければいけないでしょうけれども。つまり、国
と地方公共団体が安全宣言して避難の要否を決め
る、それは違うのではないかというところです。
　それから、被災地の回復の中で特に大事なのは、
やはり自分たちで決めるということです。先ほど
早尻さんがおっしゃったように、自分たちで決め

ざるを得ない人、土地に根差している人は自分た
ちで決めているだろうと思います。でも、そうで
はない、だけど生活をしていく人についても、ど
ういう形で地域を回復していくかを自分たちで決
めるための仕組みとして、コミュニティ単位で基
金のようなものをつくって、その基金で地域の回
復をどういうふうに図るかという計画を立て、具
体化をする、そういう仕組みが有効ではないかと
考えています。
　その基金は今の福島復興のためのお金の一部を
回してもいいし、東電の賠償金を投入してもらっ
てもいいし。長期的な期間、自分たちで地域を回
復するのに必要なお金を用意し、お金の使い方も
自分たちで決めてもらう。これは考えようによっ
ては、地方公共団体のミニ版。むしろ一番プリミ
ティブな自治なのかもしれません。そんな仕組み
をつくったらどうか。
　5番目に、それこそ生態系の回復です。生態系
の回復に関しては、いろいろな調査をされている
かもしれませんけれども、具体的なプログラム
がないだろうと思います。やはりそこはもう一つ
きっちりやらないとまずいのではないか。
　これとも関連するのですが、廃炉事業が実施さ
れる土地と中間貯蔵施設の敷地、あの区域をどう
扱うかに関しては、地方自治制度との齟齬がある
ような気がします。中間貯蔵施設と廃炉事業につ
いては自治体が一切タッチできない、そうすると
それに対しては住民のコントロールが働かない。
これは困ることで、周辺の住民の人々が、その区
域がどうマネージされているか、どう変わってい
るかというのを、コントロールまでは言わないま
でもその扱いに関与できる、あの特殊な区域の扱
いについての特別な仕組みが必要ではないかと思
います。具体的に考えていくと制度上難しいとこ
ろに直面しますけれども。
　その五つプラスアルファぐらいのことを手がか
りに、本当の回復に向けたプロセスを推し進める
ような取っかかりができないかなと思います。た
だ、そこがどこまでリアリティーがあって、ある
いは現実に被災に遭っている人々の考えとマッチ
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するかどうかというのも気にはなっていますけれ
どもね。
　今、そんな着地というか、できることはそこま
でかなというぐらいのことを考えているのです
が、いかがですか。

政策を変えることができるのか？

早尻　まず、私が少し手を入れた五つ目の生態系
の回復についてコメントします。強調したいのは、
生態系という空間ではなく、人と自然の関係性を
回復するという点です。汚染された森林を国は基
本的には放置するという方針を採っていますが、
私は可能な限り手を加え続けるべきと考えていま
す。今は使い道がなくても、将来、放射性物質を
効率的に取り除く技術が開発されたり、新しい需
要が発生したりする可能性は十分にあり得るから
です。放っておけば何の使い物にもならないけれ
ども、被曝を防ぎつつ森林整備を続ければ、資源
利用の可能性は保持されます。このように「可能
性の束」として森林を捉えると、生態系の回復と
いうのは大変重要な意味をもちます。
　一つ目の権利論アプローチは、まさに定住権に
関わる話です。生まれ育った場所で暮らし続けた
いという思いは最大限尊重され、保障されなけれ
ばなりません。それが現実にできていないわけで
すので、ここで改めて指摘しておくのは重要です。
　四つ目のコミュニティ基金は、「イニシアティ
ブ」に関わってきます。コミュニティの復興にお
ける住民のイニシアティブとは、住民自身が地域
課題の解決の主体となることだと思います。だと
すれば、こうした地域住民の活動を支えるコミュ
ニティ基金はどうしても必要です。すでに似たよ
うな取り組みを進める地域もあるかもしれません
ね。
友澤　長谷部先生のお話は、福祉に関する政策は
所管として厚労省に頑張ってもらうというような
イメージでしょうか。
長谷部　まあ、前面に出てくるのはそこでしょ
うね、やはり。今の福祉政策そのものが極めて不
十分だからこんな状況になっているのでしょう。

本当に充実した福祉政策が基盤にあれば、原発事
故で被災した人が避難したとしても、その場でそ
の仕組みの中で生活を回復するプロセスをたどっ
ていける、そういうことになっているのではない
でしょうか。それができてないでしょうというこ
とです。
友澤　公害で被害を受けた人の施策、救済という
のは環境省がずっと担当してきた経緯があります
が、その中にウェルビーイングの発想はあまりな
いように見受けられます。その状態は、原発事故
でも全く同じです。人一人、あるいは一世帯、そ
の家族をどのように支えていくのかという、時間
的継続の視点がないというのはおっしゃるとおり
だと思います。行政側からは「そんなことまでやっ
てられない」「ほかにやることがいっぱいあるん
だ」という声が聞こえる気もしますが、果たして
それでいいのだろうかということですね。
　私はおっしゃっていただいた点そのものに批判
はないですけれども、根本的に変わらないとだめ
ではないかと思っているのは、中央省庁や大企業
などの強い力を持つ立場にある人のあり方、発想
が変わらなければ政策は変わらないと思っていま
す。被災地にいる方たちは疲弊を重ねているわけ
で、提案を届ける相手は別のところに（中央に）
いるのではないかと。
　たとえば政策の担当者は、被災した人たちとど
れくらい対面する機会があるのでしょうか。足尾
銅山鉱煙毒事件の原因企業の古河機械金属の社員
の方たちが、研修で、被害地である下流域に自ら
足を運んで、農業を手伝ったりして、どんな被
害が起きたんだろうと考えたことがあっただろう
か。今までないんだそうです、それは。ぜひやっ
てほしいと社員の方に伝えたことがありますが、
いい返答はありませんでした。でももし、人間が
人間の顔を見て考えはじめることができれば、何
か変わるのかもしれない。
　あまりに単純素朴に過ぎる発想ですが。でも、
こういう意味のことを、「人権の回復」などの概
念にすっきり言い換えてしまうと、理念上のお題
目を取り入れておしまいというふうになってしま
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うので。職務をまっとうするために、何が起きて
るのか全然説明してくれなくて、突然来て帰って
いった測定器を持っている人たち、「ここを動か
さないと地域が回復しないけどどうするんだ」み
たいに恫喝する人たちを、被災者はたくさん目撃
してきたと思います。そうすることに疑問を持っ
て、少しずつでも振る舞いを変えることができる
人を育てる必要があるのではないでしょうか。す
ぐには変わらないかもしれないけれども、何かそ
ういった面でできることはないのでしょうかとい
うのが私の思いです。
　それから、被災地再生の議論から抜けがちな話
題として、二つ疑問に思っていることがあります。
まず根本的に抜けていると思うのは被曝の管理で
す。放射性物質のゆくえの管理ともいえます。放
射性物質を垂れ流したわけですから、今、被曝の
可能性を全世界の人が持っているわけですよね。
放射性物質がどういうふうに移動して、今どこで
どうなっているのかということをきちんと把握す
る責任は国にこそあるし、国だからできるのに、
総合的な調査をやっていないということは問題だ
と思います。それは水俣でもそうです。患者さん
がどこにどのようにいるかという悉皆調査を一度
もやってないということです。
長谷部　それは本当にそうだ。確かにやってな
い。
友澤　よく言われることですが、福島県は事故前
まで首都圏をはじめ全国に農林水産物を供給する
大事な役割を担っていました。事故後は JAなど
で徹底して放射性物質検査をされているので、む
しろ安全だとおっしゃる方もいます。しかし、県
境を越えて、違う地域に行くと、そこまで徹底し
た管理は行われていない。事故直後に、シイタケ
の原木や、牛の餌を通じて牛に出ましたよね。そ
ういうことが今ももしかして起きているかもしれ
ないのに、きちんと把握されているのでしょうか。
　国家として被曝を全然管理していない。だから、
海外諸国が日本産品に輸入禁止措置をとることに
は一理あります。過剰に心配しているとか、そう
いう話ではないと思います。

　もう一つは、廃炉です。国は廃炉作業員の方た
ちの雇用に責任を持ってほしいということです。
今は原発で働く作業員はおおむね年間 50ミリ
シーベルトの上限とのことですが、作業員の方た
ちは、自身の被曝線量を、今日は 0.1食った、今
日は0.3食った、というふうにずっと積算していっ
て、上限に達すると作業から外れなければなら
ない。収入手段がなくなって放り出されて困って
しまう。雇用がまったく不安定です。また、原発
に関する専門的知識を持った人が働けなくなって
いって、新しい人がぽっと来て、知識が不十分な
まま危険な目に遭うようなことが増えると懸念さ
れていますね。かつ、廃炉のために働いている人
の中には、福島出身の方も多く、福島のためにと
いう思いを持っていたりするわけです。そういう
思いに報いるような働き方が確保されないまま、
廃炉が無理やり進んでいる印象を受けます。そん
な状態で、何十年と続く廃炉作業をどう回してい
くのか。危険手当を 1万円ふやしても中抜きされ
て実際の作業員の懐まで全然行かないとか、そう
いう問題が依然としてあると聞きます。しかも廃
炉作業は今後、福島だけではなくて、美浜もまた
作業が始まりましたけども、古くなったところは
停止して解体を始めていかなければいけないはず
です。ですから、100年先に原発をどうしていく
のかという政策を、一方ではきちんと立てて、そ
のためにどうやって安定的な雇用を維持するかと
いうことを、国がきちんと考えていかないといけ
ないように思います。
早尻　最後のお話は、二つ目の環境安全管理の個
所に含めることもできるかもしれません。
長谷部　そうですね。確かに抜けている議論で
すね。

それぞれの取り組みたい課題

長谷部　では最後に、この問題に取り組んでい
く中でどういうことが見えてきた、あるいはこれ
からこれと取り組みたいとか、そういうことをそ
れぞれお話ししていただいて終わりにしたいと思
います。
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早尻　2013年の春に福島を訪れて以来、森林、
林業、山村の再生問題をずっと追ってきました。
その中でみえてきたのが戦後日本の国土利用の矛
盾でした。国が、慣れ親しんだ地域に住み続けた
いと望む避難者の気持ちに応えてきたようには思
えません。自己責任論が私たちの社会に隅々にま
で行きわたる中で、「戻る、戻らないは本人の自由」
といった避難住民を突き放す論調も珍しくありま
せん。
　ここで北海道庁が実施した道民対象の意識調査
を紹介したいと思います。道によれば、現在住む
市町村に「できれば住んでいたい」と答えた道民
の割合は 1988年以降、ずっと 7割台を維持して
います。しかし、現実には札幌一極集中が加速化
し、現在では道民の 3人に 1人が札幌市民です。
この状態をどう捉えるべきでしょうか。好きで札
幌に移住していると捉えるか、それとも、意に反
しやむなく移住していると捉えるか。二つの考え
方があり得ます。私の考えは後者です。道民の願
いに応えることができないような国土利用体系、
それこそが問題だと考えるわけです。
　これは帰還問題とも関わる話です。「戻らない」
のではなくて「戻ることができない」という表現
のほうが、事態を正確に捉えているのではないか。
故郷に戻りたいと願う人の気持ちにどれだけ政策
は応えてきたのか。疑問は尽きません。本気で帰
還を進めるのであれば、「フロー」や「ストック」
だけでなく、地域の暮らしを支え、生活に張りや
彩りを与えてきた「社会関係資本」や「自給」、「循
環」といった資産の回復にも目配りする必要があ
るように思います。
　今回の座談会で、私は生業の回復の必要性を繰
り返し指摘してきました。生計の糧を得るための
働く場所をつくるという意味だけでなく、生業
を通じ住民が再び結び付くことで、アイデンティ
ティを回復することができるのではないか、と考
えるからです。それは、息の長い取り組みを必要
とする復興において、地域住民がイニシアティブ
を発揮するための必要条件だと思います。
友澤　早尻さんのお話を伺って、国土計画がここ

まで来ているのかと目を見開かされた思いがして
います。根本的には、やはり近代社会のあり方が
がたがたに崩れてきているんだなと、改めて今日
勉強になりました。
　現代の科学技術社会が生み出した商品は、時間
というものをすべて無駄なものというふうに切り
捨てる価値観に貫かれてきましたよね。日用品の
CMを見ていても、メイク落としも、ふろ場のカ
ビ取りも、食器洗いも、こすらずつるん、みたい
にです。30分で何品作りますという「時短社会」
ですよね。その傾向は、人の発想からしぐさまで、
全てを変えてきたと思います。もう山手線を 3分
待つのもダルイというような。だから意思決定に
も時間をかけることができない。もっと時間をか
けて考えなければいけないのに、では 3年間の間
に水俣病被害者は申請をしてください、ハイ締め
切ります、みたいな事態があちこちで起きる。
　即効性のある政策は全然思いつけないけれど
も、人間社会が何万年か続いてきたとしたら、そ
れは誰がどういうふうに続かせてきたのかとい
う、人間社会がどういうふうに成り立ってきたの
かという問題ですね。多分、今回、根こそぎになっ
たことで、その一端が見えた。多くの人が「普通
の暮らしがよかったと気づいた」と語っては涙を
流されたはずです。そういう瞬間瞬間にあらわれ
てきたような人の営みのあり方というものを知り
たいし、伝えたいというのはあります。
　なかなか取材に行けていない日頃ですが、行け
なくても、映像を見たり、取材記事一つ読むだけ
でも、その向こうにやはり誰かの肉声が聞こえる
とは思うんです。それを明日の政策には活かせな
くても、10年後に官公庁で働く人の心の中に残
すことはできるかもしれないですね。
長谷部　何か、ため息が出てくる情況ですね。
早尻　緊急対応の局面は終わりましたが、だから
といって 5年、10年というように区切るのもい
かがなものかと思います。被災地の人にとって、
切りのいい年数などないのですから。
長谷部　というか、人間はそんなものではない
ですよね。
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早尻　そう思います。でも、政策はそう動いてい
る。
長谷部　画一的でもなければ、行ったり戻った
りいろいろしながら進んでいくはずなんですけれ
どもね。
　では、私も最後に申し上げておきたいのですけ
れども、私は、今回、政策の失敗を痛切に感じま
した。福島の政策の失敗もありますけれども、水
俣病との比較の中で、水俣病での政策がどういう
ことか。公害対策が典型ですが、過去にも大きな
失敗があった、それが全然活かされてない、本当
に活かされてないという思いがあって、「なぜこ
んなに政策の失敗が続くのだろうか。変わらない

のだろうか」と不思議に思います。なぜかという、
そこを知れば、いま起きていることの根源が少し
ずつわかってくるような感じがしています。
　その根源を変えていく論理のようなものを考え
ないと、それこそウェルビーイングは実現できな
いのだろうな、人は道具にしかならないというの
がずっと続くのだろうなと、今回研究してみて痛
切に感じました。研究会の活動は終了するので
今後どういう状況の中でできるかはわかりません
が、その課題に取り組むことが次のステップでは
ないかと考えているところです。

（2017年 10月 28日実施）
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記録の力　―年表とアーカイブズ―

出席者

堀川　三郎（法政大学社会学部教授）
小林　直毅（法政大学社会学部教授）
清水　善仁（法政大学大原社会問題研究所准教授）

進行

長谷部俊治（法政大学社会学部教授）

1　これまでの研究成果：記録の力をめ
ぐって

長谷部　サス研の研究活動には三つの柱があり
ますが、その一つが「年表とアーカイブズ」です。
それに関しての研究成果の確認、特に共通のテー
マである記録をめぐって、記録の力を活かすとい
う意味でどういうことが既に達成されているか、
あるいはそれを活かすためにどういうことに取り
組まなければならないか、お話しいただきたいと
思います。

原子力総合年表ジュニア版（仮称）の編纂：年表
という方法

長谷部　『図説原子力総合年表』の編纂が進んで
います。少しだけ私のほうからお話ししますと、
『図説原子力総合年表』の前に『原子力総合年表
―福島原発震災に至る道―』（原子力総合年表編
集委員会編、すいれん舎、2014年 7月発刊）が
既に刊行されているわけです。サス研設立以前か
ら編集が続いて、刊行に至ったという経緯があり
ます。その本に、そもそも年表とはどういうもの
であるか、『原子力総合年表』の特徴や狙いは何
かが、次のように書かれています。

　「社会科学の課題としては、歴史の徹底した検
証のための基本的データを集積・整理し、広く公
論形成と学問的研究の共通基盤を確立すること
が、優先的課題のひとつになる。」ですから、学
問的研究だけではなくて、公論形成というところ
が割に重視されているなと思いました。「そこで、
日本の環境社会学で蓄積されてきた問題解明の方
法としての年表作成、つまり方法論の一つという
アプローチを原子力問題に適用し、原子力をめぐ
る諸問題と政策と運動についての歴史的基本的事
実を整理する。多角的な関心と視点に基づくさま
ざまな検討・研究の共通基盤になるような学問的
素材を形成し、広く社会に提供する。」
　そして、七つの特徴を挙げていまして、一つが、
日本、世界各国の原子力問題の歴史的経過を包括
的に把握すると言っています。それから 73の年
表に分けている。視点を絞ったものと包括性。そ
ういうことで大局的展望の確保と重要事項につい
ての詳細な確認をできるようにしようというのが
2番目ですね。
　第 3に、日本国内の原子力施設のサイトごとに
個別年表を作成するということで、サイトごとに
さまざまな検証あるいは情報提供できるようにし
よう。第 4に、世界的な動向を把握するために、
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主要諸国について各国別年表を作成する。それ以
外にテーマごとに、例えばエネルギー政策、重大
事故、訴訟、被曝問題、放射性廃棄物問題、そう
いう政策課題に直結するテーマ別年表をつくる。
73の年表が幾つかの視点で総合的に組み合わさ
るようなことになっている。さらに、共通して出
典を付記するということ。詳細な索引を形成して
使用の利便性を高める。非常に完成度の高い年表
が発刊されているわけです。
　その成果を受けて、『図説原子力総合年表』の
編纂がサス研の特に後半、ここ 3年ぐらいの活動
として展開されているわけですけれども、その編
纂作業についての方針なり成果について、まず堀
川さんからご紹介いただけませんでしょうか。
堀川　まず年表についてお話をします。大きく分
けると、三つお話をすることになると思います。
まずは、年表という方法とは何かということ。今、
「図説」と言われましたが、現時点では正確には『原
子力総合年表ジュニア版（仮称）』ということに
なっています（最終的な刊行時の書名は『原発災
害・避難年表―図表と年表で知る福島原発震災か
らの道』すいれん舎）。その年表の成り立ちにつ
いてのお話が 2番目。3番目は、この『ジュニア版』
の編集方針とはどういうものであったのかという
ことです。
　第 1番目の年表という方法は、先ほどの長谷
部さんのお話と重複するところもありますが、大
切なポイントなので私の口からも改めてお話し
します。まず、年表というものが東アジア固有
の表現形式だということです（Masayuki Sato, 

“Comparative Ideas of Chronology,” History 
& Theory, Vol. 30, No. 3, pp. 275-301, 1991）。
これは日本人の僕らからすると、「えっ？」と思
いますけれども、西洋に年表は存在することはし
ますが極めて数が少ない。彼らの歴史認識にとっ
ての主要なツールは、論文や本という形で語りお
ろすか、アトラスという歴史地図という手法が主
流です。
　ところが東アジアでは、年表がごくごく当たり
前に出てくる。それはなぜかということは歴史哲

学の領域にかかわるので、ここで詳論することは
避けますが、簡単に言えば、東アジアでは異なる
王朝が併存していて、王朝ごとに異なる年号が存
在していたことに関係しています。例えば「平成」
という年号は、ネーション・ステートである日本
の枠内においては意味をなすけれども、それは台
湾や中国に行くと、「何なの、それは」というこ
とにしかならない。だから、日本の「平成」とい
うものが、中国や台湾や韓国の王朝にとって、い
つの時代に当たるのかという歴史コンバージョン
テーブル（換算表）が必要となってきます。年表
はそのために生み出されたのだというのが、歴史
哲学の最新の成果の一つです（詳しくは、佐藤正
幸『歴史認識の時空』知泉書館、2004を参照）。
　僕らはあまりにも年号や年表というパラダイム
に埋め込まれ過ぎているから、世界中で年表があ
るんだろうと思うかもしれないけれども、東アジ
アの文化圏の外に出ると、意外に年表がないとい
うことが見えてくる。ですから、漢字文化圏にお
けるいわば換算表として機能していた。年表は司
馬遷の時代からの長い歴史を持っている東アジア
に固有の表現形式であったわけです。この伝統を
受け継いで何かやってやろうというのが、僕らの
企画であるということです。
　次に年表というのはどういうものなのかを論理
的に考えてみると、歴史的な事象と年月日という
二つの変数間の関係を記述した、それだけで既に
論理的分析形式を持っているものです。その特徴
は何かというと三つぐらい言えるでしょう。
　一つは一覧性があるということ。論文でずらず
ら何百ページも読んでいくのとは違って、見開き
で、ある程度の時間的な推移の中で事態を見るこ
とができる、一覧性があるというのが第 1の特徴
です。
　第 2の特徴は、比較可能性が高いということで
す。韓国、中国、日本、台湾というふうに四つの
欄をつくったとしたら、同じ 2017年の 10月と
いう段階で、「台湾では脱原発にかじを切って動
き出している」けれど、「安倍政権は再稼働に進
み出そうとしている」ことが同時並行的に進行し
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ていると、即座にわかる。一覧性があるだけでは
なく、比較可能性が確保されているのが大きなポ
イント。これが第 2点目です。
　第 3点目は、一枚の年表から複数のストーリー
を構築可能だということです。これは小林さんの
放送アーカイブスという領域にもかかわってくる
かもしれませんが、シーケンシャル、つまり時系
列に頭から順番に読み下していく論述形式だと、
著者の解釈をそのまま聞いて受け取るしかなく
なってくる。複数欄あると、この事件［A］がこ
れ［B］を呼び覚まして、これがこうなるでしょ
うという、逆くの字型に展開するストーリーを清
水さんが考えつくとする。ところが長谷部さんは
それを、いやちょっと待てと。これ［A］からす
ぐ直下のこのこと［C］が起こって、それからこっ
ち側に行ってこう行ってという、逆まんじ型みた
いな形の解釈をする。そうすると小林さんが、もっ
と違うものを考えつく。
　そうやって、確かに編者が選んだという意味で
は恣意的なテキストではありますから、客観的だ
なんて到底言えないけれども、それでも、共通の
そのテキストを母体に、異なる解釈を許容し得る
論述の形式である。これが年表の非常に大きな特
徴だと思います。つまり解釈の多様性を保証し得
る形式なのだということができると思います。
　では、今述べたように年表の論理構造と特質を
明らかにした上で何が言えるかというと、データ
ベースの一形式だと言いかえることが可能なので
はないかと思います。ここで舩橋晴俊先生の構想
につながってくるわけです。全ての研究の基盤
になるようなデータベースを提供するという意味
で、年表というのは非常に重要だ、だから年表班
がサス研の中に設置された、ということになると
思います。そこから新たな気づき、そして研究を
生み出し、政策の基礎となっていくような、その
知的基盤となる一つのデータベースとして年表は
構想されていたということになるでしょう。
　年表には、先ほどご紹介がありましたように長
い歴史があります。例えば 1977年の飯島伸子『公
害・労災・職業病年表』という記念碑的労作があ

ります。たった 1人でこれをつくるというのは、
本当に超人にしかできないという感じですが、東
京市政調査会藤田賞を受賞した大労作で、僕はこ
れで学部時代勉強したわけです。それを 30年後、
2007年に復刊しました。実はオリジナルは索引
がなかったんですね。飯島先生が年表の本体を執
筆することで力尽きてしまって、索引をつくると
ころまで行かなかったのです。そこで舩橋先生と
僕と、あとは関東学院にいる湯浅陽一さんの 3人
で一夏かけて索引をつくって、2007年にすいれ
ん舎から復刊しました。
　ところが飯島『公害・労災・職業病年表』には
大きな問題点がありました。この年表は極めて詳
細で、たとえば水俣病についての項目を見てみま
すと、水俣病問題に深い関心を寄せる小林さんが
喜んで読みふけってしまうというような感じの詳
細な年表ですが、詳細であるがゆえに一覧性がな
いんですね。だから、水俣病の歴史をちょっと振
り返ってみたいと思って見ると、相当水俣病につ
いてわかっている人が数日かけて読み解くのでも
ないかぎり、問題の全体像は見えてこない。詳細
に推移をたどりたいと思って力を込めてつくっ
て、飯島先生はつくり込み過ぎてしまったので、
かえって読者は「木を見て森を見ず」みたいになっ
てしまうという、パラドクシカルな展開があった
のです。
　ですから、その問題点をもう少しエレガントに
解決できないかというのが 2010年、舩橋先生と
僕らでつくった『環境総合年表』（すいれん舎）
というものです。方法的な革新がそこにはあった
のです。
　どういう方法的革新があったかといえば、まず
は各研究者に、自分の専門で超精密な年表をつ
くってもらい、それを集めてきます。その中から
編集委員が、各年表の中の重要なものをある一定
の基準でピックアップし、それを集めた「重要
事項年表」というものをつくって載せたのです。
「重要事項年表」は各分野の重要事項が集まって
いるので、戦後日本の重要な環境にかかわること
がそこで大体網羅されている。これで水俣病はや
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はり重要なんだな、じゃあもうちょっと水俣病に
ついて詳しく見てみたいというと、水俣病に関す
る個別詳細年表が控えている。こういう 2段構え
になって、一覧性と詳しさの両立を 1冊の本の中
で図ったということなのです。つまり方法的イノ
ベーションを達成したと、僕らは考えています。
　そんな工夫と思いが詰まった年表であっても、
日本語でしか発表していなかったら、読者はこの
日本列島にほぼ限られ、世界的には全く無視さ
れてしまいます。それで、今度はこれを英語版
にしようということで、長いので GWECと略し
ていますが、A General World Environmental 
Chronologyを 2014年にすいれん舎から出しま
した。
　もう、本当に過労死するのではないかというぐ
らい編集作業は大変だったのですが、それと同じ
日に『原子力総合年表』（すいれん舎、2014）も
発刊しました。この 2冊の編集の中心におられた
舩橋先生は 1カ月後に急逝されてしまいました。
　中国、韓国、台湾でも年表は依然としてつくら
れ続けているけれど、これだけ組織的な方法的革
新を伴った形で年表をつくっているのは恐らく日
本だろうと思います。今、東アジア文化圏固有の
表現形式である年表の先端を行っているのが、日
本であるということになるのです。それを先鋭的
に進めているのが僕らのサス研です。
　さて、大きな 1番、年表という方法は以上でお
話が済みましたので、2番目に入ります。『ジュ
ニア版』の成り立ちです。これは、2014年夏に
出した『原子力総合年表』の続編になります。前
編である『原子力総合年表』のテーマは、福島事
故へと至る道、3.11までを詳細に記録するのが
使命になっています。続編は当然、3月 11日以
降何が起こったのかを明確に捉えて記録として残
していくことが課題になります。
　実際には、亡くなられた舩橋先生が『原子力総
合年表』の続編をつくることも意識され、中学生
や高校生のような若い人たち、教育現場にこそこ
の年表の情報を届けたいと計画を立てておられた
のです。『原子力総合年表』は高いですし、分厚

くて、やはりある種のリテラシーを持った人にし
か読み解けないので、中高生に届けられるジュニ
ア版、普及版、あるいはビジュアル版みたいなも
のを構想されていたんですね。
　そのために特に若手を中心に編集チームを招集
し、ミーティングをやって、どういう本にしてい
くのか話し合いをしましょうと、舩橋先生は実際
に動いておられました。そこまで eメールで記録
が残っています。ところが、その実際の第 1回
編集ミーティングの直前に先生は亡くなられてし
まった。そこで、全く謙遜ではなく実力がないけ
れども立場上、僕が後を引き継がざるを得ないこ
とになりまして、それ以来、編集代表を務めてい
るというわけなのです。
　ですから、若者にいかにこの情報を伝えていく
のかというのが、この『ジュニア版』の成り立ち
から生まれてきた方向性です。2番目はこれでお
話が終わりました。

年表の編集方針：若者に焦点を当てた個人避難年表

堀川　三つ目、『ジュニア版』の編集方針につい
てです。ここで申し上げたいことは四つあります。
　一つ目は、基礎的な事実を提供するということ。
これは年表という形式で項目を厳選して年表を巨
大化させずに中高生の使えるようなものへと、何
とか質を下げずにブレークダウンしていくという
ことです。
　当然、中高生が『ジュニア版』を見て、もう少
し詳しく知りたいというときには、『原子力総合
年表』をお買い上げくださいという形で、二つで
連携していきます。というのは、『ジュニア版』
の場合には、総合年表と個別年表というすみ分け
がページの制約でそんなにうまくできないので、
本という単位ですみ分けをしようという工夫をし
ています。
　編集方針の特徴の第 2点目は、焦点としての若
者ということです。「若者に

0

」どう届けるかとい
うのが舩橋先生の生前最後のお望みでした。僕ら
はそれを受けて編集会議をやってきましたが、「若
者に

0

」どう届けるのかという、ある意味ではテク
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ニカルな、あるいは販売戦略的なものだけではな
くて、むしろ積極的に「若者を

0

」どう対象化して
いくのかというふうに展開すべきではないかとい
うふうに変わってきました。「若者に」から「若
者を」対象化するというふうに変わってきた。で
は、なぜ若者を対象とするのか。それは後で小林
さんに教えていただきたいポイントですけれど
も、マスコミの震災報道の中で、若者がブライン
ドスポットにいたのではないかと考えているから
なのです。
　母親と乳幼児が苦労しているということは絵に
なるし、ニュースにもなるし、切実な問題なので、
さんざん報道されてきています。それから、老人
も報道されてきています。老人が孤独死したとい
うのは幾らでも出てきますよね。ところが若者と
いうのは意外に欠落している。ここで若者という
のは、中学生から大学生ぐらいを指しています。
どうしてブラインドスポットになっているかとい
うと、若者は、乳幼児のように庇護されるには大
き過ぎるんですね。だけど 1人で自立して動いて、
自分で生活基盤を移して再度確立していくにはま
だ若過ぎる。つまり中途半端。ですから、若者に
焦点を当てて、その若者の問題を同時代の若者に
届けていくことが、今、とても大切な課題なので
はないかと考え、焦点を絞ったわけです。
　では、具体的にそれをどうやるのかというのが、
お話ししたいことの 3点目になります。『ジュニ
ア版』では、「個人避難年表」というのをつくり
ます。個人の避難の年表です。これは、抽象的な「避
難」という 2文字で代表させるのではなく、具体
的、固有名詞つきの避難の事実を提供しようとい
うことです。何万人が避難していますという抽象
化された数字に表象させるのではなくて、たとえ
ば堀川三郎君という若者がこういう苦労をして、
こんな仮設住宅に住み、結局、大学進学を諦めて
ここで働き始めているという、その青春の残酷な
1コマをきちんと記録することによって、「避難」
という抽象化された文言では見えてこない具体的
な痛みを、きちんと読者に理解してもらうべきで
あるということを考えてのことです。

　網羅的な情報、つまり避難している人たちがど
こに、何町村にわたって、何人が、何年時点で避
難していたか、これはこれで重要な情報です。た
だ、現状でそれが集められるかというと、僕らも
ずいぶんと検討してみたのですが、網羅的な情報
はどこにもない。集める組織・機構も用意されて
いない。それは、混乱の中で避難が始まったとい
う事実に起因することももちろんですが、同時に、
行政官庁が組織的にそういう情報収集をしたがっ
ていないからなのです。やりたくないと思ってい
るということが如実にあらわれていて、網羅的な
データは本当にない。それを集めようとすると、
それだけで本当に一大ライフワークになる話で、
水俣の被害の全体像が明らかになっていないとい
うことと全く同じ構造が、ここでも再生産されて
いる。これは後で論点になると思います。
　ですから僕らは、網羅することを断念せざるを
得なかったと同時に、網羅しなくてもやるべきこ
と、やれることはあるだろうと考えるに至りまし
た。それは、個別具体的な避難の問題点や、被害
の実態をイメージすることを可能にするような年
表をつくるんだと。つまり、金銭で補償してもら
うだけでは贖えないぐらい大変なんだよと誰もが
言うわけですけれども、具体的に被害の全体像は
何かというと、途端に言語化に困るわけですよね。
それを僕らは具体的な年表の記述の中で、「そう
そう、こういうことが困るんだよね。こういうこ
とが問題でしょう」というふうに、言葉にするきっ
かけになるような年表をつくろうと。格好をつけ
た言い方をすれば、「触媒としての個人避難年表
をつくる」ということです。
　網羅するかわりに、深くイメージができて、シ
ミュレーションして頭の中で本当にその人の人生
を生きて、これはたまったものじゃないなという
ことを読者に理解してもらえるような年表を目指
そう、こんなふうに考えたのです。だから、「個
人避難年表」は一つのストーリーとして構成され
ています。本人の言葉を重視し直接引用を多用し
ているので、極めて臨場感があって、幾つかの年
表は、本当に、自分にお子さんがいたら涙なくし
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ては読めない年表に仕上がっています。
　では、「個人避難年表」は個別具体的なものが
ただ並んでいるだけだと、やはり、さすがにまず
いので、さっきの「重要事項年表」と「個別年表」
の話と同じように、全体を俯瞰できる「避難年表」
というものをつくり、読者にある程度俯瞰した全
体像を見せて、その中で具体的に強制避難の例は
これ、それから自主避難の人はこれという形で個
人避難年表が並んで、一応の整合性がとれるよう
になっています。こういう方法的な革新を経て、
何とか個人の避難の実相を明らかにしようとして
います。
　最後に申し上げたい第 4点目は、チェルノブイ
リ事故との対比です。チェルノブイリの歴史は評
価が非常に難しい。プラスの評価もあれば、マイ
ナスの評価もあって、非常に複雑な問題で簡単に
評価はできません。ただ、極めて大ざっぱに、ざっ
くりこう申し上げたいと思います。チェルノブイ
リの歴史は、決して理想形でも褒められたもので
もない。でも、曲がりなりにも被害者たちを国が
最後まで面倒を見る枠組みが法律によって決めら
れ、彼らは就職や生活や医療費の支援を受けられ
る体制が、法によって明記され保障されている。
だめな補償スキームだけど存在している

0 0 0 0 0 0

。それと
比べて日本はどうなんだというふうに考えてみた
い。
　ちょっと格好をつけた言い方をすると、既に何
人か言っている人はいますけれども、チェルノブ
イリの歴史は福島の未来なのか、そうではないの
か。だめだめだけれども、チェルノブイリ並みの
ことを僕らはできるのか、チェルノブイリ以下の
ことしかできないのか、ここが問われている。そ
のためにこそ避難の実相を明らかにすることが、
本当に心の底から重要で必要とされることであろ
うと思います。こういう思いで『ジュニア版』の
編集をしてきたということです。
長谷部　明快に広範にご説明いただきました。
確認したいのですが、個人避難年表というのは何
人の方の年表になりますか。
堀川　正確な数は、編集の途中で落ちる可能性が

あるので、いま大体 12から 10ぐらいと考えて
ください。どうしてもプライバシーの問題があっ
て、最後の最後でやっぱり載せてくれるなという
場合があるので、落ちる可能性がありますけれど
も、マックス 12と考えてください。
　実は若者にフォーカスを当てたのに、なかなか
若者がつかまらないんですね。実は若者ではなく
て老人単身世帯のものも出てきたりしますけれど
も、ある種の多様性は確保できていると思います。
小林　個人避難年表はやはりインタビューをし
て、それで組み立てていく形で制作なさっている
わけですよね。そこにはやはり一つのライフス
トーリーが、当然のこととしてでき上がってくる
ということですよね。若者を相対化して対象化す
るというのは、さっきおっしゃっていた未来への
構図をどう描くかというモチーフが強く働いてい
るという理解でよろしいでしょうか。
堀川　そうですね。もっと言えば、脱原発であろ
うと原発に固執するのであろうと、いずれにしろ
今の若い世代は放射能汚染プラス、原発や核廃棄
物中間処理施設場と一緒にずっと生きていかざる
を得ない世代なわけですよね。その世代にとって、
起点となっている 3.11をどう捉えるのかという
意味でも重要だろうと思っているわけです。
小林　なるほどね。もう少し先のそれぞれのとこ
ろで、またお話しできればと思います。組み立て
としては、図らずも放送アーカイブにつながって
いくような四つの展開になっています。
堀川　それはなかなか心強い。実際には限られた
資源で、できることしかできないというふうに編
集は変わっていかざるを得なかったんですね。予
算も限られているし、時間も来年の 3月 11日に
は絶対に出さなければいけないだろうということ
なので。この方向でいいんだろうかとすごく迷い
ながらの道行きだったので、いわば暗闇の中で 1

人僕が船長でデッキに立って、これでいいのかな
と。
長谷部　作業に当たって多分二つ選択があった
んですね。焦点を若者に当てるという選択、それ
から焦点を当てるときに個別具体的に見ていこ
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う、網羅的に見るのは限界があるという見極め、
その二つが大きな選択だったんでしょうね。

放送アーカイブズの構築：すべての地上波 TV原
発震災報道を保存する

長谷部　では、後でまたその意義とか今後の展
開、活用の可能性に触れることにして、2番目に
放送アーカイブについてです。小林さんが以前に
書かれた論文のなかから、その意味を少しだけ紹
介します。
　「テレビアーカイブとは、テレビ番組やシーン
を単に何かの参考資料として蓄積するだけの保存
庫ではない。それは映像と音声の間断ない流れに
よって出来事を表象し、それを数多くの人々が同
時に視聴して経験することを可能にする、保存と
放送というテレビの技術に立脚した記録と記憶の
集蔵態、要するに集積され、所蔵された状態だ。」
（「解題：震災、原発事故とメディア」『サステイ
ナビリティ研究』第 5号、2015）これはなかな
かわかりづらい部分もあるので、放送アーカイブ
の意義とか、特に編纂、テーマをどういうふうに
選ぶか等を含めて、構築の方針をお話しいただき
たいと思います。
小林　放送アーカイブの構築も、振り返ってみ
ると、実は舩橋先生の深いご理解によって可能に
なった研究事業なのだろうと考えています。どう
いう意味で深いご理解をいただけたかといいます
と、この放送アーカイブというのは、ともかく放
送されている全ての番組を保存するという作業が
出発点に据えられなければ成り立たない作業で
す。
　これは技術的にもいささか大がかりになりま
す。当初、走り出しのころは環境報道アーカイブ
と言っていたのですが、原発震災以降、やはり原
発震災に特化した形での放送アーカイブに変わっ
ていくわけです。しかし、地上波の全ての番組を
ひとまず保存することに一体どんな意義があるの
かという問題は、同僚研究者の間でも、なかなか
理解が得られないところです。
　あらかじめどんな番組がどのチャンネルで何時

ごろ放送されるのかがわかっていれば、それだけ
を狙って録画機器を動かせばいいのですが、そも
そもニュースなどはどの番組で何が取り上げられ
るのかは事前にはわからないわけです。そうであ
れば、ともかく全てを一旦録画することが必要不
可欠な作業になります。あとからどのニュース番
組の、どこで、何が取り上げられていたのかを見
ていくという、そういう作業が初歩的にはまた必
要になってくる。これはもう果てしない作業にな
るわけです。
　実はちょうど 2000年代後半ぐらいから民生用
の機器として、それぞれの番組の主要なテーマ、
あるいは番組内でどのような人が登場していて、
何を取り上げているのかというような、放送にか
かわる基本データが配信されるサービスがスター
トしたわけです。地上波の全てのテレビ放送を録
画して、配信された番組情報と録画されたものを
リンクさせるシステムが開発されて、民生機器と
してそれが広く普及するようになり始めた。これ
を導入すれば環境報道アーカイブは構築可能だろ
うと。そういうことを以前から考えていて、それ
を舩橋先生にお話ししたら、「ぜひそういうもの
を使ってください」とおっしゃったので、そうい
うのを入れましょうと言っていた時期と 3.11が
ちょうど重なったということです。
　この放送アーカイブは立ち上がりが若干遅くな
りましたが、2011年の 7月にはそういうシステ
ム全体が稼働する状態になりました。そこで、主
要なニュース番組、それから実は当時はいわゆる
バラエティー番組の中でも、やはり原発震災とい
うのは非常に数多く取り上げられていたわけで、
そういう部分も含めて残していこうという作業を
始めたわけです。
　これはキーワードを幾つか設定すると、その
キーワードが含まれている番組とか、そうした
キーワードが取り上げられたシーンだけをうまく
切り取ることができるわけで、そのためのキー
ワードの選定も結構苦労しました。
　このキーワードの選定ということが本来的には
非常に重要な意味を持つのですが、あまりそこで
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不必要な時間をかけるわけにもいかないだろうと
いうことになりました。この際、それこそ網羅的
に多くすくい上げられるキーワードを考えようと
いうことで、「東日本」というのはつけずに「震災」
「復興」、それから津波がホットでしたから「津波」。
「被災地」と「被災者」にすると二つ設定しなけ
ればいけなくなりますので、「地」と「者」を取
り除いて「被災」ですね。「原子力」「原発」。略
語を使われるケースがあるので。あと、「放射能
汚染」とか「放射線」。これもまた 2通り使われ
るので、「放射」にしようと。「能」や「線」どち
らもこれで拾おうということで、「放射」にした
ら、「放射路」というのもひっかかってしまった
んですけれども。「放射路」は後で捨てればいい
ということで、「放射」というような形にしました。
それから、僕がもともと当時の研究テーマとして
いた水俣もこの際あわせて拾ってしまおうという
ことで、「水俣」も滑り込ませました。
　そういう形で、これらのキーワードによって
ヒットした番組、番組内のシーンを全て残してい
く。番組情報というのも定期的に配信されてきま
すので、それについては関連する学内の研究者に、
こういう番組が今週 1週間保存されていますとい
う情報を配信して、それで授業などで番組が利用
されるのであれば、そうしたニーズに応じて番組
あるいは特定のシーンを DVDなどの媒体におさ
めて提供しましょうと。そういう供用の部分もこ
のアーカイブの中には含まれています。
　やはりアーカイブというのは何なのかというこ
とを、つくづく考え続ける時間が続いたわけです。
それなりの人的コスト、財政的なコストを投入し
てこの研究を進めているわけで、一体何をやって
いるのだという、成果に対する厳しいまなざしが
あることは重々承知しつつ、それに耐えなければ
アーカイブはできないだろうと考える時間がつづ
きました。耐えるといいますか、一定の時間的な
蓄積がなければアーカイブにはならないだろうと
いう、ちょっとした我慢が必要だったわけです。
　幸い、RA（リサーチ・アシスタント）とかの
実務面を支えてくれているサポートチームにも恵

まれましたし、そうした人たちの忙しさも顧みず、
がんがんとリクエストも来るようになりましたの
で、これはこれで最小限度のことはできているな
ということを安心材料にして、６年、７年と進め
てきたわけです。これが放送アーカイブというも
のを構築する基本的な作業過程、それに対する学
内の研究者が一体どうかかわってきたのかという
最低限のお話です。
　やはり驚くほどいろいろなことがわかるように
なりました。順不同で少しお話しします。先ほど
の堀川先生のお話にどういう形で結びつければい
いのかというと、例えば一つ一つの番組なりコー
ナーを改めて見ていきますと、マスメディアの原
発震災報道の中では、確かに男性、女性を問わず
単身の若者がスポットを当てられて取り上げる機
会は決して多くはない、それが非常によくわかっ
てくるところだと思います。
　この原発震災が多くの人々の間で認知され、そ
して語られる、あるいは語られる以前に考えられ
るようになるという、その入り口の部分は、やは
りこれからの子どもにとって、放射能汚染が一体
どのような意味を持つのかということが、原発震
災を語るある種のナラティブ、物語のベースに据
えられていかなければならないだろうということ
は、一つよくわかることだと思います。
　例えば水俣病事件などと比べてみると、水俣病
事件のテレビドキュメンタリーなどで若者は登場
します。具体的にどのような若者が登場するのか
というと、最も頻繁に登場して象徴的な意味すら
持つのは、胎児性の患者さんや小児性の患者さん
たちです。こういう患者さんたちは、それこそ子
どものときからテレビドキュメンタリーあるいは
ドキュメンタリー映画などで取り上げられていま
す。特にテレビドキュメンタリーを見ていきます
と、水俣病事件 60年の中で最も代表的なのは坂
本しのぶさんですけれども、ドキュメンタリーを
時系列で追っていくと彼女のライフストーリーが
でき上がるぐらいになるわけです。では、なぜ坂
本しのぶが取り上げられたかというと、誤解を恐
れずにあえて言うと、やはりこれは胎児性の患者
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だったからです。
　ところが原発震災においては、そのような形で
象徴化される若者は少なくとも今日なかなか見出
されない。そういう中で、実は若者と呼ばれる世
代の人々がこの原発震災をこれからどう生きてい
くのかということは、非常に大きな課題になって
くるのですが、それがメディアのアジェンダにな
り切っていないのだろうということがよくわかり
ます。
　では、そこのところをどうするのかということ
ですが、それが課題であるということを明らかに
していくのが放送アーカイブの重要な役割だろう
と思います。これは何も番組の制作者やジャーナ
リストたちだけを念頭に置いて言っているお話で
はなくて、このようにして収集、保存された番組
なりシーンを若者も含めて一度見てみる。そのこ
とによって、原発震災のこれからの課題がどこに
あるのかが初めて見えてくる。そういう意味での
記録なのだろうと思います。
　こういう課題がある、あのような課題があると
いうことは、やはり記録された出来事の中から初
めて立ち上がってくるのだろうと思います。こん
な考え方も必要です。デフォルトというコンセプ
トに注目してみる。デフォルトというのは初期設
定ですよね。これまで原発震災 6年なり 7年の時
間の中で、この原発震災を語り描くデフォルト、
初期設定がいま見え始めてきているわけです。し
かし、情報機器のアプリケーションを考えてみて
もデフォルトというのはあるわけで、初期設定と
いうのはどこか欠落部分を必ず持っている。欠損
部分があるわけです。ユーザーがそれぞれの利用
目的なり考えに応じて、カスタマイズしてくださ
いという部分があるわけです。
　原発震災 5年、6年という時間を通じて、この
原発震災をメディアが語り描くデフォルトがほぼ
見えてきた。そうだとすれば、その欠損態、欠け
ている部分は何なのかということがそこから見え
てくるだろう。この欠けている部分、欠損してい
る部分をどのようにして作り直していくのかとい
うことが、メディア研究にとって必要になってき

ています。それをしないと、メディア研究がすで
にかなり窮屈な革袋になり始めているわけで、僕
自身はこれを何とかしないといけないなと考えて
います。仮に原発震災のメディア研究というよう
なものを想定するとすれば、デフォルトを見つつ
何が欠けているのか、何をもっと膨らませていか
なければならないのかということを明らかにす
る、そのような意味での記録の果たす大きな役割
を明らかにすることが必要になっている。そうい
うことがよくわかるようになってきました。

分類しないのがアーカイブ：どこにいつ出現した
のかを検証していく

堀川　今、いろいろなお話がありましたけれど
も、見えてきたことで二つの象徴的なお話があっ
たと思います。一つは、単身の若者が番組で取り
上げられていないという僕の指摘は、確かにアー
カイブからも確認できるということ。それからも
う一つは、震災報道のデフォルトが見えてきた。
　その二つはこういうふうに要約してよろしいで
しょうか。全体像を示すアーカイブズがなければ、
決して指摘し得ない論点なのだと。
小林　そうですね。もちろんデフォルトを考える
と、やはりマスメディアにはマスメディア固有の
物語ができ上がっていくわけですけれども、そう
いう形で顕在化されずに、その物語が組み立てら
れていく途中で、周辺に追いやられていったりと
か、非常に見えにくくなったりした部分等がある。
もともとよく見えているけれども、時間の経過と
ともにだんだん取り上げられなくなって、それは
見えにくくなる、つまり潜在化ということですけ
れども、それが何なのかということもわかり始め
てきたところです。
　それは幾つかありますが、その中で具体的に
さっきの堀川先生のお話に結びつけるとすると、
この原発震災のとりわけ初期の段階では、やはり
テレビドキュメンタリーで頻繁にチェルノブイリ
が言及されていたということです。福島を語ると
きに、しばしばチェルノブイリを一つの参照系に
したドキュメンタリー番組が非常に多く制作され
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ていたということがある。恐らくそれは制作者の
多くが、チェルノブイリ原発事故を手がけていた
という理由もあるんでしょうけれども、必ずしも
それだけではなくて、チェルノブイリの経験のな
い制作者たちも、いや応なくチェルノブイリを想
起せざるを得なかったのだろうということです。
　最初に制作されたテレビドキュメンタリーは、
NHKの『ネットワークでつくる放射能汚染地図』
です。放射能汚染地図というアイデアそのものは、
チェルノブイリ原発事故のときに、当時、理化学
研究所にいた岡野眞治氏が、チェルノブイリの周
辺地域のかなり離れたところまで含めて放射能の
測定器を搭載して、ホットスポットが幾つもある
ことを突きとめていった。その方法を福島に持っ
てくる。この「ホットスポット」という概念は、
NHKの『ネットワークでつくる放射能汚染地図』
のシリーズによって、多くの人々に知られるよう
になったのだろうということです。そのもともと
のアイデアはどこにあったのか。――チェルノブ
イリの経験にあったということです。
　それから、もう一つアーカイブ化されたドキュ
メンタリーを見ていて気がついたのは、初期の
段階で避難をしていた人々、避難者たちの中で
も「チェルノブイリ」という言葉がしばしば発
せられていたということです。カメラとマイクを
向けられると、避難所で疲れ切って寝ていたおば
あちゃんが、「いやあ、ここチェルノブイリみた
いになってしまうのかね」というようなことを話
している。専門家たちばかりでなくて、避難を余
儀なくされた人々が直感的にチェルノブイリの経
験、記憶を想起していたことが、これによってよ
くわかるだろうと思います。
　そういう意味でのチェルノブイリに対する、
チェルノブイリに向かう時間的空間的な広がり
を、この放送アーカイブの中から見てとることが
できる。例えばこの原発事故をシビアアクシデン
トとしてレベル７だと認めるのに、この国は相当
ためらったわけです。しかしながら、そのような
政治的なためらいとは全く無縁のところで、人々
がこの原発事故をもうチェルノブイリと結びつけ

て感じ取り、その記憶をチェルノブイリにつなご
うとしていたことが、ここからもよく見えてくる
ところかなと思っています。それがアーカイブな
らではのところになると思います。
長谷部　発見になるわけね。
小林　しかも、これは映像がついていますので。
映像はしばしば記録としては随分格下に見られて
しまうことが多いのですが、いやいやそうではな
いということもよくわかってくると思います。
長谷部　一つだけ。チェルノブイリについて、
汚染をどう評価するかということに関して、日本
と大きな違いがあるんですよ。日本は空間線量で
見ている。ところがチェルノブイリは基本が土壌
汚染なんですよ。全く違うんですよね。そういう
ところが何か曖昧というか、正確に伝えられてい
ないというのは非常に気になったのですが、その
あたりはアーカイブを見ていてどうですか。
小林　そのあたりは、それこそ「ネットワークで
つくる放射能汚染地図」にかかわった多くの研究
者たちは、一生懸命土を掘っていますよね。土を
掘っている映像は随分たくさん残っています。今
中哲二さんがちょうど発災直後、腰を悪くして、
つえを突きながら被災地を回っているんだけれど
も、土を掘るのに一生懸命だというようなところ
は、やはり数多く映像として記録されています。
　ですから今、長谷部先生がおっしゃっているよ
うな問題は、狭い意味でのメディア研究者はなか
なか気がつかないところです。だからこそ、漏ら
さず映像として残していかなければならないし、
それを見てもらわなければならない。供用し、公
開していくことが、アーカイブの史料としての価
値を高めていく。そのための作業が必要なのだろ
うと思います。
　アーカイブというのは保存します。そして、分
類しないのがアーカイブです。分類したらアーカ
イブの意味がない。最も基本的で揺るぎのないメ
タデータを保存していくことでそれを刻印してお
く。放送の場合でしたら、放送年月日時、それか
ら局、どのチャンネルで放送されたか、それから
番組のタイトル。ドキュメンタリー番組はシリー
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ズ化されているものがありますので、シリーズ。
その程度までで十分だと思います。
　最も頼りになるのは、放送年月日時です。いつ
ごろ放送された番組なのかを検索して、つり上げ
ていく。そのことによって、この時期に一体どん
な番組が放送されていて、そこで何がどのように
描かれたのか。これがわかることです。
長谷部　先ほどの堀川さんの話と本当にダブっ
ているというか、物の見方が重なっていますよね。
小林　多分そうだろうと思いますね。
堀川　それは恐らく僕らの社会的行為というも
のが、その時代の文脈に決定的に左右され、それ
を参照系として起動するので、いつそれがなされ
たのか、どの場所でなされたのかということは、
社会的なデータとしては最も基礎的なものだと思
います。
小林　記録というのは、もともとそういう成り立
ちだと思うので、アーカイブズ学というのは思想
的にどこに基礎づければいいのかというのも、な
かなか多くの議論があるんですけれども、僕が一
番そこで参照するのは、やはりミシェル・フーコー
の考えていた「知の考古学」です。その中でアル
シーヴという考え方が提起されてきます。その中
で強調されているのは言表、語られた事柄の出現
領野こそが問題だと。一体どこに、いつ出現した
のかを検証していくことが必要なのだと。そうい
う考えがあるわけです。
　フーコーのような思想家と放送アーカイブとの
間には随分距離があるように感じられるかもしれ
ませんが、それを実践してみると、「ただちに安
全上問題はない」という言表、語りが一体いつご
ろどこに出てきたのか。そして、それがいつごろ
どのようにして通用しなくなったのかということ
が、放送アーカイブで如実に見てとることができ
るわけです。
　それから、この種の言表、語りが表立ってニュー
スや報道番組の中で頻繁に出現していたのだけれ
ども、その時期の、例えば官邸が一体どのような
対応をしていたのかを記録したドキュメンタリー
番組はあとから制作されてくるわけです。それが

アーカイブに保存されていれば、それを取り出し
て、そして人々がテレビやメディアで「ただちに
安全上問題はない」ということをいぶかしく聞い
ている、そのとき実は官邸では一体どのようなこ
とが考えられ、何がなされようとしていたのかと
いうことは、アーカイブの中で明らかになります。
長谷部　「早期帰還」というのもまさにそうです
よね。あるときから一つの共通概念みたいにぼん
と出てきて、最初からはないんですよね。
小林　ないです。一体いつから帰還ということが
表立って語り始められてきたのか。当然、帰還が
後押しされる。それ以前には簡単に帰還できない
ということがかなり長期にわたって問題化されて
いたのですが、それがなぜかだんだん背景に退い
ていく。一体いつごろからだと。まさにそのいつ
ごろからだというのを見てとることが、アーカイ
ブによって可能になる。そういう検証作業がここ
で進められます。
堀川　今、小林さんの語りに脳が刺激されたので
少しだけ語っておきます。アーカイブズは何かと
いうのを担当している小林さんがずっと悩む日々
だったというのが、考えてみると随分衝撃的な発
言ではあると思います。担当者がそれでどうする
んだという話が、一般的にはあり得ると思うんで
すよね。けれども僕は違う意味で、それはすごく
新鮮な発見であり、すごく共感する部分がありま
す。それはどういうことかというと、僕らの知の
形式がインターネットみたいなメディアの発達の
中で、どういうふうに変わってきたかと考える
と、アーカイブズというものの特異性、あるいは
もっと言えば先祖返り的な性格がよく見えてくる
のではないかという気がするんですね。全く文脈
関係なしにキーワードを入れてネットで検索する
と、さまざまな情報の断片が出てくるということ
に、僕らはあまりにもなれ切ってしまっているけ
れど、何が起源だったのかを明らかにすることは、
インターネットの中では限りなく不可能なのでは
ないかと思うんです。
　けれども、かつて歴史学がやっていた幾つかの
研究は、こういうものがいつ出現したのかという
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ことを超人的な個人の能力でやっていた。例え
ば P.アリエス『＜子供＞の誕生』（みすず書房、
1980）というのは、膨大なヨーロッパの絵を見
る中から、子供がどのように描かれていて、実際
には生物学的な子供は存在していたけれども、子
供という概念

0 0

がいつ出てきたのかというのを丹念
に概観していくのです。それはすごい力わざだけ
れども、学界に衝撃を与えたわけですよね。
　ただし、ここからが僕らの話につながるのです
が、あの本を読んで、まともな学者はすごく説得
的だと思うわけだけれども、同時にどうしても切
り離せない疑念は、アリエスが見た絵画がどうい
う基準で選ばれ、どこまで見ているのか。あるい
は、何か彼の解釈の変更を強いるような大事な絵
を見落としているのではないかということには、
ついぞ答えられないわけですよね。ところが、アー
カイブズというのは、そういう意味でいうと完全
に全部を記録して全部を見た上で、「あんた、そ
んなこと言うけど、そんなものはないですよ」と
言ったり、「これを見る限り、初めてこの言葉が
出てきたのは何年何月何日です」とはっきり特定
できて、アリエスのときに感じたような疑念の生
じようがないわけですよね。
　むしろ、昔の歴史学的な方法を徹底化した形で
現代に再現するという、先祖返りだけれどもイノ
ベーションがあるという意味で、インターネット
の時代に逆行するようでいて、もっと上を行くよ
うなすごい方法論ではないのか。けれども、こ
れが冒頭の舩橋先生の深い理解につながるのです
が、やっていることは実は結構単純作業の連続で
しかないわけですよね。だからフーコーみたいな
偉そうな方法論ではなくて、要するに全部録画す
るのねという。個々の作業に分解すると、馬鹿で
もできるわけですよ。
小林　そうですよ。でも、それを大真面目にあら
ためて明らかにして、アーカイブを思想として根
拠づけたフーコーもすごいです。
堀川　それが研究なのと言われてしまうところ
が切ないわけですよね。
小林　つらいところがあって。

堀川　けれどもそれが全部集まると、途端にすご
い力を発揮する。僕は、日常生活の中で、そうい
うアーカイブズ的な知が、既にそれこそデフォル
トになっている領域が部分的にあるのではないか
という気がしています。――プロ野球がそれです。
小林　そう。データベースの存在を前提にしなけ
れば成り立たない研究分野は、僕は医歯薬学系が
相当多いと思います。それは結局、何か検索して
取り出す、その選定の妥当性は常に問われる。そ
れは恣意的な選定ではないよねということを問わ
れるわけだけれども、それに対して揺るぎのない
回答は誰もできないと思うんですよね。
　当然、そのときには何かエラーがどこかに含ま
れているわけです。けれども、そのエラーをエラー
として確認させるためには、やはり別のところか
ら、いやいやこちらがありますよ、こういうもの
もありますよということが見えてくることで、そ
れが初めてエラーだと認識できるわけです。さっ
きお話ししたキーワードの選定だって、悩ましい
ところなんですよ。どうすればいいんだと。
　ただ、そのキーワードの選定を後押ししてくれ
る力というのは、ここから外れるものも残ってい
るはずだ、あるはずなんだと。あるから、このキー
ワードの選定にもしも大きな瑕疵があったとすれ
ば、残されたものによってそれが検証できるだろ
うと。もちろん選定に当たっては相当しっかり検
証して、このキーワードで行きますということに
一定の妥当性、根拠を与えてやらなければだめで
すけれども。しかし、その揺らぎに対して、どう
やってカバーしていくのか。そのカバーをしてい
く、それこそリソースが保証されているというこ
とだと思うんです。それがアーカイブというもの
なのだろうと。だから、ちょっとした開き直りを
やらせてくれるのがアーカイブ。間違っていたと
しても、後でもう一遍見てみるからということで
すよ。
堀川　検証可能なリソースも全部、網羅的に保存
しておくということですよね。
小林　そういうことです。
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環境アーカイブズ・プロジェクト：四つの資料群

長谷部　もう一つ最後に環境アーカイブズとい
うプロジェクトも並行して続いているわけです。
実は、環境アーカイブズのプロジェクトも旧サス
研時代からスタートしていまして、旧サス研のプ
ロジェクト趣旨では、こういうことを言っている
んですね。
　「国内外の環境問題、環境政策、環境運動の資
料を幅広く収集・整理し、社会に公開することで
研究教育に広く資することを目的とする。多くの
資料は、個人の研究者、環境運動の参加者あるい
は住民運動団体などに所蔵されている。それらは、
環境問題に関する歴史的経験の記録として貴重で
あり、その保存は積極的な社会的歴史的意義があ
る。しかしながら、今日（こんにち）研究者や活
動家の引退、住民運動団体などの解散に伴い、そ
のような貴重な環境・政策・運動に関する資料が
処分あるいは散逸するおそれが生じている。特に
日本では、アーカイブズ学が欧米や韓国に比べて
おくれている。その構築が急務である。それを受
けて、このプロジェクトはそのような散逸の危機
にある資料を収集し、これを整理・分類・評価及
び保存・デジタル化して、環境アーカイブズの構
築を進め、環境問題の共有と解明を目指す。」
　これが趣旨でした。それを受けて、前任が金慶
南さんで、その後を継いで清水さんが作業をされ
てきたわけですが、そういう趣旨でプロジェクト
を進めてこられた、その方針あるいは成果につい
てご紹介をお願いできますでしょうか。
清水　今の堀川先生と小林先生のお話で、僕も
アーカイブズに関わってきた身としては、かなり
刺激を受けていますが、まずは環境アーカイブズ
の話をということですので、そこから始めたいと
思います。
　今、長谷部先生からお話がありましたように、
2008年の旧サス研のときから、この環境アーカ
イブズの取り組みは始まっています。舩橋先生が、
「サス研の柱」とまでおっしゃった環境アーカイ
ブズ。これは舩橋先生の環境社会学者としてのご

経験の中で、資料が大事だということが出発点に
あり、その中でアーカイブズを整備しようという
ことで、サス研が立ち上がったときにできあがっ
たのだろうと思います。
　2013年に旧サス研が一旦終了して、そのとき
に環境アーカイブズの事業は大原社会問題研究所
に移管されました。その後に立ち上がった新サス
研では、特に社会学部で行われていた授業あるい
はゼミで蓄積されてきた資料を主に対象としてき
ましたので、旧サス研時代はいろいろなところか
ら資料を収集してきたという観点からすると、若
干性格が異なるのかなと思います。
　2013年度から 2017年度にかけて行われた新
サス研での環境アーカイブズ事業は、私は前任の
金さんから 2015年に引き継いで、大きく四つの
資料群を手がけてきたことになります。第 1は、
社会学部におられた金山行孝先生の授業で行わ
れていた、むつ小川原開発に関する調査資料が
1063点ありますけれども、これを整理して一番
最初に公開することができました。現在、サス研
のホームページで目録を公開しています。
　第 2は、舩橋先生がやはり授業で行っていた、
青森県を中心とした原子力あるいはエネルギー
政策などに関する社会調査の資料です。これは
4025点ありますけれども、これもほぼ整理が終
わって、もうすぐ公開できるかなという状況に
至っています。
　これらの資料は、基本的にはほとんど文書（紙）
で、先ほどの小林先生が担当されている放送アー
カイブズの動画とは少し違うわけです。これらの
資料は全てデジタル化をすることが当初からの方
針になっていましたので、それを引き継いでデジ
タル化をし、閲覧したい場合には、そのデジタル
化された画像をもって見ていただくことになって
います。
　必ずしも閲覧申し込みが多いわけではありませ
んが、こういう場というか基盤が整備されたこと
自体が、そもそもの大きな意義だと思っています。
アーカイブズの意味ということで長谷部先生から
もテーマを挙げていただいていますけれども、現
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在あるいは将来、このむつ小川原開発とか青森を
中心としたエネルギー政策を研究しようという社
会学者や歴史学者が出てきたときに、これは最も
基本的な資料になることは間違いないと思うんで
すね。
　サス研の当初の目的として、調査研究とか政策
案を形成するために不可欠な情報基盤を整備する
ことと舩橋先生はおっしゃっておられますけれど
も、その目的は、この資料の公開によって、利用
は決して多くないけれども実現はできており、そ
のことはやはり大きな成果の一つとして言ってい
いのだろうと思います。
　ただ、堀川先生が担当されている年表、また小
林先生が進めておられる放送アーカイブズと、こ
の環境アーカイブズが若干違うのは、必ずしも
3.11あるいは福島第一原発事故というものを対
象（あるいは起点）としているわけではないとい
うことです。小林先生の放送アーカイブズは現在
進行形だと思いますが、私どもがやっているの
は既にコレクションとして完結した資料のアーカ
イブ化になるので、そういう意味では若干性格が
異なるのかなと。原発、3.11を対象としている、
あるいはそれを起点とした年表の活動とも少し違
う部分はあると思います。
　しかし、長い目で見たときに、日本の原子力政
策あるいはエネルギー政策を考え、その流れの中
で福島第一原発というものがあると考えると、過
去のエネルギー政策、原発、原子力というものが、
日本においてどういう形で政策として立案され、
あるいは地元において受容され展開されてきたの
かを考えることも、3.11、福島第一原発を考える
こととリンクする話ではないかと思っています。
ですので、環境アーカイブズはそういう点で原発、
3.11の問題ともつなげられる成果と言えるのか
なと思っています。
　ちなみに、その 3.11や原発など、こういう記
憶をどのように後世に伝えていくかという点、こ
れは本当に大事な問題で、若干本筋から離れるか
もわかりませんが、一言指摘したいと思います。
先ほど来、「若者」という言葉が出てきていますが、

将来の若者に原発の問題をどういうふうに伝えて
いくか、学んでもらうかということを考えたとき
に、これも先ほど来出ている水俣病の話でいうと、
語り部の方がいらっしゃって、水俣市立水俣病資
料館では語り部による講話などの活動が行われて
いるわけです。水俣だと小学校 5年生になると公
害教育で資料館に行って語り部の方のお話を聞く
など、実際に被害を受けた方による水俣病の記憶
を伝えていく取り組みが行われています。
　水俣病も公式発見から 60年が経過して、語り
部の方がだんだんと高齢化し、あるいはお亡くな
りになるというなかで、どういう形でこの水俣病
の記憶を次世代につないでいくかということは、
すごく切実な問題です。これは水俣に限らず、全
国の公害資料館が抱える問題でもあります。資料
館は展示と語り部が大きな二本柱になってきたわ
けですが、語り部による記憶の継承がなかなか難
しくなっていくなかで、やはり「次の一手」とし
てアーカイブズというものがあるのではないかと
指摘されています。
　アーカイブズあるいは一次資料をもって当時の
記憶というものを次世代へ伝えていくことは、話
を元に戻して、福島第一原発についても同じこ
とをやっていかないといけないと思っています。
3.11についていえば、さまざまな機関がアーカ
イブズの活動をやっていました。国立国会図書館
もやっていますし、東北大学をはじめいろいろな
大学がアーカイブをやっています。あるいはヤ
フー・ジャパンなどもやっている。ほとんどがウ
エブ上のアーカイブということになるわけですけ
れども、先ほども述べました通り、長いスパンで
見たときに、環境アーカイブズで行ってきた過去
のエネルギー政策に関する資料の整理や公開とい
うことは、3.11や原発の問題への考察や記憶の
継承の点で参考になる部分もあるのではないかと
個人的には思っています。ですから、研究者とか
学会に対してこういう研究基盤を整備・提供した
ということは、やはり大きな意義だろうと思いま
す。
　さて、あと 2点ほどありますが、これはちょっ



73

記録の力　―年表とアーカイブズ―

と違う視角なので、今までの話とは若干異なる内
容になってしまうかと思います。文書や資料が群
として残るということで、一つは、社会調査とか
政策研究の方法をアーカイブズから学ぶことがで
きるのではないかという点です。ある調査テーマ
に対して、どのようにアプローチするか、過去の
社会調査がどういうふうに行われてきたかという
ことを、残された資料から学んでいくと。どうい
う人、団体、組織にアプローチしていくかという
ことを過去の資料から学ぶことができるという意
味もあるかなと思います。
　それからもう一つは、先ほど四つの資料群を対
象にしたと申し上げましたが、残りの二つが、舩
橋先生の個人研究室に保存されていた資料とご自
宅からご寄贈いただいた資料です。大変膨大な量
で、調査資料などが多数含まれています。おそら
く先生は研究室やご自宅にあったこれらの資料を
見ながら、ご著書やご論文を書かれていたのだと
思いますが、ここから言えることは、先生はどう
いう方法で資料を見ながらご自身の論理というも
のを構築していったのか、それを知る手がかりを
つかむことができるということです。つまり、知
の生成過程といった表現ができるのかなと思うん
ですけれども、そこに触れることができる。こう
いうものを若い研究者が見るとやはりすごく刺激
を受けるし、教育的な効果も高いと思うんですよ
ね。こういう形で研究者の資料が残るということ
が、教育的な側面でも非常に大きい意義があるの
かなと考えています。

アーキビストの領域とは？

小林　清水さんは、既に完結したといいますか、
これまでを記録した資史料のアーカイブというこ
とで、3.11以降の現在進行形のものとは若干性
格が異なるかなとおっしゃっているのですが、や
はり僕はそこをどうやって切り結んでいくのかと
いうことが、アーカイブズ固有の課題だろうと思
います。確かに過去の記録ですけれども、やはり
アーカイブズになることによって、多かれ少なか
れ未来への問いを含みますし、それがアーカイブ

ズのアーカイブズたるゆえんなのだろうと思って
います。そこで 3.11以降立ち上がってきた現在
進行形のアーカイブズと、3.11以前のアーカイ
ブズとを、何をもってどのように接続していくの
かというところが、まさにアーカイブから立ち上
がってくる新しい研究課題なのだろうと。僕はそ
ういうふうに考えたいと思います。
清水　先生のご意見はそのとおりだと思います。
ただ、ずっとアーキビストという立場でやってき
た人間からすると、アーキビストとしての「領域」
というものがあると思っていて、資料の中身（内
容）に踏み込んでそこから何かを論じていく、研
究していくのがアーキビストの「領域」なのかと
いうと、僕はそこはちょっと躊躇するところがあ
ります。あくまでも資料を整備して、いろいろな
研究者が利用できる体制を整える。そこまでが
アーキビストの「領域」の一つの線引きかなと。
ただ、そのときに、先生は先ほどメタデータとおっ
しゃいましたけれども、この資料はこういう文脈
でできた資料ですよ、この資料はこういう組織か
らできているんですよ、という資料のコンテクス
トの部分を確実にする、それがアーキビストの重
要な仕事だと思っていて、そこはすぐれて研究的
な側面も強いと思っています。その先のところ、
つまり資料の中身に踏み込むのはそれぞれの研究
者の「領域」という認識なんです。
　もちろん、そうした研究をアーキビストはやっ
てもいいのですが、それはアーキビストとしてや
る研究ではなく、社会学者なり歴史学者としてや
るというのが僕のなかでの整理です。僕はどちら
かというとアーキビストの感覚が強いものですか
ら、整理して利用できるようにする。それぞれの
資料を確実なコンテクストとともに提供すると。
目録をつくるというのは、まさにそういうことだ
と思っています。
堀川　いま問題になっているのは、アーキビスト
とそれ以外の研究者との分水嶺はどこにあるかと
いう話だと思いますが、僕はその分水嶺の地点を
「アーカイバル・エポケー」（archival epoché）
と呼んでいます。エポケーというのは、この場合
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は現象学で言うエポケーではなくて、その原義に
なったギリシャ語［ἐποχή］の本来の意味「思考
停止」ないし「中断」の意味で、事態を丸ごとそ
のまま見るというだけの話で、現象学のプラスア
ルファの加わった定義とは少し違うんですけれど
も。
　つまり、残してさえおけば、いつかどこかで誰
かが何とか利用してくれるだろうという、その地
点で止まる。アーキビストはその「アーカイバル・
エポケー」地点の以前をどれだけプロとしてきち
んと整備するかが課題になって、僕らはそのお力
添えを受けた上で、それを使って何が具体的な分
析内容として語れるのか。そこが僕らの勝負です。
　逆に言うと、本当は僕がアーカイブズをつくる
作業にかかわっているということ自体がちょっと
矛盾で、豊富にあるアーカイブズの先で、僕はた
くさん論文を書いていなければいけないはずだけ
れども、日本はアーカイブズが本当に脆弱ですよ
ね。だから、分析をする人自身が、まず、アーカ
イブズを作らねばならないことになってしまう。
長谷部　アーカイブズにはやはり評価なり選択
は働いているんじゃないですか。アーカイブズに
収録するものがどういうものであるかを確定する
のは、アーキビストの仕事ですよね。そこには一
定の論理なり視点がやはり必要ですよね。
清水　それはあると思います。ただ、それは資料
の種類にもよるのかなと思っています。例えば、
舩橋先生の個人研究室やご自宅からいただいた膨
大な資料を、どのような基準に基づいて評価し選
別するかというのは、一概には決めがたいところ
があると思うんですよね。一方で、環境アーカイ
ブズとは全く離れますけれども、例えば行政機関
の公文書は、毎年ルーティンに作成されるものが
たくさんあるわけですから、そこはやはり評価選
別して、廃棄するものは廃棄する、残すものは残
すということをしていかないと、公文書館の書庫
がパンクしてしまいます。資料の種類によって、
評価選別する／しないというのはやはり出てくる
と思いますし、特に個人のアーカイブズにおいて
は、評価選別は難しいと考えるのが一般的ではな

いかと思います。
長谷部　今、アーカイブズの重要性が本当にす
ごくわかるのは、日本の政治の意思決定のプロセ
スを知ろうとすると、研究者はアメリカの公文書
館に行っているんですよね。そこできっちり公開
しているんですよ。ところが、日本にはそういう
システムがほとんどない。探せば見つかるでしょ
うが、分散してどこかに収録はされているけれど
も、それが一覧できない仕組みになっているわけ
ですよね。そういうものを評価し集積する枠組み
をつくっていく、それを社会に主張していく。そ
れはやはりアーキビストの責務ではないですか
ね。
清水　そうだと思います。そもそも国の機関で
いえば「公文書等の管理に関する法律」が施行さ
れたのは 2011年 4月ですから、わずか 6年前の
ことなんですね。それまでは各府省がそれぞれに
文書管理の規則をつくっていた。さらに言えば、
2001年に情報公開法が施行される直前、各省庁
の判断で例年をはるかに上回る公文書が廃棄され
たという報告もあります。こうしたことを考える
と、日本は記録に対する制度や文化というのは極
めて弱いと思います。もっと言うと、敗戦のとき
にも公文書が焼かれました。GHQに接収される
ことを恐れて、あえて廃棄したということがある。
それと今とを直接結びつけるのは適切ではない
かもしれませんが、日本の特に近現代は記録とか
アーカイブズに対しては極めて弱い文化であった
と思います。
　そのなかで、どういうふうにアーキビストが記
録の重要性を訴えていくかというのは、一足飛び
にはいかないところはあると思います。それはや
はり教育のような場面で、いろいろな取り組みを
していかなければいけないということもありま
す。ただ、今ある記録をどうするかということか
らいうと、ここでいえば環境アーカイブズに収蔵
されている資料がこんなにすごい資料なんだと、
こういう使い道があるんだと自分たちが積極的に
アピールしていくことが、アーキビストとして一
つできることかなと思っています。
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　私は大原社研のほうの環境アーカイブズも担当
していますけれども、私が着任してからニューズ
レター（『法政大学大原社会問題研究所環境アー
カイブズニューズレター』）の発行を始めました。
それはやはり学内でも環境アーカイブズのことを
ご存じない方が多いなかで、多摩キャンパスの先
生方には皆さんにお配りさせていただいています
が、せめてその存在を知ってもらうということと、
こういう資料がありますよ、こういう資料を使う
とこういうことがわかりますよということをア
ピールしていくのは、紙ベースでやっていくこと
も大事だろうと思います。そういうなかで認知度
を拡げていくことが、地道でも重要なことではな
いかなという気がしています。
小林　やはりアーカイブというのは、いかに供用
されて、公開されて、そしてそこからさまざまな
思考なりが成り立っていくのかが生命です。例え
ば長谷部先生が冒頭でおっしゃっていた、公論に
供するということですよね。それがなければ、一
歩間違うとごみだめと化すのがアーカイブだと思
いますので、アーキビストの果たすべき役割とい
うのは、僕は放送アーカイブをやってみて非常に
重要だと思っているんですね。
　放送アーカイブについては、ほかのアーカイブ
も同じですが、この国は超後進国なんです。放送
アーカイブで最もすぐれているのは、フランス
の INA（国立視聴覚研究所）だと言われている
のですけれども、あそこはもう国家政策で、全て
の放送は保存する、国におさめる。封建体制下の
納品法がそのまま適用されて、全ての書物を国立
国会図書館におさめるのと同じように、全放送は
INAにおさめなさいと決まっているから、いや
応なくおさめられるんですよね。
　つまり、非常に集約型のアーカイブができ上
がっていて、しかもそれの利用について、つまら
ない縛りがないです。もちろん一定の手続は必要
ですけれども、日本のように、やれ著作権だとか、
やれ肖像権だとか、放送番組は諸権利の束だと言
われて、簡単に使えないような縛りがかかってい
るところとは違うわけですね。

　では、逆に日本の放送アーカイブを考えると、
本当にこのサス研の放送アーカイブのようなもの
があったり、別のところに○○コレクションと呼
ばれるものがあったり、京都へ行くと、コマー
シャルだけのアーカイブがあったり、別のテーマ
のアーカイブがあったりします。これはアーカイ
ブなのかコレクションなのかも、区別がつかなく
なってきているんですけれども、つまり、そうい
うふうに分散している状態だと、どこにどんな記
録があるのかということを、やはりアーキビスト
たちが常に明らかにし、そしてそういう情報を提
供しながら、いわばそういうもののネットワーク
を形成する上で、非常に大きな役割を果たすこと
になるだろうと思います。
　例えば大原社会問題研究所の場合は『日本労働
年鑑』を毎年出しますよね。それの基盤となる資
史料というのが次々に集積されていくわけだけれ
ども、そのような資史料が大原にある。では、ほ
かのところにどのような資史料があり、それと大
原の資史料というのはどのようにコンバージョン
していくのか、コンバージョンできますよという
提案をしてくださるのがアーキビストだろうと思
うんですね。

2　今後の展開：記録の可能性を活かすた
めに

長谷部　研究の成果についてはそれぞれお話し
していただいたのですが、記録に残し、それを活
用できる形にしておくというそのこと自体が、い
ろいろな問題を解決する上でも公論形成の上でも
大きな役割を果たすし、かけがえのない役割を果
たすだろうということ、それは共通しているよう
に思うんですね。そういうことをさらに展開させ
ていくために、どういうことが必要か、それぞれ
のご研究の経験を踏まえてご発言いただけません
でしょうか。

年表が明らかにするもの

堀川　『原子力総合年表ジュニア版』の成果は何
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か、ここでそれを語ることが同時に、今後の施策
にどういうふうに活かしていくのかという話につ
ながっていくと思うので、四つお話しします。
　一つ目は、「避難もまた被害である」というこ
とですね。避難しているということ自体が被害な
のだと。どうしてそういうことが言えるかという
と、今回の『ジュニア版』をつくるに当たって、
先ほど避難の個人年表をつくっているとお話しし
ましたけれども、その中にその人たちがどういう
経路で避難をしているのかということを、地図の
上で可視化する工夫をしました。それは二つのや
り方があって、地図の上に、ここからここに行っ
てこうやって帰ってきましたというものと、あと
はグラフ化して家族の離散状況が一目でわかるよ
うにヴィジュアル化したものとの二つです。横に
移動距離、それから場所を描いて、7人家族がい
たら、7人が同じところに住んでいるなら真っす
ぐ時間軸に沿っておりてくる、そんな図を描いて
みています。ところが、実際に描いてみると、7

人のそれぞれの線が避難でどんどん分かれていく
んですよね。
　ある家庭は今、7人が全部ばらばらに住んでい
る。つまり、避難をしたといっても、それぞれが
違う場所に避難していかざるを得ない、さまざ
まな事情があったということを可視化することに
よって、一緒に晩飯（の食卓）を囲むことができ
ないことが明らかにされます。それを被害なんて
いう大げさな言葉で語るなと言う人が出てくるの
はよくわかるけれど、そういうまなざしにさらさ
れたときに、家庭の団らんは永遠に失われていく
わけですよね。だから、それも被害なのだという
ことを明らかにすることが図らずもできてきたと
思っています。
　裏を返すと、その移動の経路を可視化していく
と、自主避難の人たちは法制度上は避難をする根
拠がないわけですよね。そうすると、それは避難
ではなくて引っ越しをしているのと表面上は見分
けがつかなくなるんですよ。当然、あらゆる救済
施策からこぼれていくわけです。だから、自主避
難を権利として認めろという話につながっていか

ざるを得ない。その前提となる問題点がよく見え
てきたのだろうと思います。それをちょっと格好
つけて言うと、「避難もまた被害である」という
表現になる。これが第 1点目。
　第 2点目は少し論争的な部分になりますが、や
はり水俣病的構造が見てとれると。ところが、水
俣病的な構造があるということは多くの人が議論
するけれども、実はどういう構造を水俣病的構造
と呼ぶのかということは、内容はきちんと精査し
なければいけなくて、フィーリングでだけ語って
いる人がごまんといるので、これはなかなか大き
な問題です。環境社会学者としては、極めて局所
化されたところにものすごく甚大な深い受苦、被
害が集中している。それに対して、極めて薄いメ
リットが日本全国に極大化されている受益圏が存
在している点こそが、水俣病問題的構造なのだと、
まずもって言いたくなります。受苦圏対受益圏だ
けれども、これは狭く深い。それに対して、もの
すごく薄いものが全国に幅広くあるし、みんなメ
リットがあるでしょう、原発がなかったら困るで
しょうという話が対立的な構造になっているとい
うことが、水俣病的構造の一つの大きな特徴だと
僕は思うわけです。
　同時に、一番わかりやすいのは、原因企業の責
任追及あるいは補償のメカニズム、補償スキーム
が、原因企業チッソへの対応と極めて類似してい
るということです。国は責任を決して認めないけ
れども、実際には県債を発行して、チッソに対し
て国のお金が流入し、払い出し窓口としてチッソ
だけが機能していた。それも分社化して最終的に
整理されたということなわけですが、東電もほぼ
同じようなスキームがいま進行中です。その二つ
の意味において、水俣というのが原点として参照
され続けるべきであるし、同時に同じように被害
の全体像を決して明らかにすることが許されず、
僕らがただ負け犬の遠ぼえのように、被害という
のはもっとあったんだと、60年たっても言わな
ければいけないという不幸な構図が再生産されつ
つあることを、可視化することは一定程度できて
いるかもしれない、と思っています。
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　ただ、可視化しただけでは乗り越えられない圧
倒的な壁が、いま目の前に立ちはだかっていて、
ちょっと困っているところではありますが、学問
がなし得る守備範囲内では、ある程度この年表も
仕事は果たしているだろうと言える。それが第 2

点目です。
　第 3点目は結構おもしろい点ですけれども、年
表をつくる過程で見えてきたのは、親族ネット
ワークが生命線なのだということです。これは
考えてみたら当たり前の話です。けれどもよくよ
く考えてみると、3.11で人々がいきなり逃げろ
と言われたときに、逃げる真っ先に思いつく、あ
るいは行ける場所というのは結局、親族のネット
ワークなんだということですよ。だから、義理の
姉と実の兄がいる横浜にまずは駆け込んだ。とこ
ろが 10日もすると、やはりいづらいのでどこか
へ出るときに、じゃあ親戚のおじさんがいるから
あそこにと。そうやって結局、親族のネットワー
クを転々としていくことになって、そのうちに帰
れる場合には郡山に帰るという感じです。
　裏を返すと、単身者で老人は頼る人がいないか
ら、仮設住宅に滞留していかざるを得ない。
　今回の年表で、年配の男性が 1人いるんですけ
れど、彼は長男だったので、逃げるときに結局、
弟妹たちのところを 1週間ずつ週がわりで転々と
しました。つまり、1カ所の家にあまり負担を過
度にかけないように、弟妹たちが均等に負担をす
るという意味で、1週間ずつ泊まり歩いていく。
トロブリアンド諸島のクラ交換ではないですけれ
ど、ずっとぐるぐる回っているというのが実態で
す。ですから、その親族ネットワークがないと、
本当にどうしようもなく、ただ公的な制度にすが
るしかない。逆に言うと、やや社会学の専門的な
話になりますが、ウルリッヒ・ベックを取り上げ
るまでもなく、個人化する現代社会において、親
族ネットワークの相互扶助みたいなものに寄りか
かったような救済スキームであり続けていいはず
がないだろうということが見えてくると。
　あらゆる人たちの避難や、生活を取り戻す 3.11

後の生活再構築の選択肢を諦めさせないような資

金的、制度的な補助が求められるということが、
論理的に結論できるわけですね。これはやはりこ
の年表の一つの大きな発見であり、貢献だったか
なという気がします。
　4点目は、もうあまり詳しくしゃべる時間があ
りませんけれども、東アジア 4カ国の原発問題と
比べてみると、恐ろしいほどまでに構造が類似し
ていることがよく見えてくる。端的に言えば、中
国、韓国、台湾は、日本の制度を全部まねしてき
たんですね。ですから、極めて問題のある構造が
輸出されてしまった。ところが今、台湾と韓国が
僕らの先を行って、脱原発に明確にかじを切った
という意味で、この東アジア 4カ国の構造が酷似
しているということが崩れ始めている。その先頭
を切ったのは皮肉なことに、実際に被害を経験し
た日本ではなく、それを見ていた台湾だったとい
うことで、何とも深い絶望の淵に追いやられるわ
けですけれども。
　東アジア 4カ国が、同じような状態であったと
いうこと、同じような意思決定、同じような構造
を生きていたことが見えてきて、したがって世界
の中で最も原発災害に対して脆弱で危ない地域の
一つが東アジアなのだということがはっきり見え
てきた。アメリカとフランスと東アジアが、世界
の三つの危険なスポットだということがよく見え
てきたと。
　ただ、これをどうするかということは、今回の
『ジュニア版』の一番大きい課題なのでなかなか
うまくいかないのですが、最初の三つが大きな成
果としてあって、それは早いうちに何とか政策に
反映できるような道筋を考えなければいけないと
思います。
長谷部　そうすると、それは読む若者も今おっ
しゃっているようなことが読み取れる感じになっ
てきているのですか。
堀川　読み取ってくれると大変うれしい。けれど
も、そこまで読ませるのはちょっと無理がある。
けれども、よい教師がガイドしながら年表を読ん
でみるという授業をやれば、不可能ではない。最
後に後書きとか前書きで、こういう読みが可能な
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んだということを書き込むのか、それをニュート
ラルに保つのかどうするかというところで、いま
編集会議で議論をしています。
　でも、僕は少し書いたほうがいいのではないか
という気もします。高校生が読んでもわからない
かもしれないけれども、高校の先生がそれを読ん
だ上で、そうか、こういう使い方があるんだなと
いう形で。端的に言えば、必要なページをコピー
して学生にどんどん配って、これで一緒に考えて
みるという総合学習をやってくれればいいのだろ
うと思います。
　そういう意味でいうと、できるだけイデオロ
ギー的でないように、学校現場で使いやすいよう
に、ニュートラルな教材に徹していこうとしてい
ます。

映像による検証可能性

小林　放送アーカイブからも、いま堀川さんが
おっしゃっているのと同じようなところは、保存
された番組群を細かに検証していくと当然見えて
くるところです。それになるべく結びつけるよう
なことでお話しすると、「震災関連死」とか、も
う少し踏み込んで「原発事故関連死」というよう
な言葉、概念があります。佐藤嘉幸さんと田口卓
臣さんが『脱原発の哲学』という書物を 2016年
に出していて、その中でやはりこの言い方、この
概念は非常に問題が多いという指摘をしているん
ですね。「関連」というこの 2文字が過剰に価値
中立的で、原発震災によって生命が奪われていく
過程、命を落とした人の姿が随分見えにくくなっ
ているという指摘があります。
　放送アーカイブをずっとひもといていくと、例
えば浪江町が原発 3キロ圏から避難指示が拡大さ
れて、そして 3月 12日には全て避難せざるを得
なくなった。実は、そのときに津波で流されて、
浪江で瓦れきの間から助けを求める多くの人たち
の声が聞こえている。しかし、全て避難しなさい
という指示を受けている。声が聞こえているのに、
避難を急がなければならないということで、泣く
泣く避難をしたと。これは町長の語りですけれど

も。これは「関連死」と言えるのか。原発が事故
を起こしていなければ、原発事故に伴う避難指示
がなければ、救えた命が数多くあるだろうと。こ
れは文献や資史料から知ったことではなくて、数
多くのドキュメンタリー群の中からわかったこと
です。浪江町の町長、馬場有がクローズアップさ
れる映像とともに、その出来事は記録されていま
す。
　ノーベル文学賞を受賞したスヴェトラーナ・ア
レクシエーヴィッチが去年、福島を初めて訪問し
ました。南相馬の高校の校長先生をしていた人が、
小高駅までアレクシエーヴィッチを迎えに行くん
ですよね。そして彼女を案内しながら、やはり震
災の日にここで何があったのかということを話す
のですけれども、そのときも南相馬の高校生が津
波にさらわれて沖合に流された。うまく海岸にた
どり着いて、そこは幸いなことに避難指示を受け
ていなかったから、彼女は流れ着いて寒さに震え
ながらも命を取りとめた。しかし、避難指示を受
けていて全村避難、全町避難をしている地域に流
れ着いた人たちは誰も救う人がいなくて、そこで
命を落としてしまったと。こういう話が出てきて
いる。
　こういうところから考えると、これを関連死と
いう形で規定してしまってよいのかということ
は、ちょっと首をかしげたくなる出来事なわけで
すよね。その種の記録は、さすがに 5年以上残す
と、映像つきの記録としてこのアーカイブの中か
ら山のように見えてくるわけです。
　オリンピック招致が決まるまでは、元気よくい
ろいろな番組が制作され、原発震災に関する報道
は非常に質、量ともに高い水準にあったと僕は見
ています。そういう中でもう一つ特徴的なのは、
言うところの原発事故、あるいは原子力施設が一
体どのようなリスクがあるのかということについ
ては、やはり震災後もかなり多くの報道がなされ
ている。それと同時に、それらが例えばビキニ事
件であったり、あるいは広島・長崎の入市被爆者
たちの低線量被曝や内部被曝の問題と関連づけて
語られ、描かれようとしているということだと思
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うんですね。
　それで、原発事故に伴う放射線の問題は、疫学
的に見ても非常に長期の調査が必要であるのと同
時に、疫学的な知見の蓄積が不十分です。それは
さまざまな理由で知見の蓄積が不十分なのですけ
れども、そうであるだけに一体どのようなリスク
があるのか。一般的に安全基準と言われるものが、
いかに頼りないものであるのかということの上
で、このリスクというのは考えられなければなら
ないということです。その前提になっているのは、
やはり低線量被曝や内部被曝について、この国は
広島・長崎、ビキニを経験しながら、一体どんな
取り組みをしてきたのかということが問い直され
る、そういう番組が非常に多いということです。
　そこから見ていくと、やはり原発震災を考えて
いく上では、そうした過去の調査研究についての
再度の検証と洗い直しが必要なのだろうというこ
とも、意外と放送アーカイブからも問うことがで
きますよねというのが一つの成果ですね。
　原子力政策についても、一般に原子力の社会史
のような文脈では、ちょうど中曽根康弘を中心に
して、突然予算がついて、そのあたりから政治主
導で原子力開発が進められたという、ある種の定
説めいた捉え方があります。それにかかわり続け
てきた、数多くの官僚たちの勉強会の音声記録を
ベースにしたドキュメンタリーが制作されている
こともあって、この国の原子力政策というのが一
体どういう形で展開してきたのかということも、
やはり原発震災のこれからを考えていく上では考
えなければならない課題なのだろうと思います。
　それらの資史料として放送番組も十分価値を持
つと思うのですけれども、やはり両方のすり合わ
せの中で研究成果をつくり上げていくことが必要
だと思います。いくら番組だけ見ていてもそれ以
上の議論はできないわけで、こういう放送番組の
ような資史料が、例えば原子力政策であれば原子
力政策の何をどのように語り、描き、記録してい
るのかという意味での検証がこれからは問われて
くる、必要になってくるだろうということです。
そういうふうに僕はいま考えています。

長谷部　今の目から検証できる。何をテーマに
し、どういう検証をするかという、まさにそうい
う状況に今はあるということですかね。
小林　あると思いますね。それはやはり 5年間、
我慢して保存し続けてよかったかなと思います。
迷いながら。もうこれ以上批判には耐えられない
からやめようかというのも、1年に 1回ぐらいは
思いましたけれども。
堀川　今の話に続けて言えば、この間、授業でお
もしろいことをやってみました。僕は長年、小樽
のまちづくりをずっと調査・研究していて、今年
で 33年目の調査になりますけれど、やっと集大
成となる本が 2018年 2月に出ます（堀川三郎『町
並み保存運動の論理と帰結——小樽運河問題の社
会学的分析』東京大学出版会）。それのもとにな
る僕の論文を使って、学生さんには予習してきて
もらって、授業に来た人にNHKのドキュメンタ
リーを見せるのですが、冒頭にわざと興味を引く
ために、やや挑発的な発言をするわけですね。「今
日は堀川の小樽研究とNHKのドキュメンタリー
番組との勝負をする。みんなはどっちがよかった
のかを判断して最後に判定しろ」と。
　もちろん異なるメディアを比較して優劣を競う
なんて、こんな馬鹿な話はないわけですけれども、
あえてそれをやったのは、結局、双方のメディア
の特性に基づいた長所、短所がはっきり見えるか
らです。やはり学生さんは、何があったのかを細
かく見るときには、圧倒的に堀川の勝ちだと。け
れども、そこに出てきた運動の主要人物の Oさ
んという人だったら、Oさんがどういう人だった
かというのは、それはもうNHKの映像にはかな
わない。だから映像がだめで活字がいいとか、あ
るいはその逆だという話ではなくて、両方使わな
ければだめだよねという、当たり前のことだけれ
ど実感を持って彼らは改めて理解したところがあ
る。やはり映像がないとだめだし、映像だけでも
まただめなんだということを、自分でも改めて
はっきり納得したなと。そういう意味でいうと、
やはりアーカイブズは文字と映像と両方あること
は極めて重要だという気がしますね。
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アーカイブズの統合

長谷部　清水さん、いかがですか。いろいろな
作業をされながら、こういうことをアーカイブズ
構築において発見したとか、何かおありでしょう
か。
清水　先ほども申し上げましたように、環境アー
カイブズで取り扱う資料は必ずしも 3.11にかか
わるものではないので、なかなか直接的な回答と
はならないかもわからないですけれども。放送の
アーカイブズがあり、文書のアーカイブズがあり、
そして年表がつくられるなかで、それが何とか統
合できないのかなとは思うんですよね。それぞれ
が個別にやる、もちろんそれも大事で、それぞれ
が基盤になるわけですけれども、今これだけのイ
ンターネット社会のなかで、類似の情報をタグづ
け、リンクづけできていけるだろうと。お金とか
時間の問題はこの際横に置いておいて、作業とし
ては多分できていけるのではないか。そういうこ
とによって放送、文書、年表が統合化されていけ
ば、より複眼的な検証ができますし、研究の面で
もいろいろな資料からアプローチしていける。そ
こを目指していければ、年表が作成されてアーカ
イブズが構築されたという個別の意義に加えて、
より重要な成果となるのかなと思います。
長谷部　統合されている例はないんですかね。
清水　年表まで含めてということになると、あ
まり聞きません。例えば文書のアーカイブズだけ
であれば、共通のデータベースでキーワードを入
れて検索すると、A館と B館と C館にそれぞれ
ありますみたいな形で出てきます。そういう形で
統合する場合には、当然、先ほど言ったメタデー
タを共通にすることが不可欠です。全然違うメタ
データ同士では統合はなかなか難しいので、そう
いう部分でのすり合わせも必要になってくると思
います。
小林　ローカルな領域では、やってできなくは
ないと思うんですね。例えば堀川さんの論文の
PDFを、学内のサーバーか何かにローカルにサ
イトアップしたときに、そのキーワードのところ

から映像系のアーカイブにリンクを設定しておく
ような形でできなくはない。技術的にはそれほど
難しいことではないと思います。学内のサーバー
にそれをやって、そこに対して一定の権限を付与
した学内者をアクセスできるようにしていけば、
堀川さんの論文を読んでいて、何だか難しいこと
を言っていてさっぱりわからないけれども、これ
はリンクを張ってあるみたいだから、何か映像が
あるのかなという感じで、それをクリックしてや
ると、その部分の映像が呼び出せるとか、そのレ
ベルのことはやってできなくはないと思う。
　でも、それをやるだけでも相当手間暇かかるで
しょうから、それを網羅性があるもので実現させ
ることになると、素人芸に毛の生えたようなもの
ではだめで、およそたえられないだろうから、そ
こはそれこそ技術的な課題も含めてもう少し研究
の蓄積が必要なのかなと思います。しかし、アイ
デアとしては、やはりそういうことを持っていな
いと、種類の全然違う資料体があって、ばらばら
のままでよろしいでしょうかというのは、何とか
そこを乗り越えていく方向性を考えていかないと
だめだろうと思います。
堀川　ただ、例えば 2001年から 7年ぐらいかけ
て、当時の富士常葉大学で飯島伸子文庫をつくっ
た経験からいうと、個人文庫は極めて強烈な個性
を持っていて特色があるので、一般的な分類方法
というのは役に立たないんですね。そのときにに
わか勉強ですけれども、アーカイブズ学とか図書
館の分類記号がどうなっているかとか、とにかく
わらにもすがる気持ちでいろいろ勉強してみた結
論は、舩橋先生と一緒にしみじみ語り合ったんで
すけれども、結局、自分たちの持っている目の前
の資料を十全に分類できるような独自の体系をつ
くるしかないと。つまり、吊るし

0 0 0

ではなくてオー
ダーメードの作業をしないとだめなんだと。その
上で見返してみると、数は少ないですけれども、
世の中にある個人文庫は全部独自分類なんです
ね。
　ですから、いまお 2人が言ったことに基本的
に僕は大賛成ですけれども、同時に、過度に統一
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化をとるということは、労多くしてあまり成果が
ないかもしれない。むしろ独自性を持った個別の
アーカイブズをたくさん生み出すことのほうが今
の課題で、それが今みたいに数えるほどではなく
て 100も 200もできたときに初めて、どの辺が
最大公約数的な統一プラットホームのキーワード
やタグづけとなっていくのかというのは、おのず
と見えてくるかもしれないと。先送りして、むし
ろ個別に物をちゃんと残していくほうが先なので
はないかという気になるぐらいですけれども、だ
めですかね。
小林　ですから、やはり個別のそういう非常に個
性の強い文庫型のものを、コレクションであると
同時に、アーカイブとして再整備するときの課題
というのは、先ほどもお話ししましたけれども、
それぞれのコレクションに入っている資史料が何
なのかという、その情報を広く共有していくこと
だろうと思います。
　それは、アーキビストの皆さんが法量とかそう
いうところまで子細にメタデータとして残してい
るわけですから、それ込みで一体どこにどのよう
な資料がどんな形状でもって残されているかを広
く知り、共有することが必要なのです。僕は形状
も非常に重要だと思います。
　映像なのか、文書なのかということも含めて、
映像でも写真なのか運動する映像なのか、それに
音声が伴っているのか、そういう基本情報を共有
することはむしろ必要で、それを統一していくこ
とは必要だと思います。それはまさに客観的な動
かしがたいメタデータで、揺るぎがたいものだし、
それがなければ困るんですよね。運動する映像だ
といって取り寄せてみたら、何だよ、音がないじゃ
ないかよというのもありますしね。そのあたりの
情報を共有できる形でネットワーク化することは
やはり必要でしょうし、それはいきなり一足飛び
にやると、また負担がかかるばかりなので。
　言ったように、学内でこれだけアーカイブの原
型になるようなものがあるわけですから、そうい
うものの中でネットワークを形成していくことが
必要です。いま仮にミュージアムみたいな構想を

本気になって進めるのであるとすれば、そういう
学内のアーカイブを十分に基盤的な資源にして、
その上にミュージアムの構想を立ち上げるべきだ
ろうと思います。アーカイブというのは、ミュー
ジアムの基盤となるべきリソースだと考えたほう
がいいと思います。
堀川　ちゃんとしたアーカイブズがないところ
に、ちゃんとしたミュージアムはできないという
ことですよね。当面、直近では舩橋資料をどうやっ
て残していくかということですよね。

記録を残す責任：アーカイブズ文化

長谷部　わかりました。私は今、アビ・ヴァー
ルブルクのあのコレクションを思い出しました。
あれはイコノロジーの本当に基盤になっているわ
けでしょう。アーカイブの本質というのは、あの
ようなものなのかもしれないですね。
　ところで、先ほどフランスで映像アーカイブズ
がすごく発達しているというお話がありました。
なるほどと思ったのは、ミッテラン大統領がアー
カイブズについて次のように言っています。「全
ての国のアーカイブズは、過去の行為の軌跡を保
存するものだ。同時に現在の問題をも照らしてく
れる。過去はそのままにしておくと消え去ってし
まう。記録を残すように努力を払わなければいけ
ない。そのときに、記録を処分するかどうか、つ
まり、生きてきた存在証明を残すかどうかは、私
たちの判断にかかっている。」（国際文書館評議会
世界大会での発言、1988）
　つまり、記録を残すかどうかというのは、自分
たちの責任なのだと断言しています。その視点で
すよね。そういう観点で、年表あるいは放送アー
カイブズが具体的な活動に結びついてきているの
だろう。要するに現在的な問題関心がないと、な
かなかこういう作業は継続していかないわけで、
その現在的な問題関心というのがまさに 3.11の
出来事で、そういう問題関心を特に社会科学を中
心に引き継いでいく上でも、このアーカイブズ・
年表作業というのは非常に重要かなというのが一
つです。
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　もう一つ、いま、政策立案についてエビデンス・
ベースド・ポリシーというのが盛んに言われてい
ます。けれども、そのエビデンスの多くが十分な
検証可能性を満たしていない。政策のターゲット
があって、そのターゲットに合うようにエビデン
スをつくり出して、エビデンス・ベースだという
主張が相当広範に行われている。検証可能性、つ
まり政策を深化し、その質を高めるときに、エビ
デンスそのものの質をよく吟味しなければいけな
い。エビデンスの質を保証するのがアーカイブだ
なと、お話を聞きながら痛切に感じています。
　逆に言うと、そういうベースがない中では、良
質な政策は立案できない。起きたことをアーカイ
ブの目で後世も検証可能にしておくこと、そうい
う蓄積がないと良質な政策は立案できないのだろ
うと思います。それで、先ほどのところへ戻ると、
公害対策は政策の失敗が相当ありましたが、それ
が今度の原発事故での対応に活かされていないん
ですよ。やはりベースはそういうところがあるの
ではないか。もちろん公害資料館のネットワーク
とかいろいろありますけれども、それが生きた形
で働いていない。そこがまた政策の失敗の積み重
ねにつながっていくということですので、年表や
アーカイブズの編纂・構築は、そういうところを
含めた研究であると改めて認識しました。
　ただ、残念なことに、研究所は、特に財政的な
理由で閉めなければならない状況ですが、今まで
培ってきた蓄積を次にどうするのか。ばらばらな
形にはなるかもしれませんけれども、引き続き本
気でやっていかなければいけないし、これこそ法
政大学の大学としての社会貢献です。非常に大き
な社会貢献になるように思っている次第です。
小林　よくお気軽に記憶の継承とかそういうこ
とを言うんですけれども、さっき清水さんのお話
を聞いていてふと思い出したのは、それこそ放送
アーカイブで全然別に残した番組の中で、長崎の
被爆の語り部が次々に亡くなっていく、それをど
う引き継いでいったらいいのかというので大変苦
労しているんですよね。やはり被爆当事者にかな
うわけもない。その経験をしていない若い世代が

どう語り継いでいくのかということで、この前亡
くなった被爆者の谷口稜曄氏の背中の傷をさわら
せてもらいに行くんですよね。まずそこからで、
どういう形で被爆の経験を語り継ごうとしている
のか。若い世代たちがそういうことまでやろうと
している。そうだとすれば、やはりそういう記憶
の継承を支える記録の質ですよ。
　記録のクオリティというのが、やはり問われて
くるんだろうと思います。記録の質を向上させる
には、難しい言い方になりますが、その記録の物
質性（マテリアリティ）、素材性というのも非常
に重要で、書物なのか、文書なのか、映像なのか、
写真なのか。僕は運動する映像と写真というのは
異質なものとして考えるべきだと思っています
し、音声というのもやはり固有の質を持っている
と思いますので、そういうものをきちんと検証し
ていけるようなアーカイブが必要だろうと考えま
す。
　さっき長谷部先生がおっしゃっていたミッテラ
ンですけれども、僕がお話しした INA（国立視聴
覚研究所）が大きく前進したのはミッテラン政権
下でした。フランスは、ミッテランの前の政権下
からグラン・プロジェ（Grands Projets）とい
う総合的な文化政策を進めていたんですが、ミッ
テラン政権下でそれが大きく前進していくんです
ね。
　ジャック・アタリとかそういう政策アドバイ
ザーたちが数多くついていたということもあった
けれども、その中で世界最大の映像アーカイブを
構築していくということを一挙に進める。ただ、
それでもなおかつ、これは不十分だという文化人
や研究者たちの厳しい指摘があったんですよね。
多くの現代思想家たちに、それを供用するための
次の法整備をしろと言われて、ようやく 20世紀
末から 21世紀の頭ぐらいで今の状態になったと
いうところです。
　ですから、映像アーカイブを構築するというの
は、そういう大きな思想に支えられたところは
あったと思います。
堀川　そういう意味でいうと、アメリカの国立公
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文書館（National Archives）のすごさで、あそ
こに行くと本当にものすごく緊張するんです。世
界中の精鋭がここで原資料を見て本を書くんだと
いう張りつめた緊張感。針を 1本落としただけ
でみんなが「うるさい！」と睨むような、ものす
ごい緊張感がある。でも、僕がむしろここで申し
上げたいのは、そこで働いているアーキビストた
ちが、早くも既に強固なるアーキビスト文化をつ
くっていると言ってもいいのではないかというこ
とです。
　つまり僕が、「実は今日、初めて来て、初めて
ここでリサーチをするので戸惑っているんだ」と
言ったときに、その周りの人全員が僕を見るわけ
です。あ、やばいことを言っちゃったかなという
感じだったんですけれども、実際には大歓迎され
てものすごく手厚いサポートを受けられました。
つまり、そういう人〔初心者〕に必要な資料をちゃ
んと短時間に届けて研究を推進させることが、俺
たちのプロとしての喜びなんだ、というアーキビ
スト文化、プロとしてのまなざしがあったわけで
す。それで夕方、閉館するときに資料を戻しに行っ
たときに、「どうだった」と聞かれたので、「本当
に今日は 1日楽しかった。見たい資料が想像以上
にたくさん見られて、大収穫で、興奮している」
と言った瞬間に、そのアーキビストは僕をハグし
てくれるわけです。「それはよかった！」と言って、
「第 1回目は大成功でした。よし！」みたいな感
じで、そうすると周りの人が拍手してくれて。こ
のメンタリティーは、制度基盤をどうこうという
先の、制度が動いて何十年もたって形成されてく

る独自のプロ意識ですよね。
　それを見たときに、日本は一体どれほど後ろを
走っているのか、走ってすらいないのではないか
という暗澹とした気持ちがしたけれども、同時に
あの迫力は研究者としての初心に立ち返るすてき
な場所だなという気がします。
長谷部　最後にアーキビストとして何かコメン
トを。今いろいろな議論があったのですが、いか
がですか。
清水　NARA（National Archives and Records 

Administration）には合衆国憲法や独立宣言の
原本が展示されていたと思いますけれども、アー
キビスト自身が高い矜持を持っているし、他方で、
社会もアーキビストに対して深い信頼の念を持っ
ていて、それに応えなければいけないというアー
キビスト自身の意識があるから成り立っているの
ではないでしょうか。それは先生がおっしゃった
ように、アーカイブズ文化みたいなものがすごく
根強くあるということの証左だと思います。
長谷部　そういう構築作業を現にサス研はやっ
てきているわけですから、これをさらに進めてい
ければと思います。
堀川　NARAと比較はできないですけれども。
長谷部　規模とかは別としても、志（こころざし）
は共通していると思いますので、できれば引き続
き成果を上げていきたいと思います。ありがとう
ございました。

（2017年 10月 31日実施）
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「サス研」の歩み

（第一期：2009 年 8 月～ 2013 年 3 月、第二期：2013 年 7 月～ 2018 年 3 月）

第一期

2009年 8月 1日 法政大学サステイナビリティ研究教育機構（機構長：舩橋晴俊）発足

10月 16日 第 1回グリーン・サステイナブル・ケミストリセミナー「分子シミュレーションによる物性
予測を目指して」
講演者：片岡洋右（法政大学）

11月 26日 第 1回サス研フォーラム
舩橋晴俊（法政大学政策科学研究科）「環境問題・環境政策・環境運動の歴史的変遷と現在の
課題―環境制御システム論の視点から考える―」

28日 第 2回グリーン・サステイナブル・ケミストリセミナー「低炭素、水素社会に向けての水素
の生体への付加価値的活用」
講演者：藤本正之（東京ガス）、大河内正一（法政大学生命科学部）、大田成男（日本医科大学）

12月 10日 第 2回サス研フォーラム
陣内秀信（法政大学デザイン工学研究科）「歴史と自然の資産を活かす地域づくり―イタリア
都市と東京―」

2010年 1月 23日 法政大学サステイナビリティ研究教育機構創立記念シンポジウム「サステイナビリティ研究
のフロンティア」
基調講演：宮本憲一（元滋賀大学長、法政大学サステイナビリティ研究教育機構アドバイザリー
ボード）「サステイナブル・ソサエティーの思想と現実」
パネリスト：飯田哲也（環境エネルギー政策研究所）、村瀬誠（東邦大学）、長田敏行（法政
大学生命科学部）、舩橋晴俊（法政大学社会学部、サステイナビリティ研究教育機構長）、陣
内秀信（法政大学デザイン工学部）

『Newsletter』創刊号発刊

2月 20日 第 3回グリーン・サステイナブル・ケミストリセミナー「環境にやさしいセラミックスの合成」
講演者：石垣隆正（法政大学生命科学部）、朱新文（法政大学サステイナビリティ研究教育機構）、
目義雄（物質・材料研究機構）

25日 第 3回サス研フォーラム
Sunanda Sen（インド社会科学院）「グローバリゼーションにおけるジェンダー論的様相」

3月 6日 法政大学サステイナビリティ研究教育機構 2009年度研究発表会

12日 自然エネルギー政策公開セミナー「全量全種の固定価格買取制度の実現に向けて」（於：法政
大学市ヶ谷キャンパス、主催：特定非営利活動法人環境エネルギー政策研究所、法政大学サ
ステイナビリティ研究教育機構、協力：自然エネルギー政策プラットフォーム、後援：東京
都環境局、環境省）

29日 第 4回サス研フォーラム
Paola Falin（ローマ大学）「サステイナビリティと地域再生ーイタリアにおけるオルチャ川
流域とマントヴァの新たな経験」
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4月 環境アーカイブズ・プロジェクト開始

大学院共通科目「サステイナビリティ研究入門」開講

22日 第 5回サス研フォーラム
谷口信雄（東京都環境局）「地域間連携による再生可能エネルギーの普及政策」

5月 22日 第 4回グリーン・サステイナブル・ケミストリセミナー「地球環境問題と酸性雨・越境大気
汚染は今？」
講演者：村野健太郎（法政大学生命科学部）、中根英昭（独立行政法人国立環境研究所）

27日 第 6回サス研フォーラム
川俣修壽（ジャーナリスト）「サリドマイド事件」

6月 17日 第 7回サス研フォーラム
藤倉良（法政大学環境マネジメント研究科）「開発途上国の環境問題―中国を例として―」

7月 2日 法政大学サステイナビリティ研究教育機構全体研究会

15日 第 8回サス研フォーラム
長田敏行（法政大学工学研究科）「「食料のサステイナビリティⅠ」―科学的基礎―」

8月 20日 学術誌『サステイナビリティ研究』創刊号刊行
特集：シンポジウム「サステイナビリティ研究のフロンティア」、座談会「サステイナビリティ
研究の課題と方向性」

9月 30日 第 9回サス研フォーラム
牧野英二（法政大学人文科学研究科）「「持続可能な社会」と「サステイナビリティ・エシックス」
の役割」

10月 21日 第 10回サス研フォーラム
小林直毅（法政大学社会学研究科）「「水俣」をめぐるメディア／アーカイブ研究」

11月 18日 第 11回サス研フォーラム
村野健太郎（法政大学工学研究科）「酸性雨・越境大気汚染問題」

23日『環境総合年表―日本と世界―』（すいれん舎、編集委員会代表：舩橋晴俊）刊行

12月 9日 第 12回サス研フォーラム
吉川弘之（科学技術振興機構研究開発戦略センター長）「サスティナビリティ学」

20日『Newsletter』第 2号発刊

2011年 1月 30日 第 13回サス研フォーラム
金慶南（法政大学サステイナビリティ研究教育機構）、柳田真（たんぽぽ舎）、近藤ゆり子（徳
山ダム建設中止を求める会）「環境アーカイブズとサステイナビリティの探求」

2月 21日 第 14回サス研フォーラム
岡田久典（JST）、飯田哲也（ISEP）、江原幸雄（九州大学）、舩橋晴俊（法政大学）、丸山康司（名
古屋大学）「地域のエネルギーとお金を地域と地球に活かす―再生可能エネルギーによる地域
と都市の新たな連携に向けて―」

4月 28日 第 15回サス研フォーラム
吉田充夫（独立行政法人国際協力機構国際協力専門員 )「持続可能な開発と環境分野国際協力
―開発途上国の現場から」

5月 震災・原発問題タスクフォースを組織

26日 第 16回サス研フォーラム
山口幸夫（原子力資料情報室）「原子力エネルギーは制御可能か」

6月 23日 第 17回サス研フォーラム
国吉直行（横浜市立大学）「横浜の魅力的都市空間形成 40年の戦略とプロセス」
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7月 3日 シンポジウム「震災・原発問題の投げかけている課題と復興への展望：地域再生の視点から」
（於：法政大学市ヶ谷キャンパス）
パネリスト：赤坂憲雄（学習院大学）、伴英幸（原子力資料情報室）、茅野恒秀（岩手県立大学）、
小山厚子（小山編集室）、河村哲二（法政大学経済学部）、山岸秀雄（法政大学法学部）

法政大学サステイナビリティ研究教育機構全体研究会　

4日 岩手県陸前高田市で水損公文書の救出保全事業を開始

21日 第 18回サス研フォーラム
佐藤禮子（カネミ油症被害者支援センター）「カネミ油症事件に学ぶ」

8月 1日 シンポジウム「都市の持続可能性を考える～日本の経験から学ぶこと～」
（於：法政大学市ヶ谷キャンパス、主催：法政大学大学院・サステイナビリティ研究教育機構、
共催：国際連合大学高等研究所・ProSPER.Net、後援：環境省）
パネリスト：中山弘子（新宿区長）、広中和歌子（元環境庁長官）、陣内秀信（法政大学デザ
イン工学部）、舩橋晴俊（法政大学サステイナビリティ研究教育機構）、長谷川祐弘（法政大
学法学部）

10日 サス研ブックス『核廃棄物と熟議民主主義―倫理的政策分析の可能性』(ジュヌヴィエーヴ・
フジ・ジョンソン著、舩橋晴俊・西谷内博美監訳、新泉社）刊行

30日『サステイナビリティ研究』第 2号刊行
特集「グローバリゼーション下における生存基盤としての地域・農村から問うサステイナビ
リティ」

9月 22日 第 19回サス研フォーラム
甲斐良治（社団法人農山漁村文化協会）「地域に生きる―地元学からの出発」

10月 22日 てつがくカフェ＠ふくしま「〈いま、健康をてつがくする〉―福島で人間らしく生きるため
に―」（於：福島ビューホテル、主催：てつがくカフェ＠ふくしま、法政大学サステイナビ
リティ研究教育機構）

27日 第 20回サス研フォーラム
後藤敏彦（サステナビリティ日本フォーラム）「CSRの新しいステージ」

11月 17日 第 21回サス研フォーラム
水田恵（自立支援センターふるさとの会／すまい・まちづくり支援機構／更生保護法人同歩会）
「困窮者支援を事業として行うNPOの特徴」

20日 第 1回国際シンポジウム（於：国連大学本部ウ・タント国際会議場、後援：朝日新聞社）
「持続可能な未来の探求 グローバリゼーションによる社会経済システム・文化変容とシステム・
サステイナビリティ―「3．11」を超えて―」
パネリスト：河村哲二（法政大学経済学部）、サスキア・サッセン（コロンビア大学）、スナンダ・
セン（インド社会科学院）、スワタナ・タダニティ（カセサート大学）、アルマンド・モンタ
ナーリ（ローマ・サピエンツァ大学）、ダルコ・ラドヴィック（慶應義塾大学）、舩橋晴俊（法
政大学社会学部）、陣内秀信（法政大学デザイン工学部）

12月 15日 第 22回サス研フォーラム
三留奈央（神奈川県環境農政局新エネルギー・温暖化対策部）「一石三鳥の効果！？「エコド
ライブ」の推進について」

16日 環境アーカイブズ資料公開室オープン

第 23回サス研フォーラム「現代における環境アーカイブズの社会的意義と役割」
①安藤正人（学習院大学人文科学研究科）「アーカイブズ学の立場からみたサス研環境アーカ
イブズの意義」
②村井吉敬（早稲田大学アジア研究機構）「専門研究者の立場からサス研環境アーカイブズに
期待する機能・役割」

17日 てつがくカフェ「3.11以後の日本を考える―震災・原発事故をてつがくする―」（於：法政大
学市ヶ谷キャンパス、主催：法政大学サステイナビリティ研究教育機構）
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18日 法政大学大学院まちづくり都市政策セミナー／公共政策研究科設置記念セミナー
シンポジウム「再生可能エネルギーの挑戦～サステイナビリティという視点から～」

2012年 1月 29日 第 24回サス研フォーラム「原子力の持続可能性を問う」
①舩橋晴俊（法政大学サステイナビリティ研究教育機構長）「年表的手法による原発事故の解
明－福島とチェルノブイリ」
②石井秀樹（同リサーチ・アドミニストレータ）「水溶性セシウムの動態に着目した栽培実験・
圃場評価の展望」
③大平佳男（同リサーチ・アシスタント）「再生可能エネルギーの普及に向けた政策と動向 ～
いわき市を事例に」

2月 17日 法政大学サステイナビリティ研究教育機構 2011年度研究成果報告会

3月 10日『Newsletter』第 3号発行

てつがくカフェ＠ふくしま「あれから 1年　〈3.11〉で何が変わったか？―震災・原発をめぐっ
て―」（於：福島ビューホテル、主催：てつがくカフェ＠ふくしま、法政大学サステイナビリティ
研究教育機構）

20日 国際シンポジウム「震災後のいま問いかける」（於：法政大学市ヶ谷キャンパス、主催：法政
大学サステイナビリティ研究教育機構、法政大学国際日本学研究所）
パネリスト：大倉季久（桃山学院大学社会学部）、吉野馨子（法政大学サステイナビリティ研
究教育機構）、関いずみ（東海大学海洋学部）、熊田泰章（法政大学国際文化学部）、王敏（法
政大学国際日本学研究所）、杉井ギサブロー（映像作家）、張怡香（アメリカ米中連合大学学長、
ハワイ大学医学院院長）、雷剛（重慶出版社編集部）、賈蕙萱（北京大学）、金容煥（韓国倫理
教育学会会長、忠北大学）、岡村民夫（法政大学国際文化学部）

4月 26日 第 25回サス研フォーラム
大石光伸（常総生活協同組合）「放射能の身体への刻み方」

30日 サス研ブックス『グローバリゼーションと発展途上国―インド、経済発展のゆくえ』（スナンダ・
セン著、加藤眞理子訳、新泉社）刊行

5月 24日 第 26回サス研フォーラム
宮田育治（郡山医療生活協同組合）「核害に立ち向かう」

6月 4日 シリーズ「「フクシマ」を考える～多摩から向き合う震災と原発事故～」（於：法政大学多摩
図書館、共催：法政大学多摩図書館、サステイナビリティ研究教育機構）
映画上映、講演・報告、パネルディスカッション、写真展、パネル展示、図書展示を連続開催 
（～ 7月 13日）

21日 第 27回サス研フォーラム
赤沼喜典（三陸鉄道）「三陸での津波被害と復興の現状と課題」

7月 19日 第 28回サス研フォーラム
森田満樹（消費生活コンサルタント）「食分野におけるリスクコミュニケーション」

9月 10日 研究叢書『持続可能性の危機―地震・津波・原発事故災害に向き合って』（長谷部俊治・舩橋
晴俊編、御茶の水書房）刊行

26日 シンポジウム「福島の復興に資する再生可能エネルギー利用にむけて」（於：福島大学、共催：
法政大学サステイナビリティ研究教育機構、福島大学うつくしまふくしま未来支援センター、
認定NPO法人環境エネルギー政策研究所、後援：福島県、協力：JST地域エネルギー・ファ
イナンス研究チーム、持続可能な風力利用研究チーム）
パネリスト：佐々木秀三（福島県企画調整部エネルギー課長）、佐藤理夫（福島大学うつくし
まふくしま未来支援センター）、舩橋晴俊（法政大学サステイナビリティ研究教育機構長）、
小椋真弓（NPO法人超学際的研究機構）、丸山康司（名古屋大学大学院環境学研究科）、戸浪
誠（福島県南相馬市復興企画部新エネルギー課係長）、鈴木俊雄（白河地域再生可能エネルギー
推進協議会長）、二瓶厚（会津みしま自然エネルギー研究会副会長）、渡辺正彦（元東邦銀行
常務取締役）

27日 第 29回サス研フォーラム
山本俊哉（明治大学）「津波被災地の住宅再建と地域再生」
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10月 25日 第 30回サス研フォーラム
斉藤純夫（ウィンドコネクト株式会社）「風力発電が日本のエネルギーの一翼を担えるのか？」

11月 22日 第 31回サス研フォーラム
宇野真介（ナマケモノ倶楽部）「「食」と「農」から考える持続可能性」

12月 20日 第 32回サス研フォーラム
清水修二（福島大学）「惨禍の福島に何を見るか」

2013年 2月 19日『Newsletter』第 4号発行

25日 総合研究成果報告会（於：法政大学市ヶ谷キャンパス）開催

3月 10日 てつがくカフェ＠ふくしま「フクシマはどこへ？―絶望と怒りの淵から―」（於：福島 A・O・
Z、主催：てつがくカフェ＠ふくしま、法政大学サステイナビリティ研究教育機構）

31日 サス研ブックス『チェルノブイリの長い影―現場のデータが語るチェルノブイリ原発事故の
健康影響』
（オリハ・V・ホリッシナ著 、西谷内博美・吉川成美訳、新泉社）刊行

『サステイナビリティ研究』第 3号刊行
特集 1「東日本大震災から考える科学技術利用の持続可能性」
特集 2「「都市農業のサステイナビリティと社会的ネットワークの再構築に関する学際的研究」
の経緯と成果、今後の課題」

法政大学サステイナビリティ研究教育機構閉鎖

5月 2日 研究叢書『「3.11」からの再生―三陸の港町・漁村集落の価値と可能性』（河村哲二・岡本哲志・
吉野馨子編、御茶の水書房）刊行

2014年 3月 27日 研究叢書『持続可能な未来の探求：「3.11」を超えて―グローバリゼーションによる社会経済
システム・文化変容とシステム・サステイナビリティ』（河村哲二・陣内秀信・仁科伸子編、
御茶の水書房）刊行

第二期

2013年 7月 法政大学サステイナビリティ研究所（所長：福田好朗、副所長：舩橋晴俊）発足
「エネルギー戦略シフトによる地域再生」を掲げて研究領域を「環境サステイナビリティ」領
域に限定し、第一期サス研が取り組んでいた環境問題領域の主要プロジェクトを継承

11月 25日 サス研ブックス『なぜグローバル・グリーン・ニューディールなのか―グリーンな世界経済
に向けて』（エドワード・Ｂ・バービア著、赤石秀之・南部和香監訳、新泉社）刊行

12月 8日 国際シンポジウム「エネルギー政策の転換と公共圏の創造―ドイツの経験に学ぶ」（於：法政
大学多摩キャンパス）開催
講演者：ペーター・ヘニッケ（前ヴッパータール研究所所長、前ダルムシュタット大学教授）、
山本知佳子（前在独ジャーナリスト）、北澤宏一（福島原発事故独立検証委員会委員長、東京
都市大学学長）、アイリーン・美緒子・スミス（グリーン・アクション代表）、舩橋晴俊（法
政大学社会学部、原子力市民委員会座長）、ヨーク・スミヤ・ラウパッハ（立命館大学）

2014年 2月 17日『Newsletter』第 5号発行

3月 15日『サステイナビリティ研究』第 4号刊行
特集 1「地域に根ざした再生可能エネルギー振興の諸課題」
特集 2「地域を支える暮らしの共同、女性と生活の持続性」
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「サス研」の歩み

7月 10日 A General World Environmental Chronology（すいれん舎、編集委員会代表：舩橋晴俊）刊行

12日 世界社会学会議・プレコンファレンス「サステイナビリティと環境社会学」（於：パシフィコ
横浜）開催
第 1テーマ部会「福島原子力事故と社会改革に向けた諸課題」
主催：法政大学サステイナビリティ研究所、環境社会学会、Research Committee 24, 
International Sociological Association

13日 世界社会学会議・プレコンファレンス「サステイナビリティと環境社会学」（於：パシフィコ
横浜）開催
第 2テーマ部会「環境問題の歴史と環境社会学」
主催：法政大学サステイナビリティ研究所、環境社会学会、Research Committee 24, 
International Sociological Association

22日『原子力総合年表―福島原発震災に至る道』（すいれん舎、編集委員会代表：舩橋晴俊）刊行

2015年 2月 17日『Newsletter』第 6号発行

3月 15日『サステイナビリティ研究』第 5号刊行
特集 1「復興支援・政策の課題とその持続可能性を問い直す」
特集 2「震災、原発事故とメディア」

8月 31日 Errata to A General World Environmental Chronology刊行

11月 18日「気候変動と持続可能なエネルギーに関する国際ワークショップ」（於：韓国・済州島、主催：
アジア気候変動教育センター（韓国・済州島）、法政大学サステイナビリティ研究所）開催

2016年 2月 3日 公開研究会「原発事故後の「地域再生」を考える」（於：法政大学市ヶ谷キャンパス）開催
発表者：松尾隆佑（法政大学サステイナビリティ研究所）、友澤悠季（法政大学サステイナビ
リティ研究所）、白井信雄（法政大学サステイナビリティ研究所）、豊田陽介（NPO法人気候
ネットワーク）
ゲストコメンテーター：山本信次（岩手大学）、大場真（国立環境研究所社会環境システム研
究センター）、五味馨（国立環境研究所社会環境システム研究センター）

3月 15日『サステイナビリティ研究』第 6号刊行
特集「再生可能エネルギーによる地域再生―戦略的になすべきこと」

18日『Newsletter』第 7号発行

8月 25日 舩橋晴俊・壽福眞美編著『持続可能なエネルギー社会へ―ドイツの現在、未来の日本』（法政
大学出版局）刊行

11月 4日「日本と韓国における再生可能エネルギーワークショップ」（於：長野県飯田市、主催：法政
大学サステイナビリティ研究所、アジア気候変動教育センター（韓国・済州島）、協力：飯田市、
おひさま進歩エネルギー株式会社）開催

2017年 3月 1日『Newsletter』第 8号発行

10日 総合研究会「原発事故とエネルギー構造の転換 エネルギー戦略シフトに向けて」（於：法政大
学市ヶ谷キャンパス）開催
発表者：堀川三郎（法政大学社会学部）、長谷部俊治（法政大学社会学部）、壽福眞美（法政
大学社会学部）、白井信雄（法政大学サステイナビリティ研究所）
コメンテーター：寺田良一（明治大学）、寺西俊一（一橋大学）、坪郷實（早稲田大学）、堀尾
正靭（東京農工大学）、松原弘直（環境エネルギー政策研究所）

15日『サステイナビリティ研究』第 7号刊行
特集「原発事故被災からの回復―被災者・被災地のイニシアティブ―」

22日 公開研究会「ボトムアップによる原発事故被災地の「再生」―イニシアティブを発揮するた
めに」（於：法政大学市ヶ谷キャンパス）開催
発表者：早尻正宏（北海学園大学）、竹峰誠一郎（明星大学）、清原悠（法政大学サステイナ
ビリティ研究所）
ゲストコメンテーター：山本信次（岩手大学）、友澤悠季（長崎大学）、定松淳（東京大学）
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7月 23日 シンポジウム「持続可能なエネルギー社会を創る―『日本エネルギー計画 2050』を構想する
ために」（於：法政大学多摩キャンパス）開催
パネリスト：壽福眞美（法政大学サステイナビリティ研究所）、飯田哲也（環境エネルギー政
策研究所）、藤野純一（地球環境戦略研究機関）、槌屋治紀（WWFジャパン、システム技術
研究所）、荻本和彦（東京大学）、明日香壽川（東北大学）、吉田文和（愛知学院大学）

2018年 1月 29日 原発事故被災地再生研究会「政策提案：原発事故被災からの回復に向けた被災者・被災地の
イニシアティヴ」公表

31日『再生可能エネルギーによる地域づくり～自立・共生社会への転換の道行き』（白井信雄著、
環境新聞社）刊行

2月 21日 シンポジウム「再生可能エネルギーによる地域づくり　自立・共生社会への転換の道行き」（於：
法政大学市ヶ谷キャンパス、主催：法政大学サステイナビリティ研究所、環境新聞社、後援：
環境自治体会議環境政策研究所）
パネリスト：中島恵理（長野県副知事）、藤田壮（国立環境研究所社会環境システム研究センター
長）、白井信雄（法政大学サステイナビリティ研究所）、杉山範子（名古屋大学環境学研究科）、
志澤昌彦（ほうとくエネルギー株式会社副社長）、服部乃利子（しずおか未来エネルギー株式
会社社長）

3月 1日『Newsletter』第 9号発行

11日『原発災害・避難年表』（編集代表：堀川三郎、すいれん舎）刊行

15日『サステイナビリティ研究』第 8号刊行

16日『原発震災のテレビアーカイブ』（小林直毅編著、法政大学出版局）刊行

福島県および韓国済州島におけるインタビュー調査報告書を刊行予定

ドイツ調査報告書を刊行予定

4月 ペーター・へニッケ、パウル・J・J・ヴェルフェンス著、壽福眞美訳『福島核電事故を経た
エネルギー転換―ドイツは特殊な道か、それとも世界の模範か』（新評論）刊行予定

5月 『日本エネルギー計画 2050』（壽福眞美編著、法政大学出版局）刊行予定

（※敬称略、所属・肩書は当時、作成：松尾隆佑）
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市民参加のまちづくりの変容に関する研究
―日野市の市民活動と環境基本計画策定・推進の実態から―

Research on transformation of citizen participation 
in the city planning

―Based on the actual situation of citizen activities and 
 the basic environmental plan of Hino City

長　野　浩　子
Hiroko Nagano

Abstract

	 The purpose of this research is to clarify the transformation of citizen participation in the city 
planning of Hino City, based on the actual situation of the basic environmental plan that was formulated by 
citizen participation and citizen activities that began in the 1970s. The method to achieve that purpose is 
based on the analysis of the evaluation of the citizens and researchers, the journals published by the citizen 
groups, the basic environmental plan, as well as the analysis of the questionnaires and hearings conducted 
on the citizens, and participant observation of the citizen activity.
	 There are four citizen activities that are opportunities to enhance the quality of citizen participation 
in Hino City. Currently, "collaboration" is being promoted. However, in plan formulation, there were changes 
between the first planning and the second planning in (1) the formulation method, (2) the positioning of 
the plan, (3) the promotion system, and (4) the scope of the plan. Initially, it was a the plan formulation 
by citizen participation which had great expectation from the citizens, but with the replacement of 
the participants and such, the interest in citizen planning and citizen participation diminished as the 
participants were not able to perceive any effectiveness.
	 While the interest in "citizen participation" is diminishing, and further decline is of concern, the 
administration is enthusiastically promoting "collaboration", targeting citizens. It is necessary to have a place 
of discussion on "citizen participation" again, recognizing the issues in "participation" and "collaboration".
The basic environmental plan had a problem of execution.
	 Therefore, this paper considered the two factors of that problem --(1) the discrepancy between 
the citizen perception and the administrative perception of the plan; (2) the relationship between the 
basic environmental plan and the individual environmental plan. Based on these consideration, this paper 
proposed the state of the new basic environmental plan.
Keywords:	 citizen participation, collaboration, citizen activity, city planning environmental basic plan
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要　旨

　日野市における市民参加によるまちづくりの変容を明らかにするため、1970 年代からの市民活動及び市民
参加により策定された環境基本計画の実態を、日野市の環境基本計画に関する先行研究、市民作成の報告書、
環境基本計画、市民へのアンケートやヒアリング、及び市民活動への参与観察などを用いて分析した。
　日野市の市民活動は市民参加の質を高める契機となる 4 つの活動、①市民活動のはじまり（問題意識の共有）、
②科学的視点の取り入れ（専門家の協力）、③総合的視点の取り入れ（他の活動分野の市民との連携）、④「協働」
のはじまり（行政との連携）があり、現在は ｢協働｣ が推進されている。しかし計画策定においては、1 次計
画から 2 次計画において①策定方法、②計画の位置付け、③推進体制、④計画対象範囲に変化があった。当初、
市民の期待の高かった市民参加による計画策定だったが、実効性を実感できず、市民の計画や市民参加への
関心は薄れ、参加者の入れ替わりもあり、計画が変化していったと考えられる。計画への関心の低下が各計
画推進グループと活動団体との関係性の違いにも現れていた。
　「市民参加」への関心が薄れ、その後退が懸念される中、行政は ｢公民協働｣ を熱心に推進している。「参加」
や「協働」における課題を認識し、改めて「市民参加」についての議論の場が必要ではないかと考えられる。
　環境基本計画の変化は実効性に関わりがあった。そこで計画の推進に関わる 2 つの要因、①計画に対する
市民と行政の認識の齟齬、②環境基本計画と個別計画との関係について考察し、新たな環境基本計画のあり
方を提言した。
キーワード：	市民参加、協働、市民活動、まちづくり、環境基本計画

1.	 研究の背景や目的

　1990 年代から各自治体において市民参加によ
る計画策定が盛んとなり、調査対象の東京都日野
市も 1997 年の環境基本計画策定を端緒に基本構
想、緑の基本計画などの策定に多くの市民が参加
した。日野は環境基本計画策定に 100 人を超える
市民が参加し、計画案も市民自らつくるという徹
底ぶりで、研究者や自治体などから注目された 1）。
計画策定への市民参加は今や当たり前となった
が、現在は公募しても参加者はそれほど集まらな
い。日野市には未だ参加手続きを規定した条例が
ないため 2）、参加手法は担当者の裁量に任されて
いる。公共工事や民間開発などの紛争もなくなる
ことはないが、1990 年代から盛んとなった市民
参加の議論は少なくなった。また近年、市民参加
のまちづくりを長年担ってきた市民活動団体の活
動休止や解散が続いている。一方「協働」による
活動は活発に見え、NPO 法人数も微増している。
そのためか 2014 年の第 5 次基本構想策定に際し、

第 4 次基本構想に掲げられていた「自治基本条例
制定」が「公民協働条例制定」へと変わった 3）。
　1970 年初めに松下（1971）は「市民参加は生
まれたばかり」と述べた。“ 自立し成熟したまち ”
を目指し、市民による「市民版日野・まちづくり
マスタープラン」4）づくりから約 25 年、そして
環境基本計画策定から 15 年以上が経過した現在、
市民参加に見られる変化は何を意味するのか。市
民参加の実績を積み、参加の技術が進み、市民参
加は進展しているのだろうか。そこで日野市の環
境系市民活動団体の活動の変遷や環境基本計画策
定とその後の実態から、市民参加の変容を明らか
にし、市民参加の成果や課題について考察する。
1 つの自治体の研究ではあるが、今後の市民参加
のまちづくりの推進に寄与すると考える。
　

2.	 先行研究と研究方法

　「市民参加のまちづくり」に関する研究は、特
に工学系では技術や方法論に関する研究が多く、
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その後の実態や検証に関する研究は少ない。「環
境基本計画」についても策定プロセスの研究が多
く、その後の実態に関するものは少ない。中口

（2014）は持続可能性の新たな視点をもとに 5 つ
の自治体の環境基本計画を分析し、計画策定段階
において参加は見られるが、運用段階で効果を上
げているところは限定的だとしている。各地で市
民参加による環境基本計画が策定されると、その
推進のために市民による環境パートナーシップ組
織（以下、「環境 PS」）が発足したが、それらも
停滞傾向があり、平岡（2014）の 3 つの環境 PS

組織の分析では、実践活動は活発であるものの環
境 PS 組織としての独自の活動は停滞気味だとし
ている。秋山ら（2014）は、積極的な市民参加
で環境基本計画を策定し進行管理してきた彦根市
の事例を取り上げ、1 期計画の様々な課題をあげ
るとともに 2 期計画は審議会のみで策定されたこ
となどから、市民参加がやや後退した印象を受け
るとした。以上のように少ない事例であるが、参
加の停滞や課題が報告されている。1990 年代か
らの市民参加の盛り上がりや期待が冷めたように
も見えるが、その実態はまだまだ明らかではない。
　そこで以下の方法で研究を進める。日野市の環
境保全を目的とする主な市民活動団体の活動を既
存資料やヒアリングをもとに、市民参加の視点か
ら活動を分析する（3 節）。次に 1990 年代から
盛んとなった市民参加による計画策定に着目し、
第 1 次環境基本計画から第 2 次環境基本計画の
策定プロセスや計画内容及び推進体制について整
理し、参加市民による報告書や研究者などによる
評価 5）、計画参加者や担当者へのヒアリング及び
2006 年からの環境市民会議などの参与観察から
計画の変化を明らかにする（4 節）。そして計画
策定を牽引してきた市民団体「まちづくりフォー
ラム・ひの」の機関誌『湧水』及び計画策定に参
加した市民へのアンケートやヒアリングから、市
民の計画や参加に対する意識の変化についてみて
いく（5 節）。『湧水』の記事内容及び計画参加者
へのアンケート回答やヒアリングはテキスト化
し、質的データ分析法のセグメント化 6）を参考に

分析を行う。ただし計画参加者へのアンケートや
ヒアリングはサンプル数が少ないため意見は参考
とする（表 1）。
　『湧水』を対象とする理由は、①日野市でまち
づくりに関わった市民の声を長年にわたり記録し
たものは『湧水』以外にはない、②「まちづくり
フォーラム・ひの」はまちづくりに関する知識や
情報を多く持つ市民メンバーにより構成されてい
た、そして③活動の記録「市民版日野・まちづく
りマスタープラン」7）も作成していることなどが
ある。これらが「まちづくりフォーラム・ひの」
及び『湧水』の信頼につながると考えた。
　最後に市民参加の変容及び環境基本計画推進の
課題について考察する（6節）。ここでの「市民参加」
は行政施策や事業に市民意見を反映させるための
市民の活動行為とする。

3.	 日野市の市民参加のまちづくり

3.1 市民活動の変遷と市民参加

　日野市の市民活動団体の環境保全活動を長期的
視点からみると、市民参加のまちづくりを考える
上で重要な活動がいくつかある。1 つ目が 1970

年代に移住した “ 新中間層住民を主な担い手とす
る市民活動のはじまり” 8）である。東京郊外に位
置する農村地域であった日野は、1960 年代から
国の政策もあり新住民が大量に移住した。日野町
から日野市に移行した 1963 年の人口は 51000 人
ほどであったが、1971 年には 10 万人を超える。
台地・丘陵地の農地・緑地が団地へと変り、市内
を流れる浅川や多摩川の汚染も深刻化し、河川か
ら取水する用水路は雑排水の流入もあり、どぶ川
化していた。また降雨時の浸水被害も多発してい
た。そのような状況のなか、問題意識を共有した
市民により、1972 年に自然保護活動を目的とし
た「日野の自然を守る会」（以下、「自然を守る会」）
が発足し、1975 年にはライフスタイル見直しを
目的とした「日野市消費者団体連絡会（1982 年、

「日野市消費者運動連絡会」へ移行）」（以下、「日
野消連」）が発足した。「自然を守る会」は運動に
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表 2　市民活動団体ヒアリング

表 4　計画参加者アンケート・ヒアリング

表 3　行政ヒアリング
会　名 対応者 立場 年月日

日野消費者運動連絡会 AN氏他 会員 2006/8/26
水と緑の日野・市民ネットワーク TS氏 事務局 2006/9/17
まちづくりフォーラム・ひの HN氏 事務局 2007/1/22
日野市環境市民会議 NK氏 事務局 2007/2/2
環境基本計画推進会議市民Ｇ YN氏 事務局 2016/5/11
まちの生ごみを考える会 IO氏KI氏 代表他 2016/1/14
ひの市民活動団体連絡会 TM氏 事務局 2016/9/15

参加者 アンケート ヒアリング 参加状況 その他の参加計画 活動グループ（２０１４年現在）

A 〇 2016/1/14 全回参加 4次基本構想 まちの生ごみを考える会
B 〇 2016/5/11 全回参加 5次基本構想中間検証 みどりグループ

2007/1/22 市民マス まちづくりフォーラムひの
2014/11/10 緑の基本計画 まちの生ごみを考える会

Ｄ 2007/2/2 １次見直しまで参加 4次基本構想、都市マス 環境市民会議代表（2007年当時）
Ｅ 〇 2016/1/14 １次見直しから参加 都市マス、5次基本構想中間検証 まちの生ごみを考える会
Ｆ 〇 - ２次から参加 2次緑の基本計画 みどりグループ
Ｇ 〇 - ２次から参加 5次基本構想及び中間検証 水の会
Ｈ 〇 - ２次から参加 5次基本構想及び中間検証 水の会
Ｉ 〇 - １次見直しのみ 4次基本構想及び5次中間検証 都市農業研究会
Ｊ 〇 - １次のみ - 南平緑と水のネットワーク

Ｃ ２次まで参加

行政部署 対応者 立場 年月日

環境共生部環境保全課(元) SK氏a 担当 2014/6/6
環境共生部環境保全課(元) SK氏b 担当 2015/11/19
環境共生部環境保全課 N氏E氏 担当 2016/8/29

表 1　研究方法

３
節

目的 市民活動団体の活動を市民参加の視点から分析

調査
方法

①	日野市環境白書（2002 年度、2008 ～ 2015 年度）レビュー
	 白書に掲載されている水や緑保全活動を行う 16 団体の活動の目的、活動内容、活動エリア、会員数、

活動歴、行政との関係などを整理。
②	環境保全活動団体の機関誌・発行物の調査・分析
 ・	日野の自然を守る会発行『日野の自然』第 1 号～第 524 号
 ・	まちづくりフォーラム・ひの発行『湧水』第 1 号～第 100 号
 ・	日野市消費者運動連絡会（1998）『水汚染から考える－浅川・豊田用水の水質調査 10 年』、
 ・	日野まちづくりマスタープランを創る会（1995）『市民版まちづくりマスタープラン－市民がつくっ

たまちづくり基本計画』
 ・	浅川勉強会（1999）『井戸ノート－地下水の眼をのぞく』
③	主な環境保全活動団体へのヒアリング（表 2）

４
節

目的 市民参加により策定された環境基本計画の変化を分析

調査
方法

① 1 次及び 2 次環境基本計画の策定プロセス、推進体制を既存資料、文献を用いて整理・分析（4.1）
② 1 次計画の評価に関する先行研究の整理・分析（4.2）
③ 1 次と 2 次の計画内容について整理・分析（4.3）
④ 2 次の推進体制についてヒアリング（表 3・4）と参与観察による調査・分析（4.4）

５
節

目的 計画及び参加への市民の意識の変化を分析

調査
方法

①	まちづくりフォーラム・ひの発行『湧水』にみる市民の意識を調査・分析（5.2）
a.	1 号から 100 号までの全ての記事内容を確認し、お知らせや案内を除く 795 の記事を 31 のテーマで

分類し、号・発行日・タイトル・執筆者などを整理し、データベース化した。
b.	市民参加・協働、計画策定等に関する 10 テーマの記事数の変化をグラフ化。
c.	記事のデータベースより、環境基本計画に関する 35 の記事を抽出し、再度詳細に読み込み、環境基

本計画の評価に関する意見を抽出、分析した。
②	計画策定に参加した市民へのアンケートやインタビュー（表 4）による分析（5.3）
a.	2 回以上環境基本計画策定に参加した市民をリストアップ。連絡先のわかる協力者 9 名にメールに

てアンケート送付。アンケート内容は他の計画策定や活動状況、環境基本計画策定に参加した目的
など 5 項目。

b.	9 名のうち 5 名ヒアリング。ただし 2 名は、1 次見直し後の 2007 年に実施したものを参考。
c.	アンケート自由記述及びヒアリングのテキストデータを分析。
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より崖線緑地を保全緑地とし、「日野消連」は河
川や用水の水質浄化を目指し “ せっけん使用推進
運動 ” などを行った。日野の自然保護活動の礎を
築いた「自然を守る会」は多い時には会員が 400

人を超え、現在も約 190 人の会員がおり毎月の
観察会などを継続している。
　2 つ目は、1985 年ごろから「日野消連」や「浅
川勉強会」が、専門家や研究者の協力を得ながら
汚染の原因や実態を調べるために河川や用水の水
質調査を行ったり、景観調査、市民の意識調査な
どをはじめたことである。市民が活動に “ 科学的
視点を取り入れ ”、改善につなげようとした 9）。
　3 つ目が、1992年の市民による「市民版日野・
まちづくりマスタープラン」（以下、「市民版 MP」）
づくりであり、これは “ 総合的な視点を取り入れ
た ” 市民によるまちづくり提案活動であった。農
業研究者や建築、福祉の専門家、生活クラブが
中心となり、それまで活動経験のない市民も含
め 80 人以上が参加し、環境・福祉・農業・教育
などを対象に総合的な視点からまちづくり計画を
まとめた。要求や反対、批判ばかりではなく、市

民の意見を市政に反映させたい、自分たちのまち
は自分たちでデザインしたいという想いが「市民
版 MP」に込められた。この実績は市民にとって
も大きな自信となり、さらには行政側にも市民の
提案力を認識させる機会となったと考えられる。
日野市における市民参加やパートナーシップの可
能性を示唆し、その後の市民による環境基本条例
直接請求や環境基本計画策定にもつながる出来事
だった。「市民版 MP」づくりをきっかけに、市
民のためのまちづくりシンクタンクを目指し「ま
ちづくりフォーラム・ひの」が発足し、その後の
市民参加による計画策定を牽引していく。地方分
権化や都市計画法改正もあり、全国的に市民主体
や参加による条例制定や計画策定が盛り上がり始
めた時期でもあった。
　4 つ目は行政との “ 協働 ” による活動のはじま
りである。1998 年に特定非営利活動推進法（NPO

法）10）が施行されると市民活動促進のため、情報
提供やエンパワーする中間支援組織が発足する。
2003 年に発足した「ひの市民活動団体連絡会」
は施設運営の委託を行政から受け、市民活動団体

図 1　日野市の主な環境系市民活動団体の系譜

1970 1980 1990 2000 2010 2015

昭和35年 昭和45年 昭和55年 平成2年 平成12年 平成22年

1960

出来事

年

主
な
市
民
活
動
団
体

活動
進展

まちづくりフォーラム・ひの1996年～2014年

緑地管理ボランティアの会 2000年～

ひの・まちの生ごみを考える会 2002年～

日野の自然を守る会 1972年～

日野市消費者運動連絡会 1975年～

浅川勉強会 1983年

リサイクルショップ回転市場 1992年

浅川潤徳水辺の楽校

多摩平の緑守る会1965年～

発足・参加

環境基本計画推進会議市民G 2005年～（環境保全課連携）

ひの市民活動団体連絡会 2003年～（地域協働課連携）

どんぐりクラブ 2005年～

南丘・雑木林を愛する会 2007年～

まちの生ごみ活かし隊（せせらぎ農園）2006年～

東豊田緑友会 1997年～

倉沢里山を愛する会 2000年～

① 新中間層住民による市民活動のはじまり

（問題意識の共有）

② 科学的視点
の取り入れ

（専門家の協力）

③ 総合的視点の取り入れ
（他団体との連携・協力）

④ “協働”のはじまり
（行政との連携）

中間支援・ネットワーク組織

■日野市制スタート1963年

■環境保全に関する条例1972年

■清流条例1976年
■環境基本条例1995年

■清流条例改正2006年

市民版まちづくりマスタープランづくり1992年～

▼水質検査開始

▼水路の景観・生物環境等調査

発足・参加

発足・参加

環境市民会議2005年

▼まちづくりマスタープラン作成

発足

緑と水の日野・市民ネットワーク 2005年～（緑と清流課連携）
支援

▼日野緑地保全運動（黒川清流公園）

▼石けん使用推進運動

＊会誌・ヒアリングをもとに筆者作成
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のサポートや学習会の開催、協働事業の推進、広
報などを行っている。環境基本計画の推進拠点と
して 2005 年に開設された「環境情報センター」は、
環境情報の収集や発信、環境フェアの開催、啓発
のためのセミナーなどを行い、環境白書の編集も
行っている。環境学習リーダー講座をきっかけに
市民による小中学校の環境学習支援組織「どんぐ
りクラブ」も発足した。施設は環境系市民活動団
体の活動拠点にもなっている。2005 年に発足し
た環境保全団体のネットワーク組織「水と緑の日
野・市民ネットワーク」11）は、行政との共催で雑
木林ボランティア講座や市民環境大学を開催し、
人材を育成している。これら中間支援組織やネッ
トワーク型組織は、市民活動の裾野を広げ、活動
団体間の連携・協力により活動の強化や活動の “ 孵
卵器 ” 的役割も果たしている。行政との連携があ
り、「協働」12）という言葉が盛んに使われ始める
のもこのころである。これらの 4 つの活動の始ま
りは、活動の質を高めるとともに、市民参加のま
ちづくりのステップアップとなる活動だと考えら
れる。市民参加や自治について学ぶシステムのな
いなか、市民が自ら学び、権利としての参加を少
しずつ切り開いてきた。個々の活動ではあるが、
人的つながりによる情報交流や情報発信もあり、

日野の市民活動全体を底上げしてきた。この市民
の参加への要求と、行政による市民の創造性やマ
ンパワー活用を目的に、「協働」が推進されてい
る13）。その結果 2000 年代以降に発足した活動団
体の多くは行政との関係から生まれ、それ以前の
団体も多くは行政が関係するネットワーク組織に
組み込まれている。ただし、長年活動を続ける団
体は、「行政とは付かず離れず」「協力すれど依存
せず」あるいは活動の推進のために「行政を利用
して」自立的に活動している。行政からも頼りに
され、行政の施策や事業に影響を与えている団体
もある（図 1）。

3.2 行政計画づくりへの参加

　「市民版 MP」づくりから市民の参加への意欲
や関心は、環境基本計画、次に基本構想策定な
どへと向けられる。基本構想ひの・いいプラン
2010 策定には 145 名の市民が参加した。最初の
計画策定から凡そ 10 年がたち、それぞれ 2 次計
画策定を迎えたが、参加者は減少し策定方法にも
変化がみられる（表 5）。
　2015 年に市民による第 2 次環境基本計画の中
間検証が行われた。定期的見直しによる計画内容
の変化もあるが、計画の推進体制に対する課題と

表５　計画策定体制の変化

計画内容 策定期間
参加人数（人）

会議回数
市民 行政 その他

環
境
基
本

計
画

一次 97 年 10 月～
99 年 9 月 公募：109 18 全体会 3 回．ナビ会 16 回．

5 分科会延べ 118 回．作業部会 5 回．

二次 09 年 11 月～
11 年 1 月 公募：43 26 事業者：10 ＷＴ会議 13 回．

コーディネイター会議 7 回．

み
ど
り
の

基
本
計
画

一次 98 年 1 月 ～
99 年 3 月 公募：37 事務局：

担当課職員
アドバイザー：5

（地権者、専門家）
17 回（みどりの現状把握から計画内容の検討を行な
う。策定委員会（市民・事業者他 10 人．4 回．）開催）

二次 11 年 7 月 ～
11 年 12 月 公募：16 14 6 回（策定委員会 12 年 1 月～ 3 月．市民 5 名．

計画は保留）

基
本
構
想

ひ
の
・
い
い

プ
ラ
ン

2010 99 年 6 月 ～
01 年 2 月 公募：145 32 18 回（6 分科会に分かれ、担当各課からの施策説明、

各部長からの主要説明、対話を経て提案をまとめる）

2020 10 年 1 月 ～
11 年 3 月 公募：61 25 18 回（グループインタビュー 9 回、シンポジウム、

フォーラム開催）

＊各計画書を元に筆者作成
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ともに、環境基本計画そのものを市民だけでなく
行政内部でも認知、共有されていないなどの指摘
があった。そこで環境基本計画に注目し、次節で
1 次計画と 2 次計画の変化についてみていきたい。

4.　市民参加による環境基本計画の変化

4.1 策定プロセスと推進体制

　日野市の環境基本計画は、全国的にもまれな市
民の直接請求により制定した環境基本条例を根拠
としている 14）。条例制定の背景は、1990 年代初
めの社会的状況や日野市における特異な政治的状
況が起因しているとされる15）。策定に際し、行政
の検討委員会には 3 名の公募市民も参加したが、
直接請求に関わった市民は「環境基本計画を考え
る市民の会」を 1997 年 1 月に発足させ、さらな
る市民参加を行政に働きかけた。行政内からも市
民参加を拡大すべきという意見や「市民参画」を
公約に掲げた市長に代わったこともあり、参加
の質・量とも拡充された。そして改めて公募し、
109 名の市民による環境基本計画策定が 1997 年
10月に始まった。策定は5分科会（くらし・大気・水・
緑・リサイクル）に分かれ、他課の職員も含め市民・
職員合同ワーキングチーム体制により進められた。

計画づくりをきっかけに行政内部の横のつながり
をつくり、計画を推進することも期待された。
　分科会は自主運営で、まち歩きや他の自治体の
見学、学習会などが行われ、分科会だけでも述べ
118 回開催された。基本運営や調整は分科会ごと
に選ばれた「ナビゲーター」により行われた。ハー
ドなスケジュールから途中辞退の市民も多かっ
た。各分科会の提案は「作業部会」により 10 カ
月で計画案にまとめられ、案は検討委員会、環境
審議会の審議を経たのち微調整し、1999 年 9 月
に議会議決された。検討委員会では従来の形式的
計画と異なるなどの意見も出たが、委員会会長や
行政の「市民案の尊重」が重視された。
　議会議決に先立ち、市民有志による「環境基本
計画市民連絡会」が 1999 年 6 月に発足し、行政
との情報交換や環境施策に関する協議、行政の啓
発活動への協力、学習会の開催などが行われた。
しかしこの間、計画の推進体制や進行管理は進ま
ず、5 年後の中間見直しが始まる。再び、市民・
職員合同ワーキングチームで進められたが、この
時は NPO が分科会の進行やまとめを行った。参
加市民は 1 次計画策定時の約半分であった。見直
しでは重点項目や数値目標を定め、推進体制案を
つくった。「市民連絡会」は解散し、市民・事業者・

図 2　環境基本計画策定・改定年表
＊筆者作成
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行政が協働で計画推進・進行管理していく場であ
る「環境市民会議」が発足し、活動拠点となる環
境情報センターも開設された16）。
　2010 年に 10 年目の改定となる第 2 次計画策
定が始まった。応募市民はさらに減り、活動団体
などへの動員に至った。これまで同様市民・行政
合同ワーキングチームによる WS 形式の話し合
いであったが、民間コンサルタントが進行やまと
めを行い、計画案も作成した。そして限られた回
数の会議の中で市民が意見をいい、コンサルがま
とめたものを確認するという通常の計画策定スタ
イルへと変わった。推進体制も 2 次計画は市民グ
ループ（水、緑、ごみ、CO2）と環境保全課及び
環境情報センターがそれぞれ取り組みを牽引する
とともに、推進会議を設け進行管理していくこと
となった（図 2）。

4.2 計画の評価

　第 1 次計画は策定プロセスや計画内容に多くの
注目を得た。以下研究者などの評価や課題を整理
する。高橋（1999，2000a）は市民の政策形成
能力を高く評価し、個々の施策の背後に思想的深
みもあるとした一方、課題として推進体制や計画
の進行管理をあげた。熊澤ら（2005）は計画を
議会議決としたことで、計画に規範性や正当性を
付与し、その正当性を背景に担当者が他の部課へ
積極的に働きかけ、その対価としての計画の実効
性が年次報告書の作成を通して確保されていると
した。さらに総合計画と並列に位置づけられたこ
とも円滑な計画の推進に影響を与えたとした。早
川（2000）は、計画の実効性を高めるため、庁
内 WT を設置し、市民案の各課調整を行った。職
員は庁内公募で本来業務を離れ参加したので、や
る気と責任が増し、市民との垣根も無くなったと
評した。課題としては市民参加手続きの制度化だ
とした。高橋も早川も市民負担を考え、より広範
な市民の参加を得るとともに、効率的運営のでき
る参加システムづくりを挙げた。
　5 年後に見直しが行われたが、1 次計画を高く
評価していた高橋は「環境基本計画づくりの取り

組みは今でも色あせてはいないが、相次ぐ計画づ
くりに市民が追われ、環境基本計画自体の進行管
理や推進体制に十分手が回らず、「参加疲れ」が
見られる。さらに若い世代への参加の継承、市民
参加の制度化などが課題である。」とした 17）。
　市民が計画策定に追われた背景には、環境基本
計画の実効性を高めるための市民なりの判断が
あった 18）。確かに多くの市民が計画策定に参加し
たが、継続していたのは計画策定を牽引していた
リーダー的市民で、それらの市民が新たな計画策
定に参加した影響が大きかったと考えられる 19）。

4.3 環境基本計画の変化

　次に計画の主な変化をみていきたい。まず計画
の位置付けが第 1 次計画は基本計画（基本構想ひ
のいいプラン 2010 の下位計画）と同列だったが、
第 2 次計画は基本計画の下位となった。1 次の特
徴として初めての市民参加による計画策定だった
こともあり、環境を幅広く捉え、特に「くらし」
は分野を横断し、道路環境、商店街、歴史・文化、
緑環境、住環境なども対象としていたが 20）、2 次
では「くらし」から「生活環境」に変わり、新た
に “ まちの美化 ”、“ 生き物との共生 ”、“ ごみ処
理施設更新”、“ごみ処理広域化支援”などが加わっ
た。市民から「くらし」がなくなることに疑義が
出されたが、盛り込まれなかった。
　施策の変化をみると所管課の管理内への傾向が
ある。外された “ 歴史や文化 ”、“ 景観 ” などの施
策は他の所管となる。この変化に審議会や議会で
も特に議論がみられなかったことから、1 次計画
に込めた市民の思いが薄れ、実効性担保のための
重みづけも形骸化していた可能性がある。さらに
各課職員参加の WT 体制も計画推進に活かされた
か疑問である。

4.4 計画推進グループと市民活動団体との関係

　第 1 次計画見直し後に発足した「環境市民会議」
は、分科会毎の活動が中心となり、推進体制を模
索していたが、メンバーの高齢化などもあり参加
者が減少したため解散し、第 2 次計画では推進組
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織を設けず、関係者が集まる会議により進行管理
していくこととした。
　計画策定に参加した市民は、計画推進会議市民
グループとして、水グループは水路清流係、みど
りグループは緑政係、CO2 グループは環境保全
課、ごみグループはごみゼロ推進課などそれぞれ
所管課と協議しながら重点項目を推進していくこ
ととなった。ごみグループは所管課と個別計画で
ある「ごみゼロプラン」を策定し、そこから「ま
ちづくりフォーラム・ひの」の支援により推進母
体の「まちの生ごみを考える会」、実行部隊とし
ての「まちの生ごみ活かし隊」（以下、「活かし隊」）
が発足した 21）。「活かし隊」の活動は学校や福祉
団体、地域とネットワークの広がりとともに、そ
れぞれの所管課との繋がりもみられる 22）。みどり
グループは観察会で他の活動団体の協力を得るな
ど連携が生まれ始めているが、水グループや CO2

グループは他団体との連携、協力関係はみられな
い（図 3）。
　グループ毎に同じ活動分野の他の既存団体との
関係にも違いがみられる。それは環境基本計画に対
する既存団体の距離感を反映していると考えられ

る。環境基本計画ができる前から自立し活動してい
る団体は長年の活動でそれぞれ行政との繋がりが
あったり、また行政 OB が関係している団体もあり、
行政の実情や計画の限界をある程度理解している。
それらの団体は推進会議に参加する必要性を現状
では感じておらず、むしろ参加することが会の活
動への負担になると考えている。一方ごみグルー
プが他のグループに比べ組織的活動ができたのは、
個別計画の「ごみゼロプラン」を所管課とともに作
成していく中で、その後の協働の取り組みの基盤が
できたことや水やみどり、CO2 グループは計画策
定も活動もほぼ同じメンバーだが、ごみグループは
計画策定への参加者と主に活動を担うメンバーと
に緩やかな役割分担がみられた。またごみ問題が比
較的新しい課題であったために既存の市民組織が
なく、活動組織もはじめからつくることができた。
このように推進グループ内でも同じ活動分野の団
体との関係に違いがみられた 23）。
　小人数の計画推進グループがそれぞれ個別に活
動することにより、環境情報センターの果たす役
割は大きくなっている。環境情報の収集や環境学
習の開催、環境フェアなどのイベント企画及び実

図 3　環境基本計画推進関係図
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施、環境白書の作成や広報、さらに情報センター
の活動から新たな活動が生まれると、それらの事
務局を担うこともある。環境白書は活動団体の活
動や計画の進捗などを毎年把握するツールとなっ
ている。

5．市民意見の変化と計画への影響

5.1 『湧水』に見る変化

（1）『湧水』の記事内容
　「まちづくりフォーラム・ひの」は、1995 年
発行の市民によるまちづくり基本計画「市民版日
野・まちづくりマスタープラン」を推進するため
に発足した市民グループで、その後の日野市の市
民参加の計画策定を牽引し、市民活動を支援して
いく 24）。勉強会や交流活動は「緑地管理ボランティ
アの会」や「まちの生ごみを考える会」発足につ
ながる。
　その市民グループによる隔月発行の会誌『湧水』
は 1996 年 12 月に第 1 号、2014 年 3 月に第 100

号を発行し、その後休刊となった。執筆は「まち
づくりフォーラム・ひの」メンバーやまちづくり
を担う市民であり、『湧水』は市民参加のまちづ

くりの１つの記録でもある（表 6）。『湧水』は環
境基本計画策定の始まりに伴い発行され、その後
の計画策定などに関する情報提供・交流・学習の
場として市民の活動を支えた。掲載記事は①緑地
保全、②計画関係、③ごみ、④参加や協働の順に
多い。計画策定は見直しや改定が 5 年～ 10 年ご
とに行われるため、その度ごとに記事数は増える
が、2005 年前後をピークに記事は全体的に減少
していく。（図 4）。　

（2）環境基本計画への期待と変化
　環境基本計画に関する記事が 35 編あり、計画の

図 4　記事内容の変化
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（2）環境基本計画への期待と化

表 6 『湧水』記事内容 

記事内容 記事数
環境基本計画 35 多摩平団地再生 30
基本構想・計画 29 仲田の森公園 16
都市マス 13 都市計画・景観 4
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執筆は「まちづくりフォーラム・ひの」メンバーやまちづくりを担う市民であり、『湧水』

は市民参加のまちづくりの１つの記録でもある（表 6）。『湧水』は環境基本計画策定の始

まりに伴い発行され、その後の計画策定などに関する情報提供・交流・学習の場として市

民の活動を支えた。掲載記事は①緑地保全、②計画関係、③ごみ、④参加や協働の順に多

い。計画策定は見直しや改定が 5 年～10 年ごとに行われるため、その度ごとに記事数は増

えるが、2005 年前後をピークに記事は全体的に減少していく。（図 4）。  

 

（2）環境基本計画への期待と変化 

表 6 『湧水』記事内容 

記事内容 記事数
環境基本計画 35 多摩平団地再生 30
基本構想・計画 29 仲田の森公園 16
都市マス 13 都市計画・景観 4
緑の基本計画 3 地域活性化 7

震災・防災 19
福祉・人権 23
歴史 12
くらし・アメニティ・文化 15
教育・学校・図書館 6

緑地 61 政治・議会 8
農地 26 まちづくりフォーラム運営 16
公園 7 まち歩き報告 9
ごみ 21 人物紹介 29
生ごみ 41 書評 92

その他 17

合計 795

ごみ

56

6

計画
関係

緑地
保全

80

34
51

34
29

その他環境全般

開発問題

参加・協働

NＰＯ・市民活動
中間支援組織
水関係（川・用水・湧水）

記事内容 記事数

46

94

制度

62
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中で最も多い。その記事内容から計画の評価に関
する意見を抽出し、意識の変化を分析した（表 7）。
　環境基本条例制定後、環境基本計画策定に向け、
市民による「環境基本計画を考える市民の会」が
発足し、積極的な参加への意思と期待が伺える（4

号）。市民 WT により計画の骨子がまとまると、
初めての市民参画による計画策定という試行錯誤
の挑戦が充実し満足いくものであったことや計
画の実現に向けた覚悟が伺える（15 号）。5 年を

表 7　環境基本計画の評価に関する意見

号
（発行日） 内　容

4
（1997/6/1）

市民参加を現実のものとするためにも、「考える会」を通してわたしたちの意見を市の計画に反映させて
いきたいものです（H・H）

15
（1999/4/1）

作業がおわってほっとした思いと、同時に作りあげた素案の実現に向け取り組む緊張感が身体じゅうに
染み渡りました。それは「人と環境との共生をはかる」活動の出発点に立ったとの認識からでした。（T・U）

48
（2004/11/4）

計画の根本精神を受け継ぎながら 5 年という歳月が経ったいま、また新しいメンバーとの意識のかい離
をどのように埋めていくかもワーク作業の重要な視点である。（H・N）

50
（2005/3/7）

市民と行政の協働運営の情報センターを掲げているが、実態は行政の運営する情報センターに市民も加
えてもらっている状況。（Y・H）

51
（2005/5/6）

新たに参加した人たちにとって、現・環境基本計画は力のないものに映り、歯止めをかけたいとの思い
は強かった。それというのもモノレール開通に伴い、沿線には大型マンションの建設、大企業跡地にさ
らに大規模マンションが開発されつつある。現状など「緑豊かな、清流の流れるまち」とは言い難い現
実があった。（H・N）

55
（2006/1/15）

環境市民会議がどのような役割を担い活動していくか未知数。市民主導で日野市の環境行政を推進し、
評価していく道筋をどうつけていくかが問われている。（H・N）

76
（2009/7/10）

現在の環境基本計画は実現したら素晴らしい。しかしそのほとんどが実現からほど遠い。このさいなぜ
実現できなかったかを総括してそれをベースに新しい環境基本計画の策定段階に入ることが望ましい。
2020 プランでできることはそちらに任せて環境に特化した「新環境基本計画」策定がされることを願う。

（＊M・K）

78
（2009/12/10）

第１次の推進体制が、計画通り運用管理されてきたかという点については環境市民会議に関わった一人
として忸怩たるものがあるのは否めません。（H・N）

82
（2010/8/10）

2 次計画策定のＷＧは大まかな作業を終え、1 月に最終確認をした。しかしなぜか 1 次の作業終了時の
ようなわくわく感がない。（H・N）

85
（2011/2/10）

１次の推進体制は市、環境情報センター、市民の役割・責任に曖昧さがあったり、機能しなかった。目
標を達成するために具体的にした実施計画的なものがなかったこともあり、市民と行政の協働が不足し、
ＰＤＣAを回せなかった。その反省から今回、環境基本計画全体の推進・管理の責任は行政にあると
明確にできた（＊Y・H）

88
（2011/8/15）

第 2 次計画案を観たが、行政計画としては読みやすいが市民の言葉が感じられない。当時をしるものと
して淋しさを感じた。（H・N）

89
（2011/10/15）

第 1 次計画の反省から、理想的だが実現困難な目標設定は避け、実現可能性ある目標を意識したこと
は良かった。市民参画・協働からみた場合、部分的には不満の点があっても、全体的には市民の意見
が反映された。（＊Y・H）

＊は 2 次計画からの参加者

経て見直しが始まると、行政担当課に経験者がい
ないこと、新たに参加した市民との間の意識の差
のあること（48 号）、さらに期待を集めて発足し
た環境情報センターの運営について市民の不満が
みられる（50 号）。徐々に第１次計画の実効性が
課題となり（51 号）、計画推進のために新たに発
足した市民会議への期待と同時に不安もみられる

（55 号）。環境基本計画が策定されてから 10 年が
経つと計画の成果がつきつけられる。2 次計画改
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定に際し、途中から市民会議に参加したメンバー
からは厳しい指摘や新たな提案が示される（76

号）。1 次から関わった市民にも推進体制への反
省が見られる（78 号）。2 次計画がまとまると 2

次からの参加者は満足感と期待があるが、1 次か
らの参加者には不満がみられる（82、85、88、
89 号）。
　約 14 年間の環境基本計画に関する市民の意見
の変化をみていくと、参加する市民・行政職員の
入れ替わりによる当初の計画の趣旨の継承の問題
や計画の推進の課題もあり、新たな参加市民の意
見が計画に取り入れられていったと考えられる。

（3）「市民参加」に関する市民の意識の変化
　「市民参加・協働」「NPO 市民活動」「中間支援
組織」については 114 編あり、その意見の変化
をみていく。「「市民参画」とは市民が提言し、意
見を交換し合い、つくりあげたものについて協力
し、実行するための責務をもつというような市民
参加よりももっと市民側の責任が重いもの」（15

号）と市民の責任に言及し、「これから各プロジェ
クトを立ち上げるときも、その企画段階から市民
が関わることのできる素地はできつつあります。」

（27 号）、「「市民参加」が当然となった。行政と
市民の間の垣根が取り払われ、職員と市民が共同
に施策ができるプロセスに参加するのが当たり前
になりつつある。」（28 号）と計画策定黎明期の
2000 年半ばまでは参加への覚悟、期待、達成感
がみられる。その後、行政による市民活動支援セ
ンター開設に伴い、中間支援組織の市民活動団体
連絡会が発足すると「NPO が地域ごとに地域の
実情に応じてサービスしていく時代になりつつあ
る。何よりも NPO は主体性をもって行政と協働
できる。行政の部分に入り込んで、行政のお墨付
きを得て活躍する場がますます増えていく。」（39

号）と行政との協働への期待が伺えるが、「行政
職員の市民活動が安易に安い行政の下請けという
イメージを払拭し、パートナーシップの確立で本
来の協働のあり方を明確にし、実践できるように
することに、連絡会として取り組まなくてはなら

ない」（42 号）、「パートナーシップを獲得するた
めにはどうしたらいいか、対等の立場でない点を
どうしたら是正できるか、協働の問題点について
中身を明らかにし、その解決方法を見出せればと
知恵をあつめた。」（56 号）、「市民活動も行政と
同じく縦割りで団体同士の連携はまだ未成熟。中
間支援組織はそれらの困難の解決をすべく団体の
活動支援と活性化のために努力している。」（64

号）、「市民活動団体には企画段階での事業の共同
参画が少なく、委託契約の仕様書が確定してから
では、市民活動団体の持ち味を十分生かせない。
連絡会と地域協働課が接着剤になって NPO と行
政の情報共有を図り、共同の企画を一緒に考える
べき。」（69 号）と行政との関係の模索や市民自
身の課題など参加や協働の難しさに直面している
ことが伺える。
　議論の場を提供し、計画策定を牽引していた「ま
ちづくりフォーラム・ひの」だが、メンバーの退
会が続いたことなどもあり活動は徐々に低調とな
り 2014 年に休止に至った。

5.2 計画策定への参加市民の意識

　第１次環境基本計画策定には 109 名の市民が参
加したが、その内 5 年後の見直しに参加した市民
は 22 名、2 次計画までは 7 名、2 次計画の中間
検証まで参加した市民は 3 名しかいない。2 次計
画参加者は 43 名なので 1 次計画策定時のことを
知る市民は 6 分の 1 となり、参加市民が大きく入
れ替わっている（表 8）。そこで参加回数の異な
る市民 10 名に参加目的や評価についてアンケー
ト及びヒアリングを行った。
　全員が計画の推進体制や進行管理に問題意識を
持っているが、参加回数によりその意識に違いが
みられた。全ての計画に参加している市民は行政
との関わりも長く、行政の事情も理解した上で、
使命感や人との繋がりに意義を見出し「職員と話
をし、お互い理解し共感するようになった。結局
人間関係だと思う。」と述べる。2 次計画以降へ
の参加をやめた市民は「時間を使って議論したこ
とが、形にならない」「市民参加はいいように使
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われてきた。」の意見があった。2 次計画から参
加している市民は 1 次計画の課題を認識しながら
も計画への期待や情報を得られるなど意義を見出
し参加していた。アンケートやヒアリング対象者
は少ないが、前項での意見や計画への市民の関わ
りも踏まえみていくと、主に計画推進の監視役と
して関わる市民、行政に過大な期待を抱かずでき
る範囲で協働していく市民、計画推進を期待する
も叶わずやめていく市民に分かれる傾向がある。
計画に関わる市民は減るが、策定の度に少ないな
がらも期待や関心を抱き新たに参加する市民がお
り、少しずつ計画内容や体制は変化していくとみ
られる。

6．まとめと考察

6.1 市民参加の変容と課題

　日野市における市民参加によるまちづくりの変
容を探るため、1970 年代からの市民活動及び市
民参加により策定された環境基本計画の実態をみ
てきた。日野市の市民活動は市民参加の質を高め
る契機となった 4 つ活動があり、現在は ｢協働｣
が推進されている（3 節）。しかし計画策定では、
第 1 次計画から第 2 次計画において①策定方法に
おいて市民の主体性がやや失われ、②計画の位置
付けが低下し、③推進体制においても環境市民会
議が個別のグループの活動となり、さらに④横断

的計画から主に所管課の計画へと計画対象範囲も
狭まる傾向があった （4 節）。市民の計画策定や参
加に対する意識の変化は、当初は期待の大きかっ
た市民参加による計画策定だったが、実効性を実
感できないことや、参加者の入れ替わりもあり、
計画の変化に繋がったと考えられる。実効性を実
感できないと市民の計画や市民参加への関心は薄
れる。計画への関心の差が計画推進グループと活
動団体との関係性にも現れていた。そして関心が
薄れると市民参加は停滞し、後退する。「まちづ
くりフォーラム・ひの」も徐々に活動が低調となっ
ていった（5 節）。
　しかし計画策定への市民参加をきっかけに、行
政施策への市民意見反映の窓口は増え、今でも行
政との関係を模索しながら地道に活動を続ける市
民は存在する。またごみグループの活動には広が
りがみられたが、ごみグループの活動母体である

「まちの生ごみを考える会」は「まちづくりフォー
ラム・ひの」がごみゼロプラン推進のため行政
などと協力し発足した組織である。「まちづくり
フォーラム・ひの」は活動を休止したが、その成
果は「緑地管理ボランティアの会」なども含め様々
な市民の活動に繋がっている。
　計画策定への市民参加は今や当たり前となった
が、行政には常に参加への後退圧力があり、経済
性や効率性が優位になるとその手続きや合意形成
などの負担から、市民参加は敬遠され形だけとな
る。実効性が担保されない計画策定は形式的参加
だといわれるが、これは環境基本計画だけの問題
ではない。今でも実質的参加である実施レベルで
は行政による決定や関係者・権利者以外参加でき
ない計画や事業も多い。「市民参加」を行政の裁
量権に委ねることなく実質的なものとするために
制度化の必要性も常に言われるが、「市民参加」
の意味や意義を市民や行政が理解しないとその効
果は限られる。
　一方、行政は市民団体などを対象とした ｢公民
協働｣ を熱心に推進している。その最大の目的は
財政がひっ迫する中、市民活動団体による行政
サービス代替があり、そのため団体の取り込みも

表 8　計画参加人数

 

表 8 計画参加人数 

参加計画 人数

①②③④ 3
①②③ 4
①② 15
①③④ 1
②③④ 1
③④ 9
①：1次計画(1999年)

②：1次計画見直し（2005年）

③：2次計画（2011年）

④：2次計画中間評価（2016年）

＊1回だけの参加者は除く

＊筆者作成
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みられる。しかし「市民参加」や「協働」の先に「市
民自治」という目標がなければ、経済性や効率性
が優先されるなか、市民活動団体は行政に利用さ
れるだけとなり自立や実質的参加が遠のく可能性
もある 25）。「市民参加」への関心が薄れ、その後
退が懸念されるが「参加」や「協働」における課
題を認識し、改めて「市民参加」について議論の
場が必要ではないかと考える。

6.2 環境基本計画推進における課題

　環境基本計画は実効性の課題、参加する市民や
職員の入れ替わりに伴う計画に対する認識の違い
があり、第 1 次計画から第 2 次計画において変化
が見られた。2015 年に第 2 次計画の市民による
中間検証が実施されたが、「目標の達成度合いに
ついて、評価方法が明確でない」「「第 2 次計画」
と関連する各種計画との関係性を整理する必要が
ある」「大切であれば、予算がつくようもってい
くべき」など推進や進行管理の課題が指摘された。
そこで計画の推進に影響している 2 つの要因に
ついて考えてみたい。1 つは計画に対する市民と
行政の認識の齟齬についてである。行政は環境基
本計画を「市民に身近な計画」としたがその理由
は、「市民の行動計画」としての位置付けもあった。
第 1 次計画策定時は、計画の重みづけをしたこと
などから担当者レベルでは計画の実効性への期待
があった。しかしながら実態はリソースである人、
予算、権限などは強化されず、縦割りの根強い組
織において他課の施策にまで口出しすることは難
しい。そのため環境マネジメントシステムを導入
し計画の推進を図ろうとしたが思うような成果を
得られなかった 26）。さらに分権化が進んだとはい
え、未だ自治体だけでは実施できない施策も多い。
次第に環境基本計画は行政が責任を持ちマネジメ
ントする「行政計画」というより、「市民の行動」
に重きが置かれるようになっていった 27）。市民・
事業者・市の行動を示す配慮指針も、第 2 次計画
では市民と事業者のみが示されている。さらに計
画にあまり関心がなく推進会議にも参加していな
い市民活動団体の緑地管理などの多様な環境保全

活動は、結果的に計画推進に繋がっている。その
ことも所管課の計画推進意識の低下となっている
可能性もある。2 次計画から参加した市民は「行
政計画」に拘るが、行政と市民の計画に対する齟
齬は意識されず、むしろ曖昧なまま策定される。
計画の実効性を実感できない市民は、行政が本来
取り組むべき「踏み込んだ施策」をやっていない
という印象を抱くことになる28）。計画の曖昧さは、
計画の信頼の低下となり、市民活動団体の計画へ
の関わりの差を生むことになる。
　2 つ目は環境基本計画と個別計画との関係につ
いてである。環境基本計画策定後、まちづくりマ
スタープラン、みどり、ごみなど政策分野毎の個
別計画の多くが市民参加でつくられ、各課で環境
基本計画を具体化したような計画が策定された。
このことが環境基本計画自体の推進に影響を与え
たと考えられることである 29）。日野市の環境基本
計画は、所管課を超え課題へ対応することが期待
されたが、推進グループはそれぞれ所管課と協議
することになっており、ごみグループは既に個別
計画を推進している。第 2 次環境基本計画の中間
検証でも「ごみゼロプランでしっかり考えていく」
という発言があった 30）。このことからも環境基本
計画のあり方も見直す必要があるのではないかと
考えられる。

6.3 環境基本計画のあり方

　現在の環境基本計画はその推進において課題が
あることが明らかとなった。その課題解決のため
に、参考となるのが比較的組織的な取り組みのあ
るごみグループの「ごみゼロプラン」の推進であ
る。所管課との密な協議により、具体的内容の個
別計画を推進することで環境基本計画の実効性も
高めることとなる。その場合の環境基本計画は羅
針盤的役割を担い、個別計画策定時に環境基本計
画との整合を行う。そして環境白書は活動全体の
把握や計画の進捗の可視化ツールとする。現状で
は計画の枠組みも所管課による管理しやすさのた
めに絞られる傾向があるが、むしろ第 1 次環境基
本計画策定時の目的を評価し、環境の概念を広げ、
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長期的目標をもった持続可能な地域づくりを目指
した計画として見直していく方法もあるのではな
いかと考える 31）。

注
1） 高橋秀行（1999，2000a，2000b）、熊澤輝一・

原科幸彦（2005）、早川淳（2000）などの日野
の第 1 次環境基本計画に関する研究がある。

2） 1993 年に「市民参加に関する指導要綱」は制定
されている。

3） 日野市議会において「公民」の定義で紛糾し、現
時点では公民協働条例も自治基本条例も制定の動
きはない。日野市発行の ｢あなたとつくる日野 
公民協働事例集｣（2012 年）によると、日野市
による「公民」の定義は「自覚と責任をもちまち
づくりに携わる市民」で「公のことを考える市民」
だとする。

4） 第 3 次基本構想対案として、市民約 80 人が福祉、
環境、農業、教育などを対象とした総合的マスター
プランを作成した。トヨタ財団の 1992 年度市民
活動助成を得て行われた。成果を 1993 年 7 月に
日野市に提案したが、総合計画に反映させられる
ことはなかった。1995 年、『市民版日野・まち
づくりマスタープラン - 市民がつくったまちづく
り基本計画』として発行され、活動は平成 10 年
度環境庁発行『環境白書』にも紹介された。

5） 策定に参加した市民有志により発足した日野市環
境基本計画市民連絡会発行の「日野市環境基本計
画策定活動の歩み－市民参加の新しい試みと成
果」（2001）及び高橋秀行（1999，2000a）、熊
澤輝一・原科幸彦（2005）、早川淳（2000）な
どによる。

6） 質的データ分析セグメント化については、佐藤郁
哉『質的データ分析法 原理・方法・実践』新曜
社 ,pp45-58,2008. を参照。

7） 『市民版日野・まちづくりマスタープラン - 市民
がつくったまちづくり基本計画』は重版を重ね
2500 部発行された。

8） 奥田（1980）は、大都市周辺部に見られる住民
運動を都市型住民運動として、その特徴に、住＝
生活環境問題の争点に特徴づけられること、身
近な日常生活を含め環境問題一般に鋭敏な反応を
示す周辺部住民は、政治的には、「革新」指向が
あることなど否定できないとしている。日野市も
1973 年に革新系の森田市長が誕生した。都内 9
番目であったが、1997 年まで 6 期務め都内で最
も在任が長かった。

9） 市民環境科学を提唱する小倉紀雄氏が市民の水質
調査を専門家として支援していた。

10） 市民活動の自立と発展を目指し議員立法で成立し
たが、背景には高齢社会における国の社会保障費
削減のため自助、共助の推進もあった。

11） 各団体のイベント日の調整と連絡会的組織の必
要性から緑と清流課の呼び掛けもあり発足した。
12 団体が参加している（2014 年現在）。

12） 日野市の「市民活動団体（NPO）と市との協働
のための指針」（2007 年発行）によると「市民
団体と行政との「協働」とは、お互いの特性を活
かし、共通の目標達成のために、対等のパートナー
であることを認め合いながら活動すること」とし
ている。

13） 「協働」推進の背景には、国の財政支出削減を目
的とした地方分権化の流れなどもあり、そのため
自治体の財政支出削減目的もある。

14） 計画策定をリードした市民グループＫ氏は、条例
の直接請求に対し「行政・議会の厳しい反応と出
会うたびに、私たちはこの直接請求は『直訴』で
はなく『市民の参加の試み』であることを知らせ
る機会と捉え粘り強く訴えていった。」（日野市環
境基本計画市民連絡会 ,2001 より）

15）  地球環境問題への関心の高まりやまちづくりに対
する閉塞的状況もあり、日野・生活者ネットワー
クと関連団体が活動方針として環境基本条例づく
りを目標に掲げ、同組織の関連組織の協力を得て
市民案づくりを始めた。市民参加を掲げていた革
新系市長だったが、直接請求に対し「時期尚早」
と意見を付し議会に提案。議会は野党の保守系議
員が多数を占めていたこともあり、最終的には市
民案を修正する形で 1995 年に条例を可決した。

（高橋，1999 より）
16）  2017 年 1 月現在、センター長 1 名（大学名誉教

授）、環境保全課職員 1 名、非常勤職員 5 名の体制。
非常勤職員は担当部署の定年退職者や市民。活動
団体、事業者、行政参加の運営会議を定期的に開
催している。基本的に行政の下部組織としての位
置付けとなる。

17）  2004 年 12 月の見直しに際して行われた講演会
から。課題として、余りにも詳細すぎる（総花的）
内容、環境配慮指針が環境配慮行動のメニュー集
にとどまっているなども挙げた。

18） 「環境基本計画だけでは駄目だから、みどりの基
本計画で網をかぶせようと “ みどりと水の市民
塾 ” へ緑分科会の人たちは入ったんです。でも、
緑の基本計画だけでも力が弱い。ゾーン化はでき
るけれど、網をかぶせることはできない。それで
都市マスに入って、一定の保全地域を定めてい



108

＜投稿論文＞

く。」（日野市環境基本計画市民連絡会 ,2001 より）
19）  継続した市民はみどりの基本計画策定の “ みどり

と水の市民塾 ”37 名のうち環境基本計画に関わっ
たメンバーは 8 名。その後の第 4 次基本構想は
145 名のうち 30 名が環境基本計画にも関わって
いる。

20） 「くらし」を設けたのは、暮らしを変えなければ
環境は変わらないという強い意志があった。（日
野市環境基本計画市民連絡会 ,2001 より）

21）  基本構想ひのいいプラン 2010 の市民行動計画に
よる「ごみゼロプロジェクト」の取り組みでもあ
る。

22）  長野浩子，2016「非農家市民による都市農地に
おける活動とまちづくりに関する研究」日本建築
学会論文集，第 81 巻 第 725 号 pp1531-1536，
2016 年 7 月より

23）  「市にはたくさんの環境に携っている団体がある
が、これらの団体に環境基本計画の存在感はない。
活動の指針、目標とはなっておらず、各団体独自
の考えで活動をしている。即ち、日野市環境基本
計画とは名ばかりで、市全体の活動を束ねる計画
になってはいない。環境市民会議も本来は民間団
体が参加して構成され、その総意から運営される
べきものだったのだろうが、実態は一団体にすぎ
ない。」（2009.1.25 水分科会議事録より）とあり、
既に 1 次計画から団体間に関わりの差がみられ
た。

24）  「まちづくりフォーラム・ひの」の活動内容は①
まちづくり交差点の開催、②緑地管理ボランティ
ア、③緑地 ･ 農地保全のための支援、④ まち歩き、
⑤まちの生ごみを考える会の支援、⑥環境市民会
議、⑦浅川流域市民フォーラム に参加、⑧情報
発信活動（2015 年日野市環境白書より）。会誌
は 100 部ほど印刷し、会員に配布したり環境情
報センターに置かれていた。会員は多いときには
50 人ほどいた。

25）  篠原は「市民参加」は常に「行政的包絡」の危険
性がつきまとう」と述べた。（篠原，1977）

26）  所管課では ISO14001 を採用することで庁内に
おいて環境意識を高め、計画の推進につなげよう
とした。ゴミなどの削減には繋がったが、計画の
推進には繋がらなかった。（元担当者へのヒアリ
ング 2014/6/7 より）

27）  環境基本計画は実行に行政が一義的な責任をも
つ「行政計画」か市民も責任をもつ「社会計
画」的な性格を有するものがあるとする。（中口，
2014）

28）  「私たち市民はもう何年もこの環境基本計画に関
わる活度を続けていて、農地を残そう、緑を次の

世代に、というりっぱなスローガンをいくら作っ
ても、その心臓部である「仕組み」を作っていか
なければ実効力の伴うものにならないということ
がわかってきました。そのような踏み込んだ施
策がない限り、この減少に歯止めがかからないで
しょう」（2014 年度日野市環境白書 より）

29）  打越は環境基本計画はじめ政策分野別基本計画は
既存の所管体系を超え、新たな政策体系を構築し
ようとする計画だが、実施を目的とした個別計画
と異なり具体性のない場合があるとする ( 打越，
2004).

30） 2 次計画中間検証でごみグループより「細かなと
ころはごみゼロプランでしっかり考えていくの
で、ここで重点施策にするかどうかの順位づけを
するのは意味がない。」（日野市，2016））とあった。

31）  中口（2014）は、環境基本計画が総合計画の枠
を超え、50 年後、100 年後の長期的将来像・長
期的目標を持つことは意味のあることだとして、

「環境自治体」の従来の定義〈エコアクション〉
〈エコマネジメント〉〈エコガバナンス〉に加え、
「持続可能な自治体」の新たな 3 つの条件として、
①地域資源などを “ 残して活かす ”、②モノ・サー
ビス・人材などを “ つないで新たに生み出す ”、
③地域資源の価値などを “ 学んで助け合う ” を追
加した。
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『サステイナビリティ研究』  投稿規定 ・ 執筆要領 

 
2010 年 5 月 1 日施行 

2010 年 7 月 20 日改訂 

2013 年 7 月 31 日改訂 

2014 年 8 月 6 日改訂 

2015 年 7 月 30 日改訂 
 
 
１． 学術誌  『サステイナビリティ研究』  について 

本誌は横書き ・ B5 サイズの体裁をとり、 i） 編集委員会の企画によるもの、 ⅱ） 投稿論文からなるもの、 の二

部構成をとる。 前者 （ⅰ） は主に “特集論文” の形式をとり、 編集委員会が執筆を依頼するものや、 

「サステイナビリティ研究所」 が主催するシンポジウムなどの記事などが収録される。 後者 ( ⅱ ) は、 “投稿

論文” の形式をとる。 
 

 
 
２． 投稿論文について 

a）  投稿条件 

投稿論文の著者に関する条件は、 特に設けない。 

 
b） 投稿可能な記事区分 

①研究論文 

「研究論文」 とは、 “サステイナビリティ” に関わる研究をまとめた論文である。 研究の目的、 方法、 

結果などが明示され、 学術的価値あるいは応用的価値が高く、 記事に実証性や独創性が認められる 

ものとする。 

 
②総説論文 （レビュー） 

「総説論文 （レビュー）」 とは、“サステイナビリティ” に関わる知見をまとめた論文であり、議論の前提、 

論理展開、 結論が明示されたものである。 その対象は学術論文のみならず、 特定の課題  に対する 

研究 ・ 政策の動向、 市民活動や地域の動向なども対象とする。 

 
③研究ノート ・ 報告 

「研究ノート」、 「報告」 とは、 “サステイナビリティ” に関わる学術研究、 調査、 技術開発、 計画・設計、 社

会的実践などを、 必ずしも学術的記述にとらわれず自由なスタイルで展開するものである。 これらは 研究や

実践の中間報告、 あるいは構想段階での問題提起の性格を有し、 記事に独創性や将来性が 認められ、 

速報することで学術的、 社会的意義を伴うものとする。 

 
c）  投稿記事の執筆に際しての注意 

投稿については特に分野の制限を設けないが、 本誌が “サステイナビリティとは何かを考究する” という 

学術誌として、 多様な人々に幅広く読まれることを想定した執筆を求める。 

また 「サステイナビリティ研究所」 では、 ニュースレターやワーキングペーパーも発行している。 内容

に応じて、 これらの媒体の利用も検討されたい。 
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３． 投稿要領 

a） 提出方法 

法政大学 「サステイナビリティ研究所」 の編集委員会事務局 （sus.edit@ml.hosei.ac.jp） 宛に 

E メールで提出すること。 図表などの情報量が多い場合は、ファイル転送サービス等の利用も検討すること。 

 
b） 投稿期限 ： 9 月 30 日 

期限までに投稿された原稿でも、 審査の結果次第では収録が見送られる可能性がある。 

 
ｃ） 提出物 

以下、 ３点の提出を求める。 

①  投稿論文 

※ Microsoft 社の Word で提出すること。 Word で提出できない場合は、 編集委員会に相談すること。 

※英文要旨は、 英語に長けた者のチェックを受けること。 

 
②図 ・ 表 ・ 写真 

※レイアウトは印刷業者が行うため、 十分な解像度と画質を持ったオリジナルファイルも提出すること。 

※図、 表、 写真のファイル名は、 “図 1 （著者名）”、 “写真１ （著者名）” などとすること。 

※図、 表、 写真は、 Jpeg、 Ai、 Psd など汎用性の高いファイル形式 ( 拡張子 ) で提出すること。 

これらに変換ができない時は、 編集委員会に問い合わせること。 

 
③投稿者情報カード 

※ 「サステイナビリティ研究所」 のホームページに掲載されたフォーマットに記載すること。 

 
d） 査読プロセス 

編集委員会が選定した査読者 2 名が査読を原則 2 回行い、 査読結果に基づいて編集委員会が採録を 

決定する。 採録決定後は内容の変更は原則的に認めず、 誤植の修正程度にとどめる。 
 

 
４． 投稿における諸注意 

a）  二重投稿の禁止について 

投稿は未発表のものに限る。また他の学術雑誌で査読中であるものの投稿を禁ずる。ただし以下（① - ③） 

については、 投稿記事とともに、 それに関わる一連の発行物を提出した上で、 編集委員会の判断により 

投稿を認める。 

①  他学会、各種シンポジウムや研究発表会、国際会議などで発表されたもので、査読付きでないもの。 

②  大学の紀要、 研究機関の研究所報告など、 部内発表されたもの。 

③ 国、 自治体、 各種団体における委託調査 ・ 研究の成果報告書として発表されたもので、 

かつ著作権上支障がないもの。 

b）  論文の採否について 

原稿の採否は、 本誌の編集委員会が選定する審査員の査読を経て、 編集委員会が決定する。 

c）  著作権について 

掲載論文の著作権は原著者が保有する。 他の媒体に転載 （外国語訳を含む） する時は編集委員会に 

連絡すること。 

d）  論文の別刷りについて 

著者グループに別刷りは 30 部を進呈する。 なお増刷には応じない。 

e)  掲載紙・論文の Web 公開等について 

論文の掲載誌は、PDF 等のかたちで Web で公開することがある。また、掲載した論文は、法政大学学術

機関リポジトリに登録し公開する。これらの場合、当該公開・登録について承諾されたものとする。
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５． 執筆要領 

 a）  書式 

本文は横書きとする。 １頁は 40 列× 25 行 （１頁 ： 1000 文字） とし、 本文は、 図、 表、 写真、 参考文献、 

注釈を含めて 20 頁 （20,000 字） 以内とする。 

 
b）  論文構成 

論文構成は “節 ・ 項” 立てとし、 半角数字を用いて、 見出しを付けること。 

 
c）  投稿論文の頁構成 

１頁目） 「和文タイトル」、 「著者名」、 「著者の所属機関」、 「e-mail アドレス」 を記載する。 

「謝辞」 を載せる場合は、 本文に記載せず、 1 頁目の末尾に入れる。 

2 頁目） 「英文タイトル」、 「英文要旨」 （300 語程度）、 「英語キーワード」 （5 個まで） を記載する。 

3 頁目） 「和文タイトル」、 「和文要旨」 （600 文字程度）、 「和文キーワード」 （5 個まで） を記載する。 

4 頁目） 「本文」 は 4 頁目から記し、 本文は 20 頁以内 （23 頁目まで） とする。 

 
d） 表、 図、 写真について 

※  図、 表、 写真は、 それぞれ “通し番号” と “タイトル” を付ける。 表では “上” に明記し、 図、 写

真で “下” に明記する。 

※ 図、 表、 写真のファイル名は、 “図 1 （著者名）”、 “表１ （著者名）”、 “写真１ （著者名）” な

どとする。 

※ 本版は通常モノクロ ・ Ｂ５サイズで刊行されることを留意し、 解像度、 白黒の濃淡、 コントラスト な

どに注意する。 

※  なお写真や図表のカラー出力を希望する場合は、 編集委員会と問い合わせること。 カラー印刷に 伴

う費用、 著者に実費程度の負担を求める。 

※  図、 表はモノクロで提出する。 

※  写真はカラーで提出すること。 写真のモノクロ化 ・ 調整は印刷業者が行う。 

 
e)  脚注について 

脚注は章毎に分割せず、 論文末尾で一括して記載し、 1)、 2)…と通し番号をつける。 

 
f)  文献の引用について 

本文中での引用文献は、“著者名 （年号）” と記すこと。 ただし文末に引用する場合は、“本文 （著者名 , 年

号） 句点” とする。 同一著者の文献は、 刊行年順に並べ、 同じ年号の引用文献が複数ある場合は、 “著者

名 ( 年号 a)” などと小文字のアルファベットを補うこと。 

文献リストは和洋混在の形式とし、 著者のファミリーネームの “アルファベット順” とする。 和文文献のみ の場合

は、 “あいうえお順” とする。 

 

g）  引用文献のまとめ方 

①論文の引用文献の書き方 

【海外文献】著者名 , 発行年 , “論文名 ,”  掲載雑誌名（イタリック体）,  巻（号）: 掲載開始頁 - 終了頁 . 

o Nishiumi, H. and T. Kubota, 2007, "Fundamental Behavoir of Benzene-CO2 Mutual Diffusion 
Coefficients in the Critical Region of CO2," Fluid Phase Equilibria , 261: 146-151. 

 
【和文】 著者名 , 発行年 ,  「論文名」 『掲載雑誌名』  巻 （号） : 掲載開始頁 - 終了頁 . 

· 牧野英二 , 2006, 「カントと崇高の哲学」 『思想』 990: 4-29. 
 

②著書の引用文献の書き方 

【海外文献】 著者名 , 発行年 , 書名 ( イタリック ), 出版都市名 : 出版社名 . 

o Kawamura, Tetsuji, 2010, The Hybrid Factory in the United States The Japanese-Style  Management and 
Production System under the Global Economy, New York: Oxford University Press. 
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, 

 
【和文】 著書名 , 発行年 ,  『書名』 出版社名 . 

· 陣内秀信 , 1992,  『東京の空間人類学』 筑摩書房 . 
 

③単行本に収録された論文の引用文献の書き方 

【海外文献】 著者名 , 発行年 , “論文名 ,” 編著者名 ed., 書名 （イタリック） , 出版都市名 : 出版社名 , 掲

載開始頁 - 終了頁 . 

o Nagata, T., F. Kumagai, and T. Sano, 2001, ‘‘The regulation of the cell cycle in cultured cells,’’ 
Francis, D. ed., Plant Cell Cycle Interface , Sheffield: Sheffield Academic Press, 74-86 . 

 
【和文】 著者名 , 発行年 ,  「論文名」 編者名編 『書名』 出版社名 , 掲載開始頁 - 終了頁 . 

· 舩橋晴俊 , 1999,    「環境問題の社会学的研究」  飯島伸子 · 鳥越皓之 · 長谷川公一 · 舩橋晴俊 編
著   『講座環境社会学   第１巻   環境社会学の視点』  有斐閣 , 29-62. 

 
④インターネットの情報の引用の仕方 

【外国語サイト ・ 和文サイト】 著者 ・ サイト運営者名 , 最新更新年 ,  「記事のタイトル」 , サイト名 , 

( 参照年月日 , URL) 

· 法政大学サステイナビリティ研究所 , 2010, 「設立記念シンポジウム サステイナビリティ 研究のフロン
ティア」  , 法政大学サステイナビリティ研究所のホームページ , (2010 年 5 月 11 日参照 , 
http://research.cms.k.hosei.ac.jp/sustainability/node/86). 

 

 
６． 付則 

a） 投稿規定 ・ 執筆要領の改訂について 

本投稿規定は、 法政大学 「サステイナビリティ研究所」 の編集委員会の審議に基づき、 改訂 することが

できる。 

 
b）  問い合わせ先 

本投稿規定 ・ 執筆要領について問い合わせ事項がある場合は、 法政大学サステイナビリティ研究所の編

集委員会事務局 （sus.edit@ml.hosei.ac.jp） に問い合わせること。 

 
投稿規定 ・ 執筆要領 2010 年 5 月 1 日施行 

2010 年 7 月 20 日改訂 

2013 年 7 月 31 日改訂 

2014 年 8 月 6 日改訂 

 

５． 執筆要領 

 a）  書式 

本文は横書きとする。 １頁は 40 列× 25 行 （１頁 ： 1000 文字） とし、 本文は、 図、 表、 写真、 参考文献、 

注釈を含めて 20 頁 （20,000 字） 以内とする。 

 
b）  論文構成 

論文構成は “節 ・ 項” 立てとし、 半角数字を用いて、 見出しを付けること。 

 
c）  投稿論文の頁構成 

１頁目） 「和文タイトル」、 「著者名」、 「著者の所属機関」、 「e-mail アドレス」 を記載する。 

「謝辞」 を載せる場合は、 本文に記載せず、 1 頁目の末尾に入れる。 

2 頁目） 「英文タイトル」、 「英文要旨」 （300 語程度）、 「英語キーワード」 （5 個まで） を記載する。 

3 頁目） 「和文タイトル」、 「和文要旨」 （600 文字程度）、 「和文キーワード」 （5 個まで） を記載する。 

4 頁目） 「本文」 は 4 頁目から記し、 本文は 20 頁以内 （23 頁目まで） とする。 

 
d） 表、 図、 写真について 

※  図、 表、 写真は、 それぞれ “通し番号” と “タイトル” を付ける。 表では “上” に明記し、 図、 写

真で “下” に明記する。 

※ 図、 表、 写真のファイル名は、 “図 1 （著者名）”、 “表１ （著者名）”、 “写真１ （著者名）” な

どとする。 

※ 本版は通常モノクロ ・ Ｂ５サイズで刊行されることを留意し、 解像度、 白黒の濃淡、 コントラスト な

どに注意する。 

※  なお写真や図表のカラー出力を希望する場合は、 編集委員会と問い合わせること。 カラー印刷に 伴

う費用、 著者に実費程度の負担を求める。 

※  図、 表はモノクロで提出する。 

※  写真はカラーで提出すること。 写真のモノクロ化 ・ 調整は印刷業者が行う。 

 
e)  脚注について 

脚注は章毎に分割せず、 論文末尾で一括して記載し、 1)、 2)…と通し番号をつける。 

 
f)  文献の引用について 

本文中での引用文献は、“著者名 （年号）” と記すこと。 ただし文末に引用する場合は、“本文 （著者名 , 年

号） 句点” とする。 同一著者の文献は、 刊行年順に並べ、 同じ年号の引用文献が複数ある場合は、 “著者

名 ( 年号 a)” などと小文字のアルファベットを補うこと。 

文献リストは和洋混在の形式とし、 著者のファミリーネームの “アルファベット順” とする。 和文文献のみ の場合

は、 “あいうえお順” とする。 

 

g）  引用文献のまとめ方 

①論文の引用文献の書き方 

【海外文献】著者名 , 発行年 , “論文名 ,”  掲載雑誌名（イタリック体）,  巻（号）: 掲載開始頁 - 終了頁 . 

o Nishiumi, H. and T. Kubota, 2007, "Fundamental Behavoir of Benzene-CO2 Mutual Diffusion 
Coefficients in the Critical Region of CO2," Fluid Phase Equilibria , 261: 146-151. 

 
【和文】 著者名 , 発行年 ,  「論文名」 『掲載雑誌名』  巻 （号） : 掲載開始頁 - 終了頁 . 

· 牧野英二 , 2006, 「カントと崇高の哲学」 『思想』 990: 4-29. 
 

②著書の引用文献の書き方 

【海外文献】 著者名 , 発行年 , 書名 ( イタリック ), 出版都市名 : 出版社名 . 

o Kawamura, Tetsuji, 2010, The Hybrid Factory in the United States The Japanese-Style  Management and 
Production System under the Global Economy, New York: Oxford University Press. 
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編集後記

　この雑誌の標題でもある「サステイナビリティ Sustainability」は、いまや枕詞のように使われて
いる。たとえば、2016年に国連で採択された Sustainable Development Goalsは、17の目標を定
めているが、その分野は、人間性、地球環境、富、平和など幅広く、政治的なテーマそのものでもあるし、
スローガン化した嫌いもある。
　しかし、Sustainability概念はもっと奥深く、複雑である。その系譜は、マルサス Thomas 

Malthus『人口の原理』（1798）や J.S. ミル John Stuart Mill『経済学原理』（停止状態について、
1848）までさかのぼることができる。初めて問題が定量的に分析され、認識が広まったのは、ローマ・
クラブ『成長の限界』（1972）によるところが大きい。
　また、エコロジーの思想も重要である。たとえば、ヘッケル Ernst Haeckel『一般形態学』（1866）は、
自然の有機的組織に関する知の体系や、相互共存、自然の構造と機能、エネルギーの流れなどの考え方
を提示しているし、ソローHenry Thoreau『ウォールデン』（1854）は、機械論的な哲学に対するオー
ルタナティヴとしての自然のなかの暮らしを唱え、自然との共生と格闘すること、自然の生命性を尊重
することなどの考え方を示している。
　このように、サステイナビリティ概念には相当長い歴史があるし、その考え方は大きく二つの系譜の
もとで形成され、吟味・展開されてきたのである。

　この概念が政治的なテーマとして提示されたのは、Brundtland Report（Our Common Future、
1987）である。同レポートは、持続可能性（Sustainability）を、貧困の克服と環境の保全を両立し、
将来世代の必要に応えるべく成長・開発を管理することであると定義した（“development that meets 

the needs of the present without compromising the ability of future generations to meet their own 

needs.”）。成長と開発のせめぎ合いや、先進国と発展途上国との利害関係を調整するための考え方とし
て提案されたのである。
　これを受けて、その研究と具体的な取り組みが進展し、サステイナビリティの意味の明確化と、持続
可能性の定量的な把握・分析が進んできた。
　たとえば、意味の明確化は、次のような方向で進展している。
a)  真に必要なニーズは何か？　→　Well-beingを重視、GDPへの懐疑など
b)  環境の持続とはどのような状態をいうのか？ →　地球環境の定常性維持、生物多様性の保全、生態
系サービスの確保など

c)  将来世代のニーズに応えるとはどのようなことか？　→　選択可能性の確保、世代間の公平、将来
に向けた投資など

　また、定量的な把握は、資本ストック（特に自然資本）の価値の計測・評価に焦点が当てられ、ハー
トウィック・ルール（持続可能であるためには、自然資本と人工資本の合計の市場価値額が通時的に非
減少であるという条件を満たさなければならない）のような持続可能性の判定基準が提案されている。
あるいは、持続可能性を直接に計測すべく、エコロジカル・フットプリントなど、様々な指標が開発さ
れている。
　しかしながら、テーマが拡大し、一般化し、スローガン化するに従って、サステイナビリティを問わ
ざるを得ない危機意識や、それに伴う価値観の根本的な吟味が希薄になっている。



117

　今号の特集は、そのような風潮に対する反省を促すのではないか。エネルギー構造の転換問題の中心
課題は、再生可能エネルギー事業の展開ではない。原発事故被災からの回復は、このような被災を惹き
起こす社会経済構造を問わなければ進まない。そして、記録する意思を欠けば、起きたことに学び、そ
の根源を問う持続性が失われる。
　もちろん、サステイナビリティを問うアプローチは様々で、奥深い。今号の特集は未だサステイナビ
リティの本質に迫るものではないが、本誌の創刊に立ち戻って問題を考え直す契機となると考える。
　本誌に対する引き続きのご支援をお願いする。
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